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序論 
 
（１）研究の背景と目的 
我が国は、バブル崩壊を経て、アジア諸国からの厳しい経済競争や、グローバリズムによ
る経済の不確実性、将来不安などにさらされてきている。戦後の高度成長を実現し、豊かな
生活水準を享受している我が国において、かつての高度成長を望むべくもなく、経済成長の
面からいえばやや停滞局面にあることは、成熟段階に入っている我が国が必然的に甘受し
なければならないことともいえる。 
 また、既に 2005 年に全国人口がピークアウトして減少局面に突入し、現在の都市の構造
や中心市街地のあり様が、高齢社会に適したものであるのか、あるいは、都市への若年人口
の流出等の結果、小規模かつ高齢者比率が高い限界集落などはサステイナブルであるのか、
など、人口減少、高齢化は日本社会における国土政策、都市政策に多くの課題を投げかけて
いる。 
日本社会には人口減少、高齢化に対する多面的な回答が求められている。多くの選択肢が
あろうが、その選択肢の一つが、「公共性」というキーワードにあると考えられる。本研究
は、2012 年頃までの政策議論を主な題材として、今後の日本社会における国土政策、都市
政策について、「公共性」を軸に考察している。実際に、1980 年代以後、多様な民間の担い
手が公共領域で活動する、新しい公共の考え方を踏まえた政策は各領域で展開されてきた
が、特に、国土政策、まちづくりなどの分野では、国土計画での議論を一つの大きな契機と
して政策の拡充が行われてきた。 
 
 このため、本研究は、国土政策、まちづくりなどの分野において、多様な民間主体による
公共領域での活動を促す観点から、政策、制度、必要資金を含む自立性のあり方を明らかに
し、もって新しい公共性の構築を目指すことを目的とする。具体的には、日本における長期
的な公共性概念の変遷を踏まえて、近年の社会経済情勢の変化の中で、国土政策、まちづく
りなどの分野で、多様な民間主体の公共領域における活動に焦点を当てる新しい公共の考
え方が、どのように生まれ育ち役割が確立してきたのか、を明らかにすることを目指す。さ
らに、新しい公共の活動の意義の発揮が期待される中心市街地について、関連施策がどう変
化してきたのかを詳細にレビューするとともに、多様な視点からの評価を行いながら、規
制、活性化両面の政策のあり方、必要な資金の確保などについて、今後の政策立案の糧を得
るものとする。 
 
このような目的意識の下では、国土計画の中に、公共主体ではなく公民連携の政策を創り
出した経緯を残しておき、社会の大きな潮流を踏まえての必然性、その際の重要な視点を明
らかにすることは、国土政策、まちづくりにおける公共と民間に関する更なる政策展開を目
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指していく上で、重要な視座を与える要素と考える。よって、本研究では、まず、日本にお
ける公共性概念の変遷を踏まえつつ、高齢化と人口減少が進む中で地域を支えていくこと
について、国土計画の議論の中で、市場や政府の限界などから半ば必然的に公民連携の政策
を拡充させていくべき方向が整理されてきたこと、その際に個々の住民をサービスの供給
側として位置づけることの意味が検討されたことなどを、明らかにする。  
また、中心市街地のあり方については、1990 年代から 2000 年代半ばまで、様々な視点か
ら指摘、政策提案が行われたが、大規模商業施設の郊外立地の影響により衰退がもたらされ
たとする地方政治的な問題提起もあり、大規模商業施設の郊外立地規制について、強化、緩
和双方の立場が主張を展開する時期があった。この立場の相違は、アカデミズムの世界で
は、工学、経済学の立場に近いとも考えられる。本研究は、異なる立場からの視点を対照さ
せつつ、分野横断的な視点から政策立案をレビューしている。また、本研究では、中心市街
地の衰退の要因について、現実のデータを用いて、広域的影響、近隣的影響の観点も含めて
実証分析を行っており、これらも踏まえて規制策、活性化策両面について政策インプリケー
ションの共有を試みる。 
さらに、中心市街地等でどのような機能を充実させていくにしても、租税に由来する補助
金などに過度に依存できないという実際的制約の下で、公共性を担う多様な主体が資金調
達の方途を見出すことは重要な要素である。そこで、本研究では、多様な主体によるエリア
マネジメントのための多様な資金の調達についての筆者らによる実証研究も取り上げ、政
策インプリケーションの導出を試みる。 
 
（２）既往研究と本研究の関係 
本研究は、まちづくりにおける公共性の経緯や中心市街地政策のあり方をテーマにして
いる。そのため、既往研究については、①公共と市民との関係、②公共性の概念とその変
遷、③中心市街地と規制の関係、④新しい公共などの市民団体における資金といった領域
が存在するため、これらの既往研究との関係について明らかにする。 
 
①公共と市民との関係 
地方自治体と NPO や市民とのパートナーシップについては多くの既往研究が存在する。
たとえば、松下1が、新たな分権型社会を創造していくためには、自治体と NPO の協働が
重要であること、松行ら2が今後の「公」とは行政だけではなく、市民、行政、企業のパー
トナーシップで実現していくことが大事であることを論じるなど、今後の我が国のまちづ
くりにおける「公」の在り方が論じられている。また、後藤3らは、特に、公との関係をい
                                                  
1 松下啓一 新しい公共と自治体－自治体はなぜ NPO とパートナーシップを組まなければなら
ないのか－ 信山社 2002 
2 松行康夫・松行彬子 公共経営学－市民・行政・企業のパートナーシップ－ 丸善 2004 
3 後藤純・渡辺俊一・伊藤 香織 市民提案による新しい公共サービスの公定化プロセス -神
奈川県大和市の市民提案型協働事業制度を事例として- 都市計画論文集 42-2、pp.54-61 
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かに築くかを現場目線から説明しており、市民提案による公共サービスの位置づけ方を論
じるなど、公と市民との関係の具体的な在り方が論じられている。奥野ら4は、新しい公共
の担い手の地方部、都市部での活動を、実態面から明らかにしようとしてきた。倉原5は、
岩手県における東日本大震災からの復興過程における新しい公共の実践を考察した。また、
新しい公共の意義については、地域シンクタンク6も注目し、その実態を考察してきた。 
以上のように、既往研究体系では、まちづくりにおいて従来から公共が担ってきた領域
に広がりが生じ、そのあり方、今後の体制について議論されることが多く行われてきた。 
 
②公共性の概念とその変遷 
日本における公共性の概念的把握、あるいはその推移については、小松7が、中世におけ
る公益概念を解き明かす議論を展開するほか、佐伯8が、公は国家的な事柄、行政に関わる
層の事柄として捉えられてきた歴史的経緯に着目している。田中9は、地域団体に着目して
公共性の担い手の変化を論じている。また、斉藤10は、現代日本において市民的公共性を
積極的に評価する論を展開するほか、長谷川11は、NPO などの中間集団が公共領域を拡張
していくことを積極的に論じている。 
このように、新しい公共に関しては、市民提案やパートナーシップによる公共サービス
のあり方、国土づくり、都市づくりにおける活動の実態、公共性概念の変遷などについて
の研究は見られるところである。しかしながら、近年の新しい公共を巡る政策潮流の中で、
国土計画が一定の役割を果たしたと考えられるところ、いかに新しい公共の考え方が、国
土計画の中で仕組みとして位置づけられたのか、その経緯は既往研究等では取り上げられ
ていない。そこで、本研究では、新しい公共の考え方がいかに国土計画などの政策に位置づ
けられたのか、その流れを公共の側から記録し、こうした考え方がなぜ必要とされたのか考
                                                  
2007 
4 奥野信宏・栗田卓也 新しい公共を担う人々びと 岩波書店 2010 
奥野信宏・栗田卓也 都市に生きる新しい公共 岩波書店 2012 
5 倉原宗孝 東日本大震災の復興過程にみる「新しい公共」の取り組みに関する考察－岩手県
における「新しい公共の場づくりのためのモデル事業」を通して－ 日本建築学会技術報告
集、41,pp309-314 2013 
6 北陸地域づくり研究所「新たな公」による北陸の地域づくりの調査研究 北陸の視座 vol.23
号 2010 年 3 月 2010 
7 小松隆二 公益とは何か 論創社 2004 
小松隆二 公益とは何か－公益と公共はどう違うか－ 間瀬啓允編「公益学を学ぶ人のため
に」所収 世界思想社 2008 
8 佐伯啓思 市民とは誰か ＰＨＰ新書 1997 
9 田中洋子「古い公共」から「新しい公共」へ－歴史的視点からみる地域団体－ 社会政策学
会誌社会政策、第５巻第１号 pp.73-82 2013 
10 斉藤純一 現代日本における公共性の言説をめぐって 佐々木毅ほか編「日本における公と
私」所収 東京大学出版会 2002 
11 長谷川公一 NPO と新しい公共性 佐々木毅・金泰昌編「中間集団が開く公共性」所収 東
京大学出版会 2002 
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察し、記録する。国土計画の中に、公共主体ではなく公民連携の政策を創り出した経緯を残
しておく本研究は、今後の国土、都市計画、並びにまちづくりにおける公共と民間の関係を
考える上で、意義のあるものであると考えられる。 
 
③中心市街地に関する規制強化等 
 また、本研究では、中心市街地活性化に密接に関係する大型店の立地に係る規制強化策の
分析を行っている。中心市街地問題については、特に、大規模商業施設の立地と関連づけて
の地方都市における疲弊への懸念が一種の社会問題となったこともあり、いくつかの視点
で研究が行われてきた。その中でも、詫摩12は、大型店の立地規制と規制対象面積基準を下
回ろうとする分割立地等の分析を含め、大型店の立地が中心市街地に与える影響の基礎的
知見を得ようとする独特の視点からの研究を行っている。また、安倉13は、中心市街地問題
が活発に論じられてきた地方都市だけでなく、大阪府八尾市を題材として、大都市近郊都市
の中心市街地での商業実態を丹念に追い、中心市街地の再生に向けたインプリケーション
を得ようとしている。村上14は、中心市街地を活性化するには、首長の決断・リーダーシッ
プ、商業者の自助努力、商工会議所や地元百貨店などの協力等が必要であること、改正まち
づくり三法の実効性確保や郊外部の市町村に対する産業振興支援の必要性などの包括的提
案を行っている。 
 規制策の効果に関する既往研究としては、唐渡15が、経済学の視点から、中心市街地の衰
退の根本的要因の分析、郊外立地規制の是非を含めた対応策の提示を行っている。また、阪
上16も経済学の視点から、まちづくりに関する法制が中心市街地の活性化に必ずしも効果的
でないとの研究結果を提示し、駒木17は、まちづくりの法制が、市町村の境界を超える広域
的調整の観点から難があると視点からの研究結果を示している。また、和田18は、研究題材
の市における市内や周辺都市の消費動向を確認し、中心市街地空洞化の要因、法規制による
効果を分析するというアプローチからの研究を提示している。このように、さまざまなアプ
ローチから中心市街地問題については、研究が行われている。 
 その中で、本研究では、経済学、工学の立場からの視点を対照させつつ、実証的な検証を
行うというフレームを採用している。大規模商業施設の郊外立地規制について、強化、緩和
                                                  
12 詫摩直人 まちづくり三法改正による郊外大型店出店規制が中心市街地に与えた影響 法政
大学大学院紀要 デザイン工学研究科編 2014 
13 安倉良二 大都市気候都市の中心市街地における大型店の立地変化と商店街の衰退：大阪府
八尾市を事例に 日本地理学会発表要旨集 2013s(0),45,2013 
14 村上義昭 中心市街地活性化の課題 日本政策金融公庫論集第 4号 2009 
15 唐渡広志 大規模集客施設の郊外立地規制と中心市街地の活性化 日本不動産学会誌 第 20
巻第 2号 2006 
16 阪上貴紀 大規模小売店舗に対する規制緩和と中心市街地の衰退 一橋経済学,3(2):117-
141 2009 
17 駒木伸比古 日本地理学会発表要旨集 2010s(0),66-66,2010 
18 和田賢一 法規制による中心市街地活性化策の限界－消費動向実態調査からみた福島市を事
例に－ 福島大学地域創造 23(2),7047-7070,2012 
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双方の主張が存在したが、この相違は、アカデミズムの世界では、工学、経済学の立場に近
いとも考えられる。しかしながら、既往研究では、経済学、工学の立場からの視点を対照さ
せつつ、実証的な検証を行っているものは見当たらない。この点で、本研究は新規性を備え
ていると考えられる。 
また、本研究は、中心市街地政策における規制強化の効果を経済学的な手法を用いて検証
している。Anas,Arnotto,Small19は、中心市街地の活性化を図るために開発を中心部に限定
すると、新規のビジネスや居住者から、中心部の従前からの地主に対する再分配が生じてし
まう可能性を理論的に指摘している。さらに、Henderson and Mitra20によって示されたエ
ッジシティモデルは、戦略的に郊外部に業務地区、商業地区を形成するデベロッパーの行動
が、都市構造を大きく変えることを示し、それを用いて佐々木・張21は、わが国の中心市街
地の空洞化に経済学的な説明を与えている。しかし、これらはいずれも理論的な分析及びシ
ミュレーションによるものであり、現実のデータによる検証を行ったものではない。 
Grubb22は米国の大都市圏データを用いて米国の市町村という行政区域を超えた郊外化の
分析をしている。しかし、中心市街地の実証分析を行うためには、中心市街地という市町村
の行政区画より狭い空間のデータと、都市圏という市町村を超えた広域的な空間のデータ
の両方を用いることが求められる。 
本研究は、中心市街地という市町村の行政区画より狭い空間については国土交通省のデ
ータを、都市圏という市町村を超えた広域的な空間については都市雇用圏のデータを用い
て、両方の視点から、中心市街地等の衰退要因を分析した初めての研究として、意義のある
ものと考えられる。 
 
④エリアマネジメントのための資金確保 
さらに、本研究では、中心市街地におけるエリアマネジメントのための多様な資金の確保
に向けて、新しい資金調達手法の提案を行っている。これは、米国において経験則として知
られているファンドレイジングの際のシードマネーの活用を基にしたものである。経験則
とはいうものの、Andreoni23においては、その理論的な根拠が示されている。つまり、公共
財に十分に大きな最小供給単位が存在する場合、公共財供給に至る（正の水準の）均衡のみ
ならず、公共財が供給されない（ゼロ水準の）均衡が存在することを明らかにした上で、そ
                                                  
19 Anas.A, R.Arnott and K.A.Small “Urban Spatial Structure.” Jounal of Economic 
Literature. Vol.XXXVI, pp1426-1463  1998 
20 Henderson, J. V. and A. Mitra “The New Urban Landscape: Developers and Edge Cities,” 
Regional Science and Urban Economics. 34:2, pp207-229 1999 
21 佐々木公明・張陽 エッジシティの形成と都心の空洞化 応用地域学研究№4,1999 
22 Grubb,W.N. “The Flight to the Suburbs of Population and Employment, 1960-1970, 
“Journal of Urban Economics,” 11 pp348-369 
23 James Andreoni “Toward a Theory of Charitable Fund-Raising” Journal of Political 
Economy vol.106 no.6, pp1186-1213  1998 
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れを防止する効果がシードマネーにはあることが証明されている。 
しかし、それを現実に応用するためには実証分析又は実験による検証が必要である。この
点、List and Lucking-Reiley24が，University of Central Florida での Center for 
Environmental Policy Analysis に対する実際のファンドレイジングの機会を捉えた実験
を行っている。しかし、これはエリアマネジメントに関連するものでも、まちづくりに関す
るものでもない。さらには完全なフィールド実験であるため、繰り返すことができず、例え
ば学習効果などを検証することはできないものであった。 
本研究では、エリアマネジメントの財源調達としてシードマネーを用いることの可否に
ついて、実験的な環境の下、繰り返し行われるアンケート調査をもとにしている。この調査
は、仮想的な状況の下で、支払意思額を繰り返し尋ねる CVM に類似した手法を採用したフィ
ールド実験であり、筆者らにより、関係企業等の協力を得て独自に実施されたものである。
本研究は、この調査をもとにした分析により、先行研究で明らかにすることのできなかった
学習効果等に関する知見を検証した初めてのものとして、意義の高いものと考えられる。 
 
（３）本研究の構成 
本研究は、2部、8章構成を採っている。 
本研究第１部では、日本社会における公共性の概念が歴史的にどう変遷し、同時にその担
い手がどう変遷してきたかを考察し、今日的に、市場、地域コミュニティとの関係で、多様
な主体が公共性を担う意義を考察している。さらに、成長社会の次の社会モデルなど大きな
社会観からの意義についても考察している。人口減少、高齢化が進展する中で、政府部門だ
けが公共サービスを供給するのではなく、多様な民間の担い手が公共サービスの供給に参
加し、一定の役割、責任を分担するとの考え方が政策面で認識されるようになって、一定程
度の時間が経過した。その一つの端緒として、政府の国土政策に関する重要な表明である国
土形成計画25において、「多様な主体が協働し、従来の公の領域に加え、公共的価値を含
む私の領域や、公と私との中間的領域にその活動を拡げ、地域住民の生活を支え、地域活
力を維持する機能を果たしていくという、いわば「新たな公」と呼ぶべき考え方で地域づ
くりに取り組んでいく」との考え方が示された。第１部では、国土計画において、多様な
主体による公共性の実現の考え方が位置づけられてきた背景、経緯について、公共の側から
記録し、考察を行うことに重点を置いている。 
また、都市政策の文脈で、公的主体、民間主体が織りなす都市空間の形成に関する根幹制
度である都市計画制度に関して、民間参画の視点からの制度変容の過程が示され、制度がど
のように民間主体の発意を都市政策に誘導、織り込もうとしてきたかを考察する。さらに、
                                                  
24 John A.List and David Lucking-Reiley “The Effects of Seed Money and Refunds on 
Charitable Giving: Experimental Evidence form a University Capital Campaign” 
Journal of Public Economy vol.110 no.1, pp215-233  2002 
25 国土形成計画（全国計画）2008 年 7月閣議決定、 pp.27-28 
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都市政策の中でも長く政策課題であり続ける中心市街地に視点を集中し、中心市街地の疲
弊、関連制度の見直しの経緯を振り返る。そこでは、かつて中心市街地論議の中で小売商業
が注目されることが多かったこととの対比で、人口動態が激変していく中、医療・福祉機能
への着眼など中心市街地の異なるありようの意義を考察し、医療・福祉にとどまらず多様な
機能を担う多様な主体によるべき都市の核となる空間の形成と、本研究で論じている多様
な主体による公共性の実現との親和性が示される。 
  
第２部では、国土政策、都市政策の中で議論の対象であり続ける中心市街地についての筆
者らによる実証研究をもとに考察を行っている。 
既に高齢化が十分に進んだ日本の地域社会では、中心市街地に求められる機能は商業機
能にとどまらず、医療・福祉機能など多様化してきていると考えられる。望ましい機能転換
を阻害していては、中心市街地の疲弊状況を改善させることができないと考えられるが、
WTO 協定の発効を受け、また、中心市街地の疲弊を背景とするローカル・ポリティクスに由
来する問題指摘などが活発に行われる中、工学、経済学いずれの立場からも共有される方向
性として、中心市街地の現状の土地利用に執着するのでなく、ニーズを踏まえた土地利用転
換を妨げることのないような施策等の必要性が示される。 
また、エリアマネジメントは、都市空間の充実を目指す中でも、発展を続けている領域で
ある。本実証研究は、エリアマネジメントに取り組む多様な主体が租税に由来しない寄付な
どの資金調達に挑む際のシードマネーの効果について実証的、実務的な示唆を与えるもの
で、シードマネーを活用する場合の留意事項など政策インプリケーションの導出までも行
っている。 
 さらに、前章までの議論を進め、中心市街地を都市のコミュニティ空間、コモンズ空間と
して再構築していくことの意味合いが論じられ、その形成に資する協定制度の意義を、都市
法側からの法学的視点、円滑な合意形成に資するメカニズムという市場的視点などから考
察する。 
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本研究の構成 
  
第１章 日本社会における公共性あるいはその体現主体としての公共の所在 
 公共概念の変遷（タテ関係、ヨコ関係）                     新しい公共への着眼 
         
              日本社会における環境変化  
                大都市、地方都市における共同体の崩壊（不存在） 
                市場経済の限界 
第２章 日本社会における新しい公共の進展 
 ３つの背景からのレビュー 
   政府部門の事情、受益者・消費者側の変化、地域活性化面での期待  等 
第３章 国土政策にみる新しい公共 
（新たな公） 
 国土計画における位置づけ 
 新たな公の意義 
第４章 都市政策、まちづくりと新しい公共 
 都市計画制度等の変容 
  ⇒ エリアマネジメントの展開へ 
   ⇒ 自発的なまちづくりの必要性 
第５章 中心市街地問題の経緯と背景 
 中心市街地政策の変化（立地規制含む） 
 ⇒ 中心市街地の再定義 
第６章 中心市街地に係る規制強化策
の考察 
 規制緩和の評価（異なる立場を対照） 
 中心市街地衰退の実証分析 
 ⇒ 政策インプリケーション 
第７章 中心市街地におけるエリアマネジメントの
ための多様な資金の確保 
 自発的公共財供給システム 
 独自フィールド実験（シードマネー効果等） 
 ⇒ 政策インプリケーション 
第８章 中心市街地等でのコミュニテイ空間の形成と公共性 
  都市のコモンズ空間、関連制度の創設、意義 
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（４）本研究を行う上での視点 
 これまで見てきたように、国土政策、都市計画における新しい公共の構築は、その機能の
拡充の必要性がある。そのため、本研究は、図（序-1）に示す軸に従って、公的役割の変化
を見ることにする。 
 本研究における公共性は、その事業・行動の「公共性の程度」が大か、小か（縦軸）とそ
の機能を誰が行うか、という「機能・役割」を行政、または民間が担うか（横軸）で説明す
る。第一象限 Aの領域は、「公共性大-行政機能」を示すため、市場経済の機能しない、一般
的に公的組織が行う事務事業が該当する。第二象限 B は、「公共性大-民間機能」を示すた
め、市場経済が成立し、多くの人が利用する事業が該当する。第三象限 Cは、「公共性小-民
間機能」を示すため、ニッチな市場であっても、民間が興味を示す領域である。第四象限 D
は、「公共性小-行政機能」を示し、このエリアでの事業が成立しにくい。しかしながら、人
口減少と少子高齢化社会の中では、これらの軸で説明されるすべての領域で機能が成立す
ることがわが国の将来には必要な事項であり、それを明らかにする必要性から、本研究は、
この軸に従ってまとめを行うことにする。 
 
図表序-1 本研究を行う上での視点 
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第１部 日本社会における公共性の今日的意義 
 
第１章 日本社会における公共性あるいはその体現主体としての公共の所在 
 
（１）本章の目的 
 日本社会における公共性は、歴史的に、タテの奉仕関係、ヨコの共同関係など多様な理解
のされ方が社会学を中心に行われてきた。本論文は、国土計画、都市政策における公共性の
構築を明らかにするというスタンスを持つものの、これまでの我が国における公共性の概
念や、そこで台頭してきた担い手の役割、その変化のレビューが、その後の章の展開上大事
であるため、その経緯に着目する。本章は、とりわけ 1980 年代以後に、日本社会の成熟化
等に伴い、公共性の担い手である多様な民間主体が、どのように登場してきたのか、その特
徴を明らかにすることを目的とする。 
 具体的には、以下の２点を明らかにする。 
 
① 1980 年代以後、多様な主体による取り組みが活発化してきたことが、どのような背景
によるものであるのかを明らかにすること 
② 地域を支える公共性の実現主体が、地域とどのように関係を構築してきたかを明らかに
すること 
 
（２）公共性、公共の定義と役割 
 「公共性」26という言葉は、大辞林では「広く社会一般に利害・影響を持つ性質。特定の
集団に限られることなく、社会全体に開かれていること」と説明される。また、「公共」は、
「社会一般。おおやけ。また、社会全体あるいは国や公共団体がそれにかかわること」と説
明される。 
 国家、地方政府が公共のために存在するということは、定義的に明らかであるが、公共が、
中央、地方を問わず、政府という行政主体の独占物と辞書は説明していない。しかし、公共
は政府を意味すると捉える向きが多い。 
佐伯27は、「日本では、「公」はもっぱら「お上」の観念と重なってしまった」、「「公」は国
家的なことがら、国家の偉い人たちが決めることがら、という奇妙な了解ができてしまった。
                                                  
26 公共性という語は、社会一般に利害を持つ、という意味にとどまり、社会をよくする、社会
の為になる、というような積極的な意味が、その語義に含まれず、その意味からは、公益とい
う語がより適格であるという指摘があろう。公共性を論じるコンテクストで頻出する「公益」
という語は、「社会一般の利益。公共の利益」（大辞林）とされる。そのことは踏まえつつも、
本研究では、公共性と呼称する場合には、私益との対照性を意識して、公共の利益を意識した
性質であることを念頭に置きながら用いることを原則としていることを、予め断っておく。 
27 佐伯啓思 市民とは誰か ＰＨＰ新書 1997 
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だから、今でも、「公共の事項」はもっぱら官僚の行政や政治家の領分だと見なされている」
と指摘した。 
しかし、公共性や公共の意義は時代のコンテクストの中で変化、変質する。後述するよう
に、1980 年代から、公共あるいは公共性という語、あるいは概念を、国家や地方政府、あ
るいはそれら主体の営為が持つ性質、とは異なった意味合いで用いられることも多くなっ
た。 
 
（３）お上の公共性と人と人の繋がりに由来する公共性 
小松28は、公益という語が平安時代から使用されており、当時の公は朝廷等の上流階級に
限られ、公益に努めるとは朝廷などの上層のものに奉仕することとし、近代以後になり、公
益が支配階級のための益から、逆に恵まれないものに対しての奉仕に意味が変化したと指
摘している。同時に、小松29は、日本各地に残る公益の文字が刻まれた公益の碑に見られる
公益が、経営者、地主などの地域の資産家や名望家による活動を主要な対象事例としている
と指摘している。さらに、戦後、しばらくは、「公益は主として公益法人や公益事業が視界
に入る程度になり、民間の個人や団体の公益活動は背後に退く。」と、公益という語をめぐ
る実際的理解の推移を辿っている。つまり、ある時期の「公益」とは、社会的に余裕のある
クラス、組織が行う、という「タテ関係」に由来し、成立していたとみることができる。 
次に、生活や生産活動に基づくニーズから公共的活動をみる。地域づくりを例にとって考
えると、農村部の生活、生産に不可欠な用水路等の整備や管理は、個々の農家の独立作業で
は負担が大きい、非効率、という事情から、不可避的に共同作業が行われてきた。道路の除
草、簡易な維持作業を地域住民で共同して行う道普請も同様の作業として位置づけられる。
それは、まずは、狭い村落単位での共同作業として営まれるところから始まり、複数の村落
単位、より広い地域への範囲と拡大していった。さらに、その行為は、農家共同体などから
行政に負託されていったため、当初から行政のなすべきこととして、ことが始まったわけで
はなかった。つまり、長期的な視点でみると、①個人でできないが地域に不可欠である事業
が共同作業として、面的広がりを伴い発展をすることと、②共同+面的広がりが、その事業
を束ねる主体として、結果として公共が役割を担うようになった、という①行為と②主体の
二つの動きがあるものと理解できる。 
  
 これが 1980 年代頃以降に大きく変化する。1980 年代からは、公共性の体現主体が、政
府部門に独占されるものではないという議論が活発に行われてきた。この流れを、斎藤30に
よりながら見る。斎藤は、「公共性の概念を国家の独占から引き離そうとする動きの一つは、
                                                  
28 小松隆二 公益とは何か 論創社 2004 
29 小松隆二 公益とは何か—公益と公共はどう違うか— 間瀬啓允編「公益学を学ぶ人のため
に」所収 世界思想社 2008 
30 斎藤純一 現代日本における公共性の言説をめぐって 佐々木毅ほか編「日本における公と
私」所収 東京大学出版会 2002 
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それを市民社会に位置づけようとする」、と述べている。この流れの中で取り上げられる新
しい市民社会は、自己の私的利益の追求に汲々とする市場社会におけるそれというよりも、
ＮＰＯ、ＮＧＯ、ボランティアなど、多様な主体をその主要アクターとみる社会と説明され
る。この市民社会の構成員は、国家が自己の行動に干渉することを厭い、私的利益の簒奪に
抵抗するという、国家や地方政府の権力に対峙する市民像とは異なるものである。斎藤は、
そのような市民像に由来する公共性を市民的公共性と称し、その性格を一元的で等質であ
ると評する。他方、斎藤は、新しい市民社会の公共性は、より多元的、異種混交的と評する。
つまり、過去 40 年程度の間に、公共が行うものとして認識された空間的広がりを持つ事業
の一部は、多様な主体がその事業を行うという「公共」の担い手の多様化が顕著になってき
たものと理解できる。 
 また、このような多様な主体による取り組みが、最低限の必要性を満たすためのものから、
より高次のニーズを満たすためのものへと幅を広げていることも伺える。居住環境の向上、
地域価値の向上の観点から、居住空間周辺の共同空間を民間主体が充実させていく取り組
みの活発化も観察される31こともこの流れの一環と捉えることもでき、このことを公と私の
二分論から共の領域の充実と捉える視点もある。 
本研究は、このように国家に対峙（抵抗）する市民ではなく、公共精神を持って社会ある
いは社会的営為に、積極的に参画していく市民に着目している。 
行政主体による独占と異なるという意味で、本研究では、新しい公共（新たな公）という
語を用いる。本研究では、公共心を持って社会的に必要なサービスを提供する活動や活動主
体、文脈によってはその種の活動の意義を評価する価値観を、新しい公共（新たな公）に与
えている。 
 
（４）日本社会を揺るがす環境の変化と市場への批判 
 日本社会における公共性や公共の概念の変化、注目は、日本社会が直面するさまざまな課
題に対応しようとする表れでもある。したがって、公共性への着眼に関連して、日本社会が
直面する課題、環境変化について考察することは、現在の日本社会に求められる公共性のあ
り様を考えるにあたって有益なことである。 
 過去半世紀のわが国の経済発展は、日本国民に様々な恩恵をもたらした。人々の所得は
上昇し、医療・教育・交通などの社会基盤も整ってきて、生活水準は年を追って上昇した。
所得の着実な増加と平等な分配は分厚い中間層を生みだし、それが日本社会の安定につな
がってきた。分厚い中間層は、生産者、消費者双方の顔を持ってきた。高度成長、生産性
の向上とともに、着実な所得増加の恩恵を享受できた生産者は、同時に、白物家電、自家
用車などの消費財の主要な消費者でもあり、市場の成長に需給両面から立役者となった。
しかしこれは、日本人の価値観や生活様式を画一化させる過程でもあった。 
                                                  
31 （財）日本住宅総合センター 居住環境における新しい共同空間 調査研究レポート 第 2
章 平成 5 年 10 月 等に詳しい。  
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発展過程において日本の各地域で古くから育まれた伝統的な社会経済の仕組みが変動
し、それが地方圏と大都市圏を問わず、徐々に各地域の暮らしの土台を揺るがしていた。 
 人々は、高い所得やより良い生活環境、生き甲斐を求めて地域を移動する。それらが 1950
年代から 80 年代半ばの高度成長期と安定成長期を通じてスムーズに行われてきたこと
は、わが国の経済社会の長所として積極的に評価される。しかし人口移動の過程において
各地域でいた様々な社会問題を惹起した。 
 地方圏では、地域によっては既に 1960 年代から急激な過疎化が進行し、集落の社会生
活が困難になり始めていた。これらの地域を抱える地方自治体は、住民の働く場を確保す
るために企業誘致などを積極的に行い、一定の成果を上げてはきた。しかし過疎化の進行
はとどまることがなかった。 
 一方、経済発展の利益を最も受けているはずの大都市圏でも、新しい人々の流入によっ
て、地域共同体、コミュニティが崩壊するなど、住民の孤立化が進んでいった。しかしそ
れらも、経済が順調に成長している間は大きな社会問題になることはなく、地方共同体か
らの解放の証、都市生活の特徴として歓迎されることが少なくなかった。 
 各地域の生活環境の変動と歩調を合わせて、地方圏と大都市圏との関係が次第に希薄に
なり、相互の理解が難しくなっていった。高度成長期に地方圏から大都市圏に出て学び働
いた大量の人々が大都市で家庭を持ち居を構えると、大都市圏で生まれ育った世代が急増
した。東京圏居住者に占める東京圏出身者の割合は、30 歳代前半の世代でみると 1991 年
には 59.0%であったが、10 年後には 72.5%へと増加している。親から子へと世代が変わり、
また出身地が過疎化すると、大都市住民の出身地との関係は次第に希薄になって行く。そ
れに若年人口が減少してきたことも加わって、大都市圏の多くの若者にとっては、地方文
化や地方と都市との繋がりの持つ意味を、日常の暮らしの中で理解することが難しくなっ
てきている。 
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図表１－１ 東京圏居住者に占める東京圏出身者の割合 
 
 
 
 日本の経済発展を基盤として支えたのは市場機構である。市場経済の下で、企業は人々
の消費欲求を充足させる優れた商品を提供し続け、それは同時に人々に安定した雇用機会
の確保と高い所得を提供することを可能にした。しかし、既に社会生活が維持でき難くな
っていた過疎地域の住民だけでなく、大都市圏で人間らしい生活ができていない人々が続
出したことによって、社会における人の繋がりの希薄さが一気に社会問題化し、過去半世
紀のつけが市場経済に対する非難として噴出した。人と人との繋がりの喪失は、生き甲斐
の喪失にもなった。地域社会や企業内での縛りがなくなった分だけ、失業など一旦困難な
状況に陥ると人は居場所がなくなり、一人で悩み解決の道がみつからないと絶望するしか
なくなってしまう。これらは、日本社会の劣化とも称されるが、もともと市場機構が持っ
ている弱点である。 
ここに至り、市場経済というのは、それだけでは人々の安定した生活を保障するもので
はないことが誰の目にも明らかになった。このことは、日本社会における公共性への再着
眼の大きな背景となっている。 
  
（５）公共性と地域共同体（地域コミュニティ） 
 公共精神を持って社会あるいは社会的営為に積極的に参画していく市民像と、地域共同
体、コミュニティとの関係を考察する。 
人間は、誰しも、この世に生を受けてから、父母、祖父母、兄弟などで構成される家を生
活の場とし、長ずるに連れて、学校、クラブなどへと活動領域を拡張していく。日本社会の
一つの特徴としては、終身雇用的な慣行が存在する中で、社会生活に占める企業の比重が大
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きいであろう。企業は、多くの者に、勤労の場、稼得の場としてだけでなく、社交の場、福
祉機能の提供など多様な機能を果たしてきた。都市部を念頭に置くと、1960 年代から 80 年
代にかけては、人と人との繋がりは、地域というよりもむしろ職場で保たれていた。企業
一家という言葉があったが、それが日本的な企業風土にもなっていた。しかし、具体的に
観察すると、労働市場における規制緩和に伴う雇用流動化などを一つの背景として、終身雇
用的慣行がやや後退し、かつてほどの高成長を実現できない企業による福利、福祉の提供は
期待できない。そもそも、企業による福利、福祉の主たる対象であった正規雇用者の割合は、
1990 年代の労働者派遣法の見直しにより、著しく低下し、非正規雇用者の割合が急上昇し
た。正規雇用者と非正規雇用者の間の所得等の格差拡大、非正規雇用者の低賃金や契約期間
の不安定化、などは、勤労者の現在の生活、将来の生活像に暗い影を落としている。また、
男女の社会への共同参画、ワークライフバランスの確保などの要請もある。すなわち、生活
に占める企業の比重は低下してこざるを得ない。となると、国家という日常的には意識しに
くい共同体でなく、地域共同体、コミュニティが個々人の生活や観念に占める比重が増して
くる。 
前述のとおり、地域共同体は、公共的活動に由来する必要性も一つの契機として生成され
てきた。今後、地域共同体のさまざまなシーンで、自覚的な市民による公共性の発揮が期待
される。企業内のような利害で結束された場でない地域共同体では、公共性への自覚がある
市民がより求められ、地域共同体にとっても不可欠な存在であるということもできる。 
地域共同体といっても、村落共同体からイメージされるような相互監視が厳しく、慣習に
拘束的な領域、空間と認識する必要はないと考えられる。地方から都市への大量の人口移動
が収束してから一定期間が経過し、逆に都市から地方にＵターン、Ｉターンを果たす若年層
も増加の兆しを見せており、地方においても地域共同体のあり方は変質した。かつてのよう
な、個々人に一元的な等質性を求める傾向は低下し、多元的で異種混交的な思考様式、振る
舞いが許容されるようになっていると考えられる。 
 より短期的な時代コンテクストで見てみよう。2011 年を後世に象づくる最大の出来事は、
3 月 11 日に発生した東日本大震災であった。東日本大震災は、大震災、それに伴う津波被
害、さらには原子力発電所事故と多重的な打撃を、わが国の国土、国民生活、経済活動に与
えた。その影響が甚大であることはいうまでもない。復旧の過程では、被災住民、被災企業、
被災自治体だけでなく、国力の相当部分を投入して、復興を支えていく姿が現れた。東日本
大震災の発災直後には、海外メディアにさまざまな報道が行われた。被災実態のほか、生命
の危機に曝された直後の過酷な環境の中での被災住民の方々の冷静な行動、さらには避難
所暮らしが続くなど自らが厳しい状況に置かれているにも関わらず、他者への思いやりに
満ちた協調的な行動への驚嘆と称賛が伝えられた。危機的な状況にある中でも他者への共
感を失わない姿勢を持ち続けられることは、連綿と続く日本人の特質と考えることもでき
る。戦後以来、他者への共感、協調性という日本社会の特質の喪失が懸念されてきたが、東
日本大震災を契機に、日本社会の備えてきた他者への共感、協調性といった特質が、日本社
 16 
 
会の礎となる部分において損なわれていないということが確認できた。山崎32は、「平成の
災害では全国規模の市民の自発的支援活動が一般化した」とした上で、「明治に輸入された
「公共」の観念が、平成の終わりには身に付いた国民の習慣になり、今、かつての故郷に帰
りつつあると実感した」と述べる。このような特質は、地域共同体、コミュニティと深く関
連している。この面からも、今日的に、地域共同体、コミュニティの重要性が再認識された
と考えられる。 
 
（６）市場補完の視点からの多様な公共性の担い手への着眼 
 そのような地域共同体、コミュニティを中心にして、市場補完の視点から、新たな公共性
の担い手は、どのような役割を期待されているのだろうか。 
経済成長の過程で日本社会から失われた仕組みとしての、人と人の繋がりの回復があ
る。かつて、地域コミュニティが担ってきた、例えば、1920 年代後半の昭和恐慌や世界大
恐慌のときには、無尽や頼母子講のような古くからある自生的にできた庶民金融が機能
し、相互に生活費を融通し助け合っていた機能は、経済の仕組みとして前近代的ではある
が、日本社会の懐の深さを表すものでもあった。 
 人と人との繋がりの喪失は、生き甲斐の喪失にもなった。地域社会や企業内での人的
関係が薄くなった分だけ、社会から疎外される可能性が高まった、少なくともそう懸念
する人は増加したと考えられる。 
 生活の豊かさは、市場社会を基礎とした経済政策だけでは解決することができず、それ
とは別に社会に備わった仕組み、すなわち人と人との繋がりの回復が必要となる。 
サブプライム問題に起因する金融危機とそれに連なる不況は、市場の暴走、市場の失敗の
結果と指摘され、適切なルールと規範に基づいた市場の再構築等が主張された。しかし、市
場の失敗を未然に防止できなかったのは、ほかならない政府の失敗でもある。 
この四半世紀で、相対的に市場主義への傾斜が進んだとは考えられるが、政府と市場は常
に相互補完的に存在し続けるしかなく、政府か市場かという、二分的な論の立て方には意味
がない。市場も政府も失敗する。両者は常に相互補完的に存在し続けることを認識すべき
である。 
市場経済と行政は、土台としての社会によって支えられている。わが国では、社会にお
ける個々人の連携の持つ意味を自覚し、その機能を再認識することが求められており、そ
の土壌となるのが新しい公共の活動やそれを支える理念である。そのような領域は、市場
経済における競争的な土壌とは異なる、相互補完、相互依存的な土壌として、内橋33がいう
共生的な領域と近似するものと考えられる。各種の地域コミュニティや地域団体、NPO、
企業などが、公共の志をもって行う様々な取組み、新しい公共の活動は、市場、行政とと
もに、わが国が人口減少・高齢社会において安定感ある社会、すなわち人々の倫理観と公
                                                  
32 山崎正和 地球を読む 日本経済新聞朝刊１面 2019 年 2 月 25 日 
33 内橋克人 共生経済が始まる 朝日新聞出版 2009 
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共的な価値観に支えられたセーフティネットが整った社会を作りあげる上で、重要なアク
ターであると考えられる34。 
  
（７）本章のまとめ 
  
本章は、1980 年以降を中心に多様な民間主体の出現と活発化の要因を歴史的経緯から明ら
かにすることを目的としていた。 
 
 研究を通して明らかになった点は、以下の通りである。 
 
① 公共性がある事業は、❶かつては、旦那衆等の支える公益事業が存在した、また並行し
て農業用水路の整備・管理、道普請の実施のような地域共同体が担う事業が現れた。さ
らに、時代の流れとともに、こうした事業は、❷より多くの人が利用する施設設備を今
日でいう政府部門が担うようになる。❸これが、1980 年代頃前後から、より、市場性に
乏しく、なおかつ対象の少ない、狭い事象であっても、社会が必要とするものを担う多
様な主体として、本研究で言う新しい公共の担い手として登場した。つまり、多様な主
体による取り組みの活発化は、時代の流れのなかで、市場性を伴わず、社会が求める小
さなサービスを提供する多様な担い手が誕生してきた、と理解することができる。これ
ら担い手は、最低限の必要性充足の視点にとどまらず、より高次の価値を追求するよう
な取り組みが顕著になってきたと理解することができる。この点は、第２章においても
引き続き考察を続ける。 
② 地域を支える公共性の実現主体は、さらに、経済発展、人口移動の過程を経て、地域コ
ミュニティの崩壊などの課題に対応するものとして、その必要性が高くなった。市場機
構の弱点が顕在化してきたことへの対処、拘束的でない今日的な地域コミュニティの意
義とともに、東日本大震災の復興を支える民間の担い手が地域で求められた。こうした
地域との結びつきの強い事象は、収益を重視する企業や政府部門に期待される役割とは
自ずと異なるものである。それは、例えば、河川堤防の整備、広域的な道路ネットワー
クの構築など、社会の安定性、多様な地域のニーズへの対応への必要性等の観点から、
新しい公共の担い手の役割、領域が拡張したものと見ることができる。 
 
 
 
 
                                                  
34 本章の考察は、奥野信宏・栗田卓也 新しい公共を担う人びと 岩波書店 2010、奥野信
宏・栗田卓也 都市に生きる新しい公共 岩波書店 2012 を参照している。 
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以上、上述した点を図式化すると、図表１－２のように理解することができる。 
 
図表１－２ 公共性の差異と担い手の関係 
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第２章 日本社会における新しい公共の進展 
 
（１）本章の目的 
 新しい公共の活動やそれを支える理念は、人口減少・高齢社会を迎えたわが国において、
社会の各所に浸透してきている。日本の社会で地域共同体が担っていた役割は、経済発展
とともに意図的に行政部門の公共的サービスとして切り出された。しかし行政は、政府も
多くの地方自治体も、財政と対応能力の限界から役割を限定的にせざるを得なくなってい
る。このような時代の流れと経済発展による住民ニーズの多様化・高度化のなかで、行政
以外の主体が担う公共的な領域は拡張し続けている。新しい公共は、このような地域の公
共的ニーズに応えることによって、住民生活を向上させることができる。 
  新しい公共を支えるのは、利他的な視点を持つ民間の担い手である。その取組みを実
効あるものにするのは、多様な主体の相互の関心や共感に基づく関係の回復である。大
切なことは、行政との協働を含め多様な主体が連携することであり、個々の主体がバラ
バラに対応しても有効には機能し難い。 
 しかしこのことは、かつての地域社会のような閉鎖的で排他的な関係に戻ることを示唆
しているわけではない。そこに求められるのは、依存し干渉しあう人間関係以上に、自立
した個人の互恵・互酬の関係であり、社会に本来備わっていなければならない機能の回復
である。 
 本章は、現在の日本の地域社会で拡大してきた新しい公共がいかに進展してきたのか明
らかにすることを目的とする。具体的には、以下の３点を行う。 
 
①新しい公共の日本の成長、展開の背景を、❶政府部門、❷公共サービスの消費者、受
益者サイド、❸地域サイド、❹日本の今日的状況という４つの側面から明らかにするこ
と 
②現在の日本の地域社会が新しい公共にどのような役割を求めているのか明らかにす
ること 
③社会の転換との関係から、新しい公共の意義がいかに変化したのか明らかにするこ
と 
 
（２）新しい公共の進展の背景 
 1980 年代から、わが国におけるまちづくりは、公共から民間、市民へと流れが多様化し
ていった。公共から民間、公共から市民という新しい公共の成長は、①政府部門の民営化、
PFI などを用いた民間開放、受益者、消費者側をめぐっての②高度化・多様化する住民ニー
ズの充足、人口減少等を背景とした地方中心部の衰退と、その活性化という観点からの③地
域の疲弊とその対応という流れで理解することができる。そこで、ここでは、この３つの側
面から、新しい公共進展の背景とその特徴を公共側から見た視点でまとめておきたい。 
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① 政府部門の民営化、民間開放等（政府部門の事情） 
ⅰ）新しい公共の源流の一つは、従来の公共領域の民営化、民間開放からの展開と位置づけ
られる。広義の政府部門（民営化前の３公社や旧住宅・都市整備公団などの特殊法人等を含
む）の活動・パフォーマンスには、さまざまな視点から批判が行われてきた。公共政策の運
営、とりわけ公共財・サービスの供給に関しては、1980 年代以後の新保守主義、市場重視
の流れの中で、公共サービスの供給サイド、すなわち政府部門の財政逼迫への対応、政府部
門のサービスの非効率性、緩慢さの改善を大きな動機としながら、方法論的な改善が進めら
れてきた。  
諸外国で最も新保守主義の観点からの取組みが際立った国の一つとされるイギリスにお
いては、1980 年代以後のサッチャー、メージャーの保守党政権で、小さな政府、民間部門
の活性化という政策が基調におかれた。政府部門、公共主体が直接に供給する公共財・サー
ビスは、民間では実施不可能又は民間が実施する意思のない領域、業務に限定する、との考
え方により、ロンドンヒースロー空港（1986 年）、ブリティッシュレイル（1997 年）の民
営化、すなわち従来は広義の政府部門が担っていた領域の民間開放が推進された。公共財・
サービスを民間開放する手法は、既存の公的主体、公的業務の民営化・企業化のほか、財・
サービスごとの特性に応じて、業務の民間委託、（特定業務の個別的・包括的アウトソーシ
ング、公的施設の公設民営方式等）、ＰＦＩ（プライベイト・ファイナンス・イニシャティ
ブ）、エージェンシー化などのさまざまな形態が採用され、これらの取組みはＰＰＰ（Public 
Private Partnership、官民パートナーシップ）と総称されてきた。 
 
ⅱ）ＰＰＰの日本への導入は、多様な手法の採用によることとなる。1981 年に、第二次臨
時行政調査会が設置され、公共部門のスリム化・効率化などが提言されたが、その提言でも
目玉とされ、日本のＰＰＰの具体的取組みの端緒とも位置付けられるものは、中曽根内閣で
実施された３公社、日本国有鉄道（1987 年）、日本電信電話公社（1985 年）、日本専売公社
（1985 年）の民営化（企業化）であろう。 
地方政府についても、1985 年に地方行革大綱が定められ、地方公共団体からの業務の外
部委託などが進められることとなった。 
この流れは、制度面では、1999 年のＰＦＩ法の制定、2003 年の地方自治法の改正による
指定管理者制度の導入（政府部門の業務（公の施設の管理等）の運営委託の制度化）、2006
年の市場化テスト法（競争の導入による公共サービスの改革に関する法律）の制定へと連な
っている。 
 広義の政府部門の民営化についても、2004 年の新東京国際空港公団の株式会社化、帝都
高速度交通営団の株式会社化、2006 年の道路関係４公団の株式会社化、2008 年の郵政民営
化と流れが継承されてきた。 
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ⅲ）新しい公共の活動の源流の主要な一つが、政府部門の民営化、民間開放にあることは間
違いがない。しかし、これは、あくまでも、政府部門が従来から実施してきた活動（の一部）
を、民間に委ねるにとどまり、動機面でも効率性の向上による財政負担軽減が主ともいえる。
つまり、公共サービスの提供について、実施の有無、その内容等は、政府部門が決定すると
いう枠組みは変わらず、その実施局面で民間部門の効率性に期待するというものである。よ
って、その効果は、カスタマーたる住民等の満足度から説明されるより、政府部門の縮小、
財政負担の軽減、あるいは民間部門、経済の活性化から説明されてきたという印象は拭えな
い。いずれにしても、新しい公共の考え方の全てを説明するものではない。 
 
図表２－１ 公共財の供給に係る多様な仕組み 
 
出典）筆者作成 
 
② 高度化・多様化する住民ニーズの充足（受益者・消費者側の変化）  
ⅰ）戦後から続いた生活水準の向上は、まず、主としてモノの豊かさを実感させてきたとも
いえる。モノがない、モノを持てない時代から、現在では各家庭に当然のように存在するテ
レビ、クーラ （ーエアコン）、自家用車などの急速な普及をみた。経済企画庁（現、内閣府）
の消費動向調査35によると、1960 年から 1975 年（第一次オイルショック後）までの 15 年
間で、耐久消費財の世帯普及率を比較すると、電気冷蔵庫は 10.1％から 96.7％、電気洗濯
機は 40.6％から 97.6％、電気掃除機は 7.7％から 91.2％、カラーテレビは０％から 90.3％
と、ほぼ全世帯普及が 1970 年代半ばに達成されている。（ちなみに、電気冷蔵庫、電気洗
濯機、電気掃除機は 1950 年代から 60 年代にかけて３種の神器と言われた。）自家用車の世
                                                  
35 内閣府消費動向調査のうち、主要耐久消費財等の普及率（全世帯）（平成 16年 3 月末現在） 
による。 
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帯保有率も 1990 年台には 80％台へと上昇してきた。（1960 年代以後、Color Television, 
Cooler, Car が３Ｃと称された。）クーラーという呼び名も、高機能化に伴いエアコンにな
り、名称、用語から時代の変化が認識できる。 
これら耐久消費財の普及は、農村部から都市部への人口移動とあいまって、日本の消費生
活を画一化させていった面は否定できないが、このような変化が、モノの豊かさを実感させ
つつ、所得の着実な増加と相まって、分厚い社会の中間層を形成し、日本社会の安定につな
がってきたことは確かである。 
 
ⅱ）画一的な生活水準の上昇の次にくるものは、ニーズの一層の高度化と多様化である。社
会が豊かになり、安全面も含めて最低限の生活が約束されると、消費者としての期待水準、
欲求水準があがり、生活様式、ニーズは必然的に多様化する。モノについては、携帯電話、
薄型テレビなどが、ニーズの高度化の例になろう。携帯電話の普及率はハンディタイプのも
のが市場に投入されたのが 1987 年であるが、2008 年末には 95.6％（内閣府、消費動向調
査。ただし、ＰＨＳを含む）と、短期間にほぼ全世帯普及を達成し、モノの普及が劇的に進
展してきた。 
サービス面では、例えば、預かり保育、児童クラブなどの子育てサービス、見守り、ケア
ハウス、施設介護などの高齢者サービス等の領域でのニーズの顕在化が典型的であるが、よ
り高度化したレベルで考えると、健康増進サービス、生涯教育サービスなども、急速に進展
してきた。 
 空間的な事柄に着目すると、第 1 章で取り上げた居住環境の向上、地域価値の向上の観
点から、居住空間周辺の共同空間を民間主体が充実させていく取り組みの活発化がみられ
たことも、ニーズの一層の高度化と多様化への対応の流れの中に位置づけることができる
と考えられる。 
 
ⅲ）このように高度化・多様化したニーズは、個々人の個性、個別的な欲求に基づくもので
ある。仮に、それが政府部門による対応を求めるものであったとしても、現在の国、都道府
県、市町村という３層構造の政府機構のうち、最小単位であり、かつ補完性原理に基づけば、
住民ニーズへの対応により大きな責務を担うこととなる市町村の地理的な行政範囲を考え
れば、それが最適な供給単位とならない場合があることが指摘できる。 
公共サービスの内容、供給態様ごとに、最適と考えられるカバー圏域は大きな幅がある。
また、今後、ニーズの高度化、多様化がさらに進むと、特定の公共サービスについてのカバ
ー圏域は、相当小さくなることも考えられる。 
国の行政権限を地方に分権すべきという論議の中で、分権化定理36という考え方がしばし
ば援用される。これは、地域ごとにニーズ・選好が異なる場合では、国が画一的な公共サー
ビスの供給を行うことに比べ、都道府県や市町村が地域の実情、需要に合わせた独自の政策
                                                  
36 W.E.Oates “Fiscal Federalism”, Harcourt Brace Javanovich,New York  1972 
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を行うほうが、厚生ロス（行政のムダ、非効率さ）が少なくなるとするものである。つまり、
公共サービスの受益と負担の地理的範囲を連動させることによって、受益者に選好、需要を
正しく表明してもらい、正確な選好、需要に基づく公共サービスについての立案、実施を行
うことが有効ということである。 
この地域ごとに表明される選好というときの「地域」というのは、需要が高度化・多様化
し個別化すればするほど、小さな単位となりがちである。このような小さな政府組織は存在
していないために、小さなエリアでの選好、需要に応えることは、現在の政府部門以外に期
待することとなる。 
すなわち、新しい公共は、高度成長を遂げ、生活ニーズの高度化・多様化に伴い、地方分
権との親和性を示しつつ、既存の行政単位では対応しきれない領域の公共サービスの担い
手としても期待される。新しい公共は、従来の政府部門の活動領域との関係では、地理的大
きさ、サービスの内容などの面から、拡張された領域、あるいは新規の領域に及ぶ概念とも
位置づけられ、規格大量的な商品・サービス提供でなく、個別性の高いニーズへの対応とし
て、その必要性を増してきている。 
 
③ 地域の疲弊とその対応（地域活性化面での期待） 
ⅰ）地域の活性化は、時期により背景を異にしながらも、日本の（国土・地域）政策の重要
課題であり続けた。1960 年代の高度成長期においては、産業機能の太平洋ベルト地帯や都
市部への集中、地方部から都市部への大量の人口移動に伴う過密過疎が大きな課題であっ
たし、底上げが図られたとはいえ、総体的な都市・地方の経済格差が課題であり続けた。
1970 年代以後は、地方の時代と称される時期を迎え、種々の再配分政策の効果もあり、都
市・地方格差が縮小した。1980 年代半ば以後は、プラザ合意による円高転換等を背景に、
産業構造の変化、とりわけ工業・生産機能の海外移転（国内空洞化）、バブル経済に伴う都
市・地方格差の再拡大の兆し（バブル経済は都市部をより活性化）などによる、地方の相対
的疲弊が指摘された。 
 
ⅱ）人口動態の変化に伴い、この懸念は深められることとなった。日本の人口は、戦後（1945
年）の約 7199 万人から約 60 年でピーク（2008 年）の約１億 2808 万人へと約 5600 万人
増加37した。 
将来は、国立社会保障・人口問題研究所の推計（中位）等によると、2050 年に約１億 192
万人、2100 年に約 5972 万人と激減し、戦後の水準を下回る。先進国では戦後の増加カー
ブ、将来の減少カーブともこのような急勾配を示す人口カーブはみられない。ちなみに、
2008 年の高齢者（65 歳以上）比率は約 22.1％、2030 年で 31.2％、2050 年で 37.7％と推
計されている。 
                                                  
37 国土庁 日本列島における人口分布の長期時系列分析 1974 
 国立社会保障・人口問題研究所 日本の将来推計人口(平成 29 年推計) など 
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図表２－２ 我が国の人口の長期的推移 
 
 
地方部の人口減少、高齢化は、かねてより指摘されている問題である。人口が減少する地
域の活性化の処方箋としては、多くの取組みが続けられてきた。工業・生産機能の地方誘致、
それに必要となる道路、港湾等の社会資本の整備に始まり、現在は観光の活性化に大きな期
待が寄せられている。しかし、人口動態は、これまでの都市と地方の比較論という次元から、
すでに存立が困難となる集落（限界集落）がみられる、という質的な変化を日本社会にもた
らしている。 
 
ⅲ）このような背景の下で、地域の将来を懸念する声は、かねてないほど強まりを見せ、政
府の重要課題の一つとして、地域活性化に関しては、地域資源の再認識とその積極活用、地
域外の人材の活用、地域金融・資金の循環・確保など様々な新たな視点からの検討38が行わ
れてきた。その中で、人口が減少し、政府部門の財政余力に限りがある中で、これまで政府
部門や政府部門の補助を受けた民間主体などにより維持されてきた公共的、社会的サービ
ス、例えば、公共交通、地域医療、地域福祉などの維持が困難になることに対応して、多様
な民間主体を地域づくりの担い手として、とらえ直そうという考え方が浮かんできた。その
主体には、自治会、地元商店会、ＰＴＡ、ＮＰＯなどに大きな期待が寄せられた。 
 
ⅳ）この考え方には、従来の地域活性化施策とは少し異なる視点が潜在している。長らく地
域活性化の代表手法であり続けた、地方への工業・生産機能の移転は、地方での所得・雇用
                                                  
38 国土審議会計画部会第４回、2005 年 11 月 17 日、自立地域社会に関する論点 
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を一気に増大させる手法として、相応の成果を挙げてきた。しかしながら、新しい公共によ
る地域活性化は、地方の所得増もさることながら、身の丈に合った地域づくりともいうべき、
必須サービスの維持、地域のサステイナビリティ（持続可能性）のための議論として政府内
で検討されてきたことには留意が必要である39。 
 
④ 公共領域に能動的に関わることに由来する満足感 
もう１点、新しい公共に関連して指摘しておくべきことは、その政策的意義として、所得・
雇用の増加、生産の拡大などの経済効果のみが着目されているのではないという点である。
貨幣的価値だけが人間の満足度、豊かさに関わるものではなく、新しい公共の考え方により、
政府部門以外の活動領域が拡大していき、そこに能動的に関わることで満足感を得る人々
が増えてくることが、地域づくりとの重要な関係である40とともに、次節及び次章において
詳細に述べるように新しい公共の重要な意義と捉えるべきと考えられる。 
 
（３）より大きな視点からの新しい公共の今日的意義 
 前節では、新しい公共の考え方について、日本社会で再認識されてきた背景を４つの視点
から整理し、その意義を確認してきた。本節では、中長期的な視点も含め、新しい公共の日
本社会における今日的意義を、より大きな視点から、やや掘り下げて論じる。 
 
① 成長社会の次の社会モデル 
ⅰ）日本社会が、戦後の高度成長期を経て、所得の増大、モノを中心とした豊かさを実現し
たことはいうまでもない。また、そこには、技術革新に支えられた生産能力の増強があり、
その生産活動に従事することから得られる所得を原資として消費するという、マクロ的に
は自らが生産した高度な財を消費し、モノの豊かさを実現していく、大量生産・大量消費の
好循環があったことも疑いがない。しかし、生産能力は過剰になり、先進国における人口は
増加しないとなると、相応の成長を続けるだけの消費、需要が持続しないという成熟段階に、
日本を含め多くの先進国が達しているのではないかという指摘が、しばしば行われる。また、
このような行き詰まりを打開しようと、金融（資本主義）に傾斜したことが、アメリカのサ
ブプライム問題に端を発する金融危機の遠因だったとする指摘もみられる。これまでのよ
うな成長はもうできないという論議41とともに、これまでのように成長を追い求める必要が
あるのか、という懐疑も投げかけられ、成長社会の次の社会モデルが模索され始めている。 
 
                                                  
39 国土審議会計画部会第４回、2005 年 11 月 17 日、自立地域社会に関する論点ほか  
40 国土審議会計画部会第 9 回、2006 年 4 月 11 日、自立地域社会に関する論点と施策の方向性
（本文）p.2 「多様な地域の維持・活性化の意義」及び p.4「「新たな公」の考え方を基軸
とする地域経営システムへの転換」中 
41 橘木俊詔・広井良典 脱「成長」戦略 岩波書店 2013 など 
 26 
 
ⅱ）このことに関連して、佐伯（2009）42は、ある段階に達した資本主義社会においては、
市場競争が徹底されるほど利潤を生みだす「先端部分」に資本が流れ、先端部分に位置しな
い日常的な製品、公共交通などの分野は縮小していくと見通し、さらに、過度の資本主義的
な利潤競争は、そもそも利潤原理にのらないような社会的で公共的な活動の領域をますま
す侵食していく、と指摘する。日常的な製品等も利潤をあげながら市場で供給されている限
り、その領域が直ちに浸食されるかどうかは疑問であるが、人々のスピリッツとして競争的
な方向への傾斜が強まりすぎ、その結果、社会の安定性が損なわれることが懸念されるとい
うことは十分にあり得る。何らのルールも規範もない市場はあり得ず、市場は、社会の安定
性や健全性の上に成り立つものである。 
この視点からも、公共的領域の回復、社会基盤の再生が求められることになり、新しい公
共の意義が積極的、不可避的に見出されると考えられる。成長モデルの次の価値観、パラダ
イムを形成する規範の一つとして、新しい公共的な考え方が位置付けされるべき、という問
いかけである。 
 
② 豊かさ（満足感）の再定義 
これまで幾度も（貨幣的、モノの）豊かさをまだ追及すべきか、という議論が繰り返され
てきた。モノの豊かさから、心の豊かさへの転換という動きを説明する各種調査がしばしば
引用される。 
政府調査では、「国民生活に関する世論調査」43が 1970 年代から毎年実施されているが、
今後の生活の仕方について、「心の豊かさ」と「物の豊かさ」のどちらを重視するかを尋ね
ている。1980 年頃からは、「心の豊かさ」を重視する人が「物の豊かさ」を重視する人を上
回るようになっている。さらに、2005 年に至るまで、その差は拡大し、2018 年まで安定的
に差が示されている。 
  
                                                  
42 佐伯啓思 大転換 ＮＴＴ出版 2009  
43 内閣府 国民生活に関する世論調査 平成 30 年 6月 
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図表２－３ 国民生活に関する世論調査（心の豊かさ、物の豊かさ） 
 
出典）内閣府 国民生活に関する世論調査 平成 30 年 6 月 
 
 ＮＨＫ放送文化研究所が 1973 年から５年おきに実施してきた「日本人の意識」調査44で
は、生活の各側面への満足感について、「衣食住」、「地域の環境」、「生きがい」、「人間関係」
の４点を尋ねており、相対的には、前２者が物質面、後２者が精神面の満足感に関係が深い
と考えられる。物質面の満足感が 2003 年までの 30 年間おおむね上昇を続けてきている一
方で、精神面の満足感は、当初２回の調査では上昇を示しているが、その後は横ばい、ある
いは微減の傾向にあり、2008 年以後、ようやく上昇の気配を示している。この２つの満足
感の関係について、1973 年から 1978 年までは精神的満足感が物質的満足感を上回ってい
た時期、1983 年から 1993 年までは両者が同程度の時期、1993 年以後は、物質的満足感が
上回る時期と捉えれば、日本人は物質面で感じているほどには、精神的満足感を感じていな
い姿が示される。 
  
                                                  
44 ＮＨＫ放送文化研究所 「日本人の意識」調査 2013 
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図表２－４ 「日本人の意識」調査 （生活の各側面についての満足感） 
 
出典）ＮＨＫ放送文化研究所 「日本人の意識」調査 2013 
 
 このような価値観の変化も踏まえて、政府において、幸福度を測る指標についての検討が
進められてきた45ことについて念頭に置く必要がある。 
  
（４）本章のまとめ 
 本章を通して、現在の日本の地域社会で拡大してきた新しい公共の進展として、以下の
３点が明らかとなった。 
 
①新しい公共の日本の成長、展開は、❶政府部門では公共サービスの供給サイドが関係して
きていること、❷公共サービスの消費者、受益者サイドでは、受益者・消費者にとっての
ニーズの高度化、多様化、❸地域サイドでは、人口減少、産業構造の変化に伴う地域の疲
弊、❹日本の今日的な状況では、満足感や豊かさの希求から大きな影響を受けていること
が明らかとなった。 
②現在の日本の地域社会は、従来の政府部門、あるいは市場では、的確に対処していくこ
とができない場合に対応することが新しい公共に求められていることが明らかとなった。
その機能としては、政府部門の企業化・市場化にとどまることなく、民間部門の自生的、
自覚的な成熟に伴って、豊かな公共領域が拡張的に実現されていくことが求められている
ことがわかった。 
                                                  
45 内閣府経済社会総合研究所 幸福度に関する研究会報告－幸福度指標試案－ 2011 
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③社会の転換から日本人の価値観と意識が変化してきていることが明らかとなった。その
ため、新しい公共の担い手それぞれの活動が、それぞれの豊かさを高めることにも繋が
っていた。 
 
以上、本章で明らかになった点を踏まえると、新しい公共性は、図 2-5 に示すように進展
してきたものと理解できる。つまり、従来からの公共領域は、時代の流れの中で❶政府部門
の民営化などを受けて、公共性の領域が拡大する動き（A）が見られ、❷ニーズの拡大、❹
豊かさの希求という背景を受けて、公共性の領域が様々な機能・役割に拡大していっている
（C）。また、中心市街地などの疲弊への対応は従来型の公共の役割から、多角的な対応が
求められるように変化してきた（B）。つまり、公共領域は、公共が行ってきた役割、位置づ
けが拡大化し、それを新しい公共が担ってきたものと理解できる。 
 
図表２―５ 公共性の差異と担い手の関係 
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第３章 国土政策にみる新しい公共（新たな公） 
 
（１）本章の目的 
 前２章で日本社会における新しい公共の意義を考察したが、高齢化と人口減少社会の中
で、政府部門だけが公共サービスを供給するのではなく、多様な民間の担い手が公共サービ
スの供給に参加し、一定の役割、責任を分担するとの考え方がその意義、役割を政策面で認
識されるようになって、一定程度の時間が経過した。本章では、政府の国土政策に関する重
要な政策表明である国土計画において、そのような考え方が、どのように位置づけられたき
たか、その背景、経緯について考察を行う。 
 新しい公共の考え方は、2008 年の国土形成計画46において、「多様な主体が協働し、従
来の公の領域に加え、公共的価値を含む私の領域や、公と私との中間的領域にその活動を
拡げ、地域住民の生活を支え、地域活力を維持する機能を果たしていくという、いわば「新
たな公」と呼ぶべき考え方で地域づくりに取り組んでいく」と位置づけられ、閣議決定文
書として明確に考え方が打ち出された。さらに、いわゆる「骨太方針 2009」47において、
「企業・NPO・地域などの参加と役割・責任分担による新たな「公」の創造を国全体の課題
として位置づけ直すことが必要である」と政策的な位置づけが与えられている。そこでは、
社会の現状と課題について、少子高齢化の進行や人と人との繋がりの希薄化、格差の拡大、
若年失業などを背景にした国民の不安の存在が指摘されている。その対応として、制度や
行政の信頼回復・強化とともに、子育てや教育、医療、コミュニティ、介護などの各分野
での安心強化のための施策を打ち出す必要性があるとされた。なお、2009 年の政権交代後
の初の総理大臣施政方針演説48では、「「新しい公共」について「人を支えるという役割
を、「官」と言われる人たちだけが担うのではなく、教育は子育て、街づくり、防犯や防
災、医療や福祉などに地域でかかわっておられる方々一人ひとりにも参加していただき、
それを社会全体として応援しようという新しい価値観」「人と人が支えあい、役に立ち合
う」と述べられ、用語は変化しつつも基本的考え方を継承していると考えられる。 
 本章では、国土計画で「新たな公」の考え方が位置づけられた道のりを明らかにするこ
とを趣旨としているため、基本的には「新たな公」の用語を用いることとする。 
これまでのところ、新たな公に関しては、市民提案やパートナーシップによる公共サー
                                                  
46 国土形成計画（全国計画）2008 年 7月閣議決定、 pp.27-28 
47 経済財政改革に関する基本方針 2009 について 2009 年 6 月閣議決定、p.2 
48 第 173 回国会における鳩山内閣総理大臣所信表明演説 2009 年 10 月 26 日 
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ビスのあり方49、その取り組みの実際50など、国土づくり、都市づくりにおける活動の実態
や、公共概念の変遷51についての研究が見られるものの、いかに新たな公が国土計画の中
で仕組みとして創られたのか、その経緯は明らかではない。 
 そこで本章は、なぜ国土計画などの政策に新たな公の考え方が必要とされたのか明らか
にすることを目的とする。具体的には、以下の 2点を明らかにする。 
 
①新たな公が国土計画などの政策に位置づけられた流れを、公共の側から明らかにするこ
と 
②新たな公の地域社会での拡大のあり方を明らかにすること 
 
国土計画の中に、公共主体ではなく公民連携の政策を創り出した経緯を残しておくこと
は、今後の国土、都市計画、並びにまちづくりにおける公共と民間の関係を考える上で大事
な要素と考える。 
                                                  
49松下啓一 新しい公共と自治体－自治体はなぜ NPO とパートナーシップを組まなければなら
ないのか－ 信山社 2002 
松行康夫・松行彬子 公共経営学－市民・行政・企業のパートナーシップ－ 丸善 2002 
後藤純・渡辺俊一・伊藤香織 市民提案による新しい公共サービスの公定化プロセス -神奈
川県大和市の市民提案型協働事業制度を事例として- 都市計画論文集 42-2、pp.54-61 
2007 
細野助博 中心市街地の成功方程式－新しい公共の視点で考える‘まちづくり’－ 時事通
信出版局 2007 
50北陸地域づくり研究所 「新たな公」による北陸の地域づくりの調査研究 北陸の視座
vol.23 号 2010 年 3 月 2010 
奥野信宏・栗田卓也 新しい公共を担う人々びと 岩波書店 2010 
奥野信宏・栗田卓也 都市に生きる新しい公共 岩波書店 2012 
倉原宗孝 東日本大震災の復興過程にみる「新しい公共」の取り組みに関する考察－岩手県
における「新しい公共の場づくりのためのモデル事業」を通して－ 日本建築学会技術報告
集、41,pp309-314 2013 
51斉藤純一 現代日本における公共性の言説をめぐって 佐々木毅ほか編「日本における公と
私」所収 東京大学出版会 2002 
長谷川公一 NPO と新しい公共性 佐々木毅・金泰昌編「中間集団が開く公共性」所収 東京
大学出版会 2002 
宮崎徹 まちづくりと公共空間、坪郷實編「新しい公共空間をつくる」 日本評論社 2003 
小松隆二 公益とは何か、論創社 2004 
名和田是彦 「協働」・「新しい公共」・「市民社会」－「協働」をめぐる言説分析－ 法社会
学第 66 号 pp.54-65 2007 
小松隆二 公益とは何か－公益と公共はどう違うか－ 間瀬啓允編「公益学を学ぶ人のため
に」所収 世界思想社 2008 
武川正吾 公共の新しさと「新しい公共」 社会政策学会誌社会政策第５巻第１号 pp.15-18 
2013 
田中洋子 「古い公共」から「新しい公共」へ－歴史的視点からみる地域団体－ 社会政策
学会誌社会政策、第５巻第１号 pp.73-82 2013 
山本啓 パブリック・ガバナンスの政治学 勁草書房 2014 
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（２）国土計画の変遷にみる関係主体と役割の変化 
 「新たな公」という語は、2008 年の国土形成計画で初めて登場するものの、その出現と
は別に、国土計画の中には新たな公の役割が以前から存在してきた。ここでは、いかに新た
な公が出現したのか、国土計画の流れの中でその考え方の変遷から見ることにする。 
 戦後の社会経済は 10 年程度を単位に激しく変動してきたが、国土政策の底流にある基
本理念は、地域内や地域 相互の「交流と連携」によって住民が誇れる地域と力強い国家
を築くことにある。その前提の下で、国土計画は、経済計画と並んで、その時代背景を映
し政策の基本的考え方が具体的に表されることも多いことも念頭において、本節ではその
経緯を見ることとする。 
 
①  1 全総から 3全総までの主体 
 本節では、国土計画における「新たな公」という新しい主体や考え方がいかに誕生し、そ
の役割が位置付けられるようになったかを見ることとしているため、主体の変化について、
国土計画と各主体との関係についてまとめておく(図表３－1)。 
 
図表３－１ 国土計画の流れと主体の変化 
 
出典）筆者ら作成 
 
第 1 次全国総合開発計画（以下、1全総）から 3全総までは公共主体によるハード事業が
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その中心であった。例えば、地域住民については、1全総、2全総には目立った位置づけが
なく、3全総は定住圏構想を打ち出したことで、住民やコミュニティには着目されているが、
サービスの担い手などの具体的な位置づけが与えられていたものではない。したがって、こ
れらの時代には国土計画の主体としての公共以外が明確に位置づけられておらず、行政主
導の国土づくりがその中心であったとみることができる。 
 
② 4 全総における主体の変化 
国土づくりの主体は 4全総において変化がみられ、「民間」に一部の役割が位置付けられ
るようになる。それは、1980 年代を通じて行政改革、財政再建の必要性が唱えられる中、
規制緩和等により、企業の競争による創意工夫や個人の自立自助による活力、総じて民間活
力を最大限に発揮できる環境を整備すべきとの論調が優勢であった時代背景などを踏まえ、
政府部門が行ってきたことに「広がり」を与え、民間主体の参加を誘導するという方向が前
面にみられるようになったためである。とりわけ 4全総では、個性豊かな地域づくり、地域
主導の地域づくりが打ち出されている。地域の特性を踏まえた創意工夫による地域整備と、
地方の主体性が強調されたことは、実現主体としても、政府部門、企業部門以外の多様な主
体が計画に位置づけられたことに直結している。 
 具体的には、計画第Ⅵ章「計画の効果的推進」52で、計画の実現主体論が整理され、「多様
な主体の参加による国土づくり」というタイトルの下で、地域住民、国土づくりに意欲と能
力を持つ多彩な民間団体が位置づけられた。また、企業についても、単なる雇用・所得の源
泉としてだけでなく、その活力を活用した国土基盤整備が広がってきていると指摘してい
る。また、計画には政府部門の指針的性格に加えて、民間の諸活動に対する誘導的役割も付
与されることとなった。つまり、4全総から、政府部門を中心とした国土政策から主体の広
がりがみられるようになったと理解できる。これは、主体の広がりの位置づけにとどまらず、
国土基盤整備（ハードインフラが中心）に関しても、公的部門と民間部門の密接な連携の必
要性が述べられ、共同プロジェクト方式、第三セクター方式の活用のほか、法制度の充実、
民間投資を促進するための規制緩和など、大都市圏だけでなく地方圏においても、民間活力
の活用を促進するための制度、政策の整備の必要性が述べられる53など、民間の果たす役割
が増加したものと理解できる。 
このように、4全総は、地域づくりとその担い手について、新しい認識を示す国土計画と
なった。この意味において、国土計画における新たな公の考え方の兆しと捉えることも可能
である。しかし、この文脈においては、厳しい財政状況下、行財政改革のさなかにおける政
府部門を代替して基盤整備に取り組む能力を有する企業、特に相対的に資本力の大きな企
業が主に念頭に置かれていた。追加して、計画策定と前後して、民間事業者の能力の活用に
よる特定施設の整備の促進に関する臨時措置法（民活法、1986 年）、特定保養地域整備法（リ
                                                  
52 第四次全国総合開発計画、1987 年 6月閣議決定、p.125 
53 同上 p.126 
 34 
 
ゾート法、1987 年）など、民間主導の開発事業を促進する地域づくり関連法制が整備され
たが、実際にそれら法制の適用が相対的に大きな企業であったことからも例証され、この段
階では、少なくとも、NPO などの民間主体が中心に置かれた国土計画になってはいなかっ
た。 
しかしながら、4全総になって、計画とその実現を担う主体に広がりが現れたこと、国土
づくりの担い手は政府部門だけでなく民間を含めて位置づけるようになったこと、この段
階では新たな公としての位置づけには至らないものの地域住民の位置づけが現れるように
なったことなど、過渡的ではあるとしても一つの変革点とみることができる。 
 
③ 21 世紀の国土のグランドデザインにおける主体の特徴とその役割 
21 世紀の国土のグランドデザインは、ハード手法に依存する開発色を薄め、多様な主体
への誘導的役割への意識が強められたこともあり、国土総合開発法（1950 年）という根拠
法の下ではあるが、開発ではなくソフト面での国土づくりの必要性を踏まえ、ソフト面への
移行を印象づけようとする通称が用いられた。 
それは、冒頭に掲げられている「我が国の経済社会が個性の尊重、多様性の重視という観
点に立って、効率性の向上と併せて人の活動と自然との調和を含めた質的向上を目指すべ
き段階に入った54」との認識の変化、並びに、「人々の価値観も物の豊かさより人と人のふれ
あい等心の豊かさを重視する方向に変化してきている55」と、国民意識の大転換を掲げてい
ることに大きく表れている。 
計画の基本目標は、多軸型国土構造の形成と、一見 4全総を継承するものと位置づけられ
たようにもみえるが、開発方式は、4全総で位置づけられた多様な主体の参加がより前面に
置かれ、参加と連携がキーワードとされた。個性的で魅力的な地域づくりの実現のために、
地域住民、ボランティア団体、NPO、民間企業等の多様な主体による地域づくりの全面的な
展開を方向づける56など、地域づくりの主体に初めてボランティア団体、NPO が明記された。
また、このような主体、あるいはその活動の位置づけを、従来の行政の補完にとどまらず、
多様な要請に対応するきめ細かいサービスの提供とその質の向上57のためと、積極的な意義
を与えている。すでに、我が国でも議論され始めていた PPP（Public Private Partnerships）
の考え方が表れているともいえよう。 
こうした官民連携の位置づけは、国土基盤整備に関しても、民間活力を活用した国土基盤
投資の推進が明記され、「従来は公的主体が担ってきた国土基盤投資においても、競争原理
が働く民間主体に対して、事業をその内容に応じて部分的ないし包括的に委ねることによ
                                                  
54 21 世紀の国土のグランドデザイン－地域の自立の促進と美しい国土の創造－、1998 年 3 月
閣議決定、p.1 
55 同上 pp.1-2 
56 同上 p.20 
57 同上 p.20 
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って、より少ない費用で質の高い効果が得られることを期待58」し、イギリスの PFI などを
参考にして民間活力を積極的に活用することとされた。 
以上のことから、21 世紀の国土のグランドデザインはこれまでの国土計画を大きく変え
たものと理解することができる。 
 
④ 国土形成計画における主体の特徴とその役割 
 「新たな公」が位置付けられた国土形成計画は、策定段階から地方公共団体はもとより、
国民の多様な意見を反映させるための仕組みを導入し、多様な主体の参画を誘う取り組み
が強化された。特に、全国計画（2008 年７月閣議決定）を基本として、全国 8 ブロックの
広域地方計画を、地元経済界、その他の民間主体が、国の地方出先機関、地方公共団体と協
働して作成する仕組みが法律上採用59されるなど、従来までの計画と大きく異なり、国主導
の計画から、多様な主体の連携が計画策定プロセスに位置付けられていることが大きい。 
 とりわけ国土形成計画（全国計画）では、少子高齢社会への転換、グローバリズムの進展
という大きな状況変化のただ中にあって、新しい国土像としての広域ブロックが自立的に
発展する国土構造の実現のために、「新たな公」を基軸とする地域づくりの必要性が強調さ
れた。その重要性は、新しい国土像実現のための戦略的目標の一つとして「第 5節「新たな
公」を基軸とする地域づくり」60という節が立てられていることからも理解できる。 
そこでは、個人、NPO、企業等が織りなす「新たな公」の活動、空間は、政府部門、市場
との適切な役割分担の下で、地域づくりの課題に対応していく上での重要なシステムとし
て位置付けられていると理解され、多様な民間主体の発意・活動を重視した自助努力による
地域づくりも、また、わが国にとっての大きな課題と位置づけられている。 
 以上、社会資本整備、工業団地整備などのハード手法による工業機能の地方展開に始まる
国土計画の系譜は、多様な主体論の展開の文脈からみると、3全総の定住構想により理念的
には生活面への視点の転換が行われ始め、4全総で手法論として多様な主体が位置づけられ、
21 世紀の国土のグランドデザインにおけるその深化の過程を経て、国土形成計画（全国計
画）において、地域づくりのシステムとしての位置づけが与えられたとみることができよう。 
 
⑤  国土形成計画にみる新たな公の役割 
 前節まで国土計画の変遷という時間軸をみてきたが、国土形成計画(2008 年閣議決定)の
検討時は、 
ⅰ）人口が減少局面に転じるとともに高齢化が急速に進展し、低い成長に転じた 
ⅱ）中国はじめアジア諸国が経済的に勃興する中、輸出企業の優等生として、日本経済を
けん引してきた自動車、電機などの企業群の新たな展開、産業構造の転換が模索され
                                                  
58 同上 p.26 
59 国土形成計画法第 9条、第 10 条による。 
60 国土形成計画（全国計画）2008 年 7月閣議決定、p.27 以下 
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た 
ⅲ）正規・非正規雇用、都市・地方などさまざまな格差問題が社会的問題となりだした 
などの特徴的な時代背景があり、一つの時代の転換点であったといえよう。 
 策定された国土形成計画は、自律的な広域ブロックの形成や東アジアとの円滑な交流・
連携をとりあげるほか、美しい国土の管理・継承への問題意識を強める一方で、計画根拠
法として 2005 年に立法された国土形成計画法では開発という語は用いられていないな
ど、さまざまな面で時代の転機を映した内容とされている61。 
新たな公は、経済社会の転換点にあって、計画の実現主体としての官民の役割分担が変
化する流れの中で、地域づくりの担い手として位置づけられ、生き甲斐発見の場としての
意味づけも模索された。 
以上、国土政策に関する時代の流れの中で、国土づくり、地域づくりにおいてハード事
業からソフトへと計画の内容が変化し、それに伴い、主体も公から民へと幅広くなるなど、
民の役割が大きく変化したものと理解できる。 
 
（３）新たな公の位置づけの質的変化 
 前 5 回の全国総合開発計画と国土形成計画を比較しつつ、国土計画が民間主体の参画に
ついて、どう位置付けてきたかの変遷をみてきた。そこでは、国土形成計画における取り扱
いの視点、位置づけの画期性が明らかとなった。本節では、地域社会が自立性を高めていく
際、政府部門が主に担ってきた社会サービスの提供などについて、ＮＰＯ、地域コミュニテ
ィ、企業などに不可避的な位置づけを与えるという意味での質的変化とともに、新たな公と
してサービス供給側に立つことで、個人の満足度が高まるという意味での質的変化につい
て、国土計画の検討過程等を子細に振り返りながら論じる。ここでは、市場、政府以外の新
たな公の担い手により、多様な社会的サービスが提供される地域社会のあり方を、豊かで自
立的な地域社会の形成を目指す経営システムと捉えている。なお、公共投資は、地域活性化
を論じる際に、手法として強い期待が寄せられてきた経緯があったため、当時、その点がど
のように捉えられていたかを本節で記録しておくことにする。 
 
① 国土形成計画における新たな公 
 国土形成計画は、国土審議会に設置された計画部会を中心に、さらに、その下の 5つの専
門委員会での検討を経て、集約されると
いう過程を経ている(図表３－２)。 
新たな公の概念は、主として自立地域
社会専門委員会での検討過程で議論が
展開されたものである。2005 年 11 月 17
日の国土審議会計画部会に、自立地域社
                                                  
61 国土形成計画（全国計画）2008 年 7月閣議決定、p.10、12、23 他 
 
図表３－２ 国土審議会の構造 
ライフスタイル・生活専門委員会
産業展望・東アジア連携専門委員会
自立地域社会専門委員会
国土基盤専門委員会
持続可能な国土管理専門委員会
国土審議会 計画部会
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会専門委員会から提出された論点ペーパー62では、下記の 4つの論点が提示されている。（一
部略している。） 
① 人口減少が進展する中で、持続可能で自立的な地域社会の姿をどう描くか。 
② 地域コミュニティの今日的な意義についてどう考えるか。 
③ 多様な社会的サービス(生活関連サービス)を持続的に提供するための地域社会の経
営システムをどのように構築していくか。 
④ 地域の自立的な活性化を目指して、地域経営のあり方をどう考えるか。 
 いうまでもなく、当時の検討において最も意識された社会背景は、日本社会が人口減少に
転じたこと、政府部門の財政状況が厳しさを増していること、などであった。その中で、地
方都市、さらにはその縁辺部の持続可能性が強く懸念され、自立地域社会専門委員会での検
討の主なターゲットは、地方都市、その縁辺部にあった。その帰結として、閣議決定文書に
「限界集落」の語が用いられ、消滅する可能性の高い限界集落だからこそ、上述した 4つの
論点の実現が求められ、その役割としての新たな公への期待もあった。 
 
② 公共投資の観点からみた新たな公への期待 
 公共投資の観点からみると、自立地域社会専門委員会の検討過程では、ともすれば地域経
済を支える手段として期待が向けられがちな公共投資にそのような位置づけは与えないと
いうことを前提とした。すでに、厳しい財政状況から、2005 年度での国の公共事業関係費
は約 8 兆円（補正予算を含む）と、1998 年度の約 15 兆円から 4 割以上の削減をみており、
公共投資に地域経済の下支え効果を期待することは現実的な選択肢とはならないというこ
とが、直視すべき事態であった。上記論点にみる地域社会の持続可能性、自立性といったキ
ーワードを念頭に置けば、なおのこと公共投資を主たる手段と位置づけることは選択肢と
はならなかったし、できなかった。 
 
③ 制度面等にみる新たな公を支える仕組み 
 他方で、地域社会を支える政府部門以外の担い手はさまざまな活動を活性化させており、
政策的な視点も振り向けられた時期であった。そのため、ここで制度面に着目し、新たな公
を支える仕組みについてまとめておく。 
新たな公を支える仕組みとして、①1998 年に特定非営利活動促進法（いわゆる NPO 法）
が施行されたこと、②地方行政と住民との協働のあり方を定めたまちづくり条例を定める
自治体が多くみられるようになったこと、③国レベルで公共サービスにおける民間の役割
の明確化を行ったことがある。①については、早くも 2005 年 12 月には全国で 24763 団体
の NPO が設立されるなど、その需要の大きさ、非営利型組織の進化63が理解でき、②につい
                                                  
62 国土審議会計画部会第 4回、2005 年 11 月 17 日、自立地域社会に関する論点 
63 橋本理 日本における非営利組織論の諸相－事業と公共性の観点から－ 社会政策学会誌社
会政策、第 5巻第 1号 pp.32-49 2013 
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ては、岡山市協働のまちづくり条例（2001 年）、石巻市市民公益活動団体との協働及び支援
に関する条例（2002 年）など市民の公益活動を促進するための条例の制定を行う活発な自
治体の姿が明らかになる。 
さらに、③国レベルでは、地域社会を支える民間主体の位置づけについて省庁を超えて着
眼するようになった。それは、例えば、経済財政諮問会議「日本 21 世紀ビジョン」に関す
る専門調査会報告書（2005 年 4 月）では、目指すべき将来像の一つとして、「豊かな公・小
さな官」と題し、公共サービスが多様な主体と手法により豊かに提供される64とともに、官
による提供は縮小している65、と述べた上で、企業、NPO、社会的起業家など幅広い非政府主
体が、「公」を担い社会のニーズに対応する姿を提示66している。しかしながら、その発想は
一義的には、厳しい財政状況にあえぐ政府部門の限界を、どう補うかという視点に重きがあ
ると考えられることには留意が必要である。この点、同報告書では、地域住民が自らできな
いことを基礎自治体が引き受け、基礎自治体ができないことを広域自治体が担い、広域自治
体ができないことを国が行う67、と行政の補完原理を思わせる序列的記述の中に、住民活動
が位置づけられていることからも推すことができる。 
このように、国土形成計画策定の前段として、2000 年前後から、制度面や、国、自治体双
方におけるさまざまな新たな公への動きが胎動していたといえる。 
 
（４）国土形成計画検討過程での新たな公を巡る特徴的な議論 
本節では、上述のような過程を経て、新たな公がどのように国土形成計画に位置付けられ、
それがいかに議論されたのかを掘り下げて考察する。 
 
① 新たな公の意義の捉え方の転換 
国土形成計画の検討過程では、PFI 法に典型的にみられる行政のアウトソーシング論や、
行政の限界論、行財政負担の軽減の必要性が議論される環境の中で、それにとどまらない視
点として、モノの充足を経て、非貨幣的価値への関心の高まりを背景として、個人の満足度
の向上への価値観の進化を積極的に捉えていこうとした。 
このことが深く議論された跡を、2006 年４月の国土審議会計画部会に自立地域社会専門
委員会から提示された「論点と施策の方向性」に見ることができる。そこでは、「地域を測
るモノサシも、所得などの経済的側面は相対化し、趣味や社会参加など潜在能力の発揮を通
じた自己実現、生き甲斐の実感、或いは誇りと愛着の持てる地域社会と居住空間といった、
                                                  
64 日本 21 世紀ビジョンに関する専門調査会 日本 21 世紀ビジョン専門調査会報告書、p.ⅱ 
2005 年 4 月 
65 日本 21 世紀ビジョンに関する専門調査会（2005 年 4 月）日本 21 世紀ビジョン専門調査会報
告書、p.16 
66 日本 21 世紀ビジョンに関する専門調査会（2005 年 4 月）日本 21 世紀ビジョン専門調査会報
告書、p.ⅱ 
67 日本 21 世紀ビジョンに関する専門調査会（2005 年 4 月）日本 21 世紀ビジョン専門調査会報
告書、p.17 
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総合的な QOL（クオリティ・オブ・ライフ）の高さや、個人の「満足度」（充足感）の高さへ
とシフトしていく68」とされ、QOL の高さをいかに測り、それによる個人の満足度の高さを
いかに説明するかが議論された。また、「新たな公」の多面的な意義については、住民等が
サービスの受益者でなく供給側に立つことの意義を、ニーズの充足、参加者の自己実現、そ
のことを通じたソーシャル・キャピタルの形成などの意義を前面に打ち出し、むしろ副次的
意義として、地域経済活性化への波及、行財政負担の軽減効果などを挙げている69。つまり、
自立地域社会専門委員会は、新たな公の意義、役割を供給側に位置づけ、個人の満足度を高
めることと地域活性化などとの関係を反転させることで、新たな公の捉え方自体の転換を
図ったものといえる。 
また、国土形成計画策定時点での大きな課題意識である人口減少に関連しては、一人の人
間が複数の役割、機能を果たすということへの着眼も、新たな公の議論の背景として挙げる
ことができる。これは、自立地域社会専門委員会が 2005 年 11 月 28 日に山口県で実施した
視察時に、自治体の職員が、自治体職員の立場でなく勤務時間外にボランタリーに地域づく
りに取り組む姿に接したことにも一部由来している。 
加えて、国土形成計画では、既述のとおり、新しい国土像を実現するための戦略的目標の
一つとして、「「新たな公」を基軸とする地域づくり」を位置づけているが、これは、他の 4
つの戦略目標と異なる位置づけが与えられている。他の 4つの戦略目標とは、東アジアとの
円滑な交流・連携、持続可能な地域の形成、災害に強いしなやかな国土の形成、美しい国土
の管理と継承であり、これら 4つの戦略的目標を推進するための横断的視点として、「新た
な公」を基軸とする地域づくりが記述70されている。ある時点までの検討においては、5 つ
を並列的に取り扱うことが念頭に置かれていたが、他の 4 つの目標がアウトカム的なもの
であることに比し、新たな公はそれらを推進するためのシステムとして横断的な位置づけ
を与える方向での議論の転換が行われた71という経緯をたどっている。 
 
② 新たな公の「公」を巡る議論 
国土形成計画は、地域を支える手段としての公共投資への期待を極力払拭しつつ、新たな
公に関して、受益者から供給側への転換を通じて、個人が輝く地域社会を実現するための地
                                                  
68 国土審議会計画部会第 9 回、2006 年 4 月 11 日、自立地域社会に関する論点と施策の方向性
（本文）p.2 「多様な地域の維持・活性化の意義」及び p.4「「新たな公」の考え方を基軸
とする地域経営システムへの転換」中 
69 同上 
70 国土形成計画（全国計画） 2008 年 7 月閣議決定、p.27 以下 
71 2006 年 9 月 28 日の国土審議会計画部会第 13 回に示された「計画部会中間とりまとめの構成
及び主な内容（検討案）」の目次中、「第 3 分野ごとのねらいとそのための戦略的取組 
（３）新たな視点による地域づくり ①「新たな公」を基軸とする地域経営システムの構
築」とされ、2006 年 10 月 27 日の第 14 回に示された「計画部会中間とりまとめ（素案）」の
目次中、「第 3 計画のねらいと戦略的取組 （５）「新たな公」による地域づくり（横断的
視点）」 ①「新たな公」を基軸とする地域づくりのシステム」とされていることから、その
間の検討により位置づけの変更が行われたことがわかる。 
 40 
 
域経営システムとしての位置づけを与え、持続可能で自立的な地域社会の形成を目指した
ということである。さらに、個人の満足度の高い地域を選択できるように、特色ある地域が
全国に展開されていることの意義を強調し、国土論の文脈の中に落とし込もうと企図72して
いる。 
地域経営システムとしての位置づけの中で、新たな公を考えるということは、政府部門と
独立して、あるいは政府部門との調整の下で、多様な主体が公共性を発現するということで
なく、その時点の政府部門が実施していたか否かにとらわれず、公共的価値を含む私の領域
や、公と私の中間領域にまで、非政府部門の多様な主体が積極的かつ自律的に活動を広げる
ことと捉えるべきであろう。行政部内の当初検討段階では、新たな『公』という用語を用い
て議論が深められたが、「公」という語を括弧でくくった場合に、政府部門の外で多様な主
体が活動する、あるいはその時点の政府部門の活動の範囲の内で多様な主体が活動する、と
いう理解のされ方もあるのではとの懸念があった。「公」と捉えるべき領域の実態的拡大が
表現できないという懸念である。そこで、公の領域自体が政府部門の実態を超えて展開する
こと、政府部門と協働してその領域の活動を担うこと、という趣旨がより明確に伝わるよう、
『新たな公』という語を創造することとなった73。 
 
図表３-３ 公共性の差異と担い手の関係 
 
図表３―３に即してみると、③下部の楕円の領域は全体として多様な担い手による公共
領域を示しているが、右方にいくほど①行政機能の代替（行政が担うべきサービスを非行政
                                                  
72 国土審議会計画部会第 9 回、2006 年 4 月 11 日、自立地域社会に関する論点と施策の方向性
（本文）p.2 「多様な地域の維持・活性化の意義」及び p.4「「新たな公」の考え方を基軸
とする地域経営システムへの転換」中 
73 当時の国土交通省国土政策局長、自立地域社会専門委員会の担当者の議論による。 
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主体が提供する活動）性が高まり、左方にいくほど②公共領域の補完（行政が担うべきとま
では言えないが公共的価値の高い領域のサービスを提供する活動）性が高まり、さらにその
左方に③民間領域での公共性発揮（ビジネス的色彩が強い事業について、それに公共的価値
を付与して提供する活動）領域が含まれる74。（より簡略化した形で、奥野ほかでは、図表３
－４のごとく示されている。）今日の日本社会においては、その楕円領域が自律的に拡大し
ていくことが望ましいと考えられる。  
その後、既述の 2009 年の骨太方針75に先立って、有識者による安心社会実現会議がとり
まとめた報告「安心と活力の日本へ」（2009 年６月）では、「政府、民間企業、NPO、コ
ミュニティ・家族の間での、効果的な役割分担、ベスト・ミックスが追求されなければな
らない。得意な分野ごとあるいは地域ごとに、多様な主体が力を発揮し、相互に連携して
いくことが大切である。その際、政府だけを公共の担い手と見なすのは時代にそぐわない。
（中略）多様な主体が公共を分担し、支え合い、総合的な力を発揮していくという意識と
構えが必要である。76」と述べられており、多様な民間主体の役割分担、連携による新し
い社会システムの構築の重要性と緊急性について、ほぼ同様の認識が示されている。 
以上、新たな公がいかに議論され、その役割と意義が明確にされてきたのか明らかにし
た。そこでは、地域社会が公共投資に依存することなく自立性をもって存続することを目
指す中で、広義の公共サービスを、企業、NPO、地域住民などの多様な主体が受益者として
ではなく供給側に転じて担うことで、個人の満足度を向上させる地域経営システムと位置
づけるべく、多面的な議論が展開されてきたことが明らかとなった。 
 
（５）本章のまとめ 
 第二次の国土形成計画は、2015 年に閣議決定された。そこでは、国民の価値観の変化と
関連して、共助社会における多様な主体の役割の拡大・多様化が、我が国の将来像として
位置づけられている。2008 年計画の新たな公の考え方を前提として、その取組みの拡大、
担い手の多様化に言及しながら、自助、共助、公助のバランスの中で、共助に期待される
分野が拡大していることが指摘77されているものの、全体として考え方の継承は図られて
いる。 
本章を通して明らかになったことは、以下の 2 点である。 
 
①本章では、新たな公の考え方について、国土計画での位置づけられ方を、その背景から
明らかにした。そこでは、主に地方都市を念頭に置きながら、人口減少の進展、深刻化
する政府部門の財政状況などの環境の下で、新たな公という考え方を閣議決定で明確
                                                  
74 この新しい公共の活動分類は、奥野信宏・栗田卓也 新しい公共を担う人びと 岩波書店 
2010 によっている。 
75 経済財政改革に関する基本方針 2009 について 2009 年 6 月閣議決定、p.2 
76 安心社会実現会議 安心と活力の日本へ（安心社会実現会議報告）p.7 2009 年 6 月 
77 国土形成計画（全国計画）2015 年 8月閣議決定、p.6 
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に位置づけた 2008 年の国土形成計画の検討過程を振り返った。公共の側から見て、地
域社会の持続可能性、自立性の確保を目指し、また、政府部門の役割と観念されてきた
領域で多様な非政府主体が活動を展開する実態に着眼しつつ、QOL の向上を目指して多
様な主体がより広い領域で公共的役割を果たすという、新たな公の考え方に積極的な
位置づけが与えられたことが示された。さらに、地域経営システムに多様な主体を並列
的に巻き込むという変革のベクトルが国土論として位置づけられたことも、検討過程
とともに示された。こうした変化は図表 3-4 に示したように、❶1～３全総までの行政
主導のまちづくりから、❷４全総での特定分野での民間参入による、公共性の変化が確
認でき、❸21 世紀の国土のグランドデザインで公共の主体が拡大し、❹国土形成計画
で、「新たな公」として、機能、役割共に拡大の形が位置付けられたと理解することが
できる。 
 
図表３－４ 国土計画にみる新たな公の拡充 
 
②新たな公が考え方として認知されたとしても、それが地域社会で姿を具体的に拡大して
いくことにならなければ、実際的意味に乏しい。そのためには、支援策の整備、政策意
思形成過程における新たな公の担い手の参画機会の拡大なども必要となる78。 
それは、例えば、支援策としての寄附税制が創設、拡充79されてきていること、国の
都市政策においても、各所で制度等への反映が行われていることからも、こうした動き
がさらに求められよう。 
                                                  
78 亘理格 国土形成計画における「新たな公」の役割と限界 日本不動産学会誌第 22 巻第 1
号、pp.61-67 2008 
79 原田峻 ＮＰＯ法改正・新寄附税制の政策過程－唱道連合と政策志向的学習の変遷に注目し
て－ The Nonprofit Review, Vol.15, No.1, pp.1-12 2015 
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第４章 都市政策、まちづくりと新しい公共 
 
（１）本章の目的 
 本章では、生活、産業活動、余暇活動など様々な活動の舞台となる公共空間としてのまち
づくりの視点から新しい公共を論ずる前提として、都市計画制度における住民参加、多様
な担い手の参画を促すまちづくり制度の変容を整理する。 
都市計画法は、日本の行政法規の中でも、早期に行政と住民の関わりを規定してきた代表
的な法律の一つである。都市あるいは「まち」は、政府部門が主として供給する道路等の公
共施設と、民間主体が中心となり整備する建築物で成り立っている。建築物は道路がなけれ
ば建築基準法上からも、あるいは実際上も、建てることができない。道路整備は、既存の建
築物、将来の開発動向に影響を受ける。このように、道路等と建築物が、相互に影響、外部
性を及ぼしあっていることを思い起こすと、都市計画法体系が、行政と住民の関わりに関心
を示してきたことは、当然のことではある。 
また、最近では、まちづくりに関して、政府部門以外の多様な担い手の積極的な活動に期
待が寄せられ、法制度への位置づけも進められてきており、それらは行政が担う都市計画
への住民参加、行政と住民の交渉によるまちづくり、住民間の交渉によるまちづくりなど
の類型がある。これらの仕組みが、まちづくりに限らず公共サービスの供給について多様
な主体の参加を促進し、今日の新しい公共の土壌の一翼を形成してきた。 
本章は、政府部門と住民等との多様な主体との間でまちづくりと新しい公共のあり方が
いかに変化し、発展してきたのか明らかにすることを目的とする。具体的には以下の 2 点
を議論する。 
 
①都市計画制度における政府部門と多様な主体との関係の変化、発展を明らかにする
こと 
②新しい公共と近年発展してきているエリアマネジメント活動の関係を明らかにする
こと 
 
（２）住民参加等を促す都市計画制度の変容 
① 旧都市計画法から新都市計画法に 
 1919 年（大正８年）に制定された旧都市計画法は、都市計画区域（土地利用の制限や、
道路整備などの都市計画事業を実施する区域）を主務大臣が決定することとされていた。ま
た、具体的な都市計画や都市計画事業の決定は、主務大臣が決定して内閣の認可を受けるこ
ととされており、その際の手続きとしては、都市計画審議会の議を経ることが求められてい
るのみであった（旧法第２条第１項及び第２項、第３条前段）。なお、都市計画等の決定後
には、主務大臣による告示、行政庁による関係図書の縦覧が規定され（旧法第３条後段）、
また、決定された都市計画事業については、土地収用が可能であることが規定されていた
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（旧法第１６条第１項）。 
 このように、旧都市計画法は、日本全体において都市計画が必要となる区域が限られてい
たこと、戦時の要請にも応える必要があったこと、などから、中央集権的な仕組みとして整
備された。 
 1968 年（昭和 43 年）に制定された現行都市計画法は、全く色彩が異なるものとして整備
された。都市計画の決定主体に関する地方分権が意識されるとともに、都市計画決定手続き
における住民参加手続きの導入、充実が図られた。 
決定主体の地方分権については、都市計画の種別に応じて、都道府県・市町村が都市計画
の決定権限を分かち合うこととされた（都市計画法第 15 条）。 
また、住民参加手続きについては、公聴会の開催（法第 16 条）、都市計画の案の縦覧や関
係権利者による意見書の提出（法第 17 条）、都道府県等に設置された都市計画審議会の議
を経ること（法第 18 条、第 19 条）、などが規定された。当時の法制としては、その他の公
共施設関係法制（道路法、河川法等）と比較して住民の関与に関する規定は先進的なもので
あった。 
当然ながら、これらの規定は、時代の推移を踏まえた一般的な行政過程における民主主義
的手続きの保障という観点、さらには、都市計画制度に固有の土地等への権利の制限性に着
目して、土地所有者等の実体的な権利保護の観点から措置されたものであるが、都市計画、
まちづくりが、利害関係者の調整を本質とし、長期的な視点から、政府部門と住民等との協
調、少なくとも住民側の理解が不可欠であるという特性に着目し、都市計画決定過程での住
民参加機会の確保が求められたという側面もある。 
 
② 都市計画の決定過程における住民参加の仕組みの進展 
都市計画の決定過程における住民参加に関する措置は、その後も充実が図られ、1980 年
の地区計画制度の導入（きめ細かく地域における建築物の制限、小規模な道路等の公共施設
の整備に関する事項を内容とする、市町村が定める都市計画の一種。土地利用に関しては、
一般に、従前の用途地域等による規制が強化される）に際しては、地区計画の案を定めるに
当たって地権者等の意見を求めることが法定された。 
その後、都市計画の決定を都市計画決定権者である市町村等に要請、提案するという方法
で関与する仕組みが、逐次拡充されてきている。 
 1988 年には、再開発地区計画への要請制度が創設されている。再開発地区計画は、後述
の住宅地高度利用地区計画と同様に、再開発などが行われるなど土地利用の変化の蓋然性
が高い地区で、土地利用の変化に対応して、一定規模の道路、公園などの公共施設の整備が
必要となる場合に用いられる都市計画制度である。公共施設の整備を前提として、容積率規
制等が実質的に緩和される。 
この再開発地区計画の詳細計画である再開発地区整備計画（建築物や公共施設に関する
事項を詳細に定めるもの）に関し、対象地区の所有権者・借地権者は、全員合意で協定を締
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結すれば、その内容の地区整備計画の策定を要請することができることとされた。 
 1990 年には、同趣旨の制度改正が、住宅地高度利用地区計画についても行われているが、
いずれも、再開発等の中心主体となる民間事業者（ディベロパー）等の意思を的確に都市計
画に反映させようとするものといえる。1992 年には、地区計画一般に、同様の要請が可能
とされた。 
2002 年に、要請制度は大きく拡充され、提案制度に脱皮した。都市計画区域、準都市計
画区域で、地区計画に限らず、用途地域その他都市計画全般（マスタープランなどごく一部
を除く）について、所有権者・借地権者は対象地区内の３分の２以上の地権者等の同意を得
れば、都市計画の提案を行うことが可能となった。従前の要請制度下では、都市計画の決定
権者には応答義務等が課されていなかったが、提案制度では、決定権者に当該提案の採否を
判断する等の義務が法定された。また、全員合意要件が３分の２に緩和されたほか、地権者
以外に、まちづくりＮＰＯや公益法人も提案が可能とされた。（法第 21 条の２） 
 2006 年に、この提案制度については、都市再生機構、まちづくり協議会等による提案も
可能と拡充された。 
 なお、その間、2000 年には、都道府県または市町村が、条例により、住民等に関する都
市計画の決定の手続きをより具体化することや、切り下げることはできないが加重的に行
うことに関する事項を定めることができることが、解釈でなく明文により明らかにされた。
（法第 17 条の２）。この改正は、都市計画における地方分権を一層促進すべく、都市計画中
央審議会から行われた答申（1998 年）に沿って行われたものである。新しい公共の考え方
が、地方分権との親和性を有することは前述したが、都市計画法制での住民参加の進展も、
地方分権の議論と並行して進められてきた側面がある。 
 
③ 都市計画法制以外の領域での住民参加 
他方、他の公共施設整備関連法制で、住民参加手続き等の整備が進展し、また、運用、実
態面では、現場の必要性から、一層の住民参加等が進むこととなった。 
法制面での進展の例をいくつか挙げると、河川法の 1997 年改正により、河川整備計画の
仕組みを創設し、河川管理者による計画策定に当たっては、学識経験者の意見聴取、公聴会
の開催、関係都道府県知事等の意見聴取などが法定されたことも、その動きの一つである
（河川法第 16 条の 2 第 3 項から第 5 項）。 
他の例としては、1999 年の土地収用法改正により、国土交通大臣または都道府県知事が、
収用適格事業である旨の認定を行う際に、利害関係者から公聴会の開催請求があれば、これ
への応諾義務があることが法定された（土地収用法第 23 条第１項）。 
また、社会資本整備の基本計画法である社会資本整備重点計画法（2003 年）や前述の国
土形成計画法（2005 年）では、国土交通大臣等が計画の案を作成する際に、インターネッ
トの利用等による国民の意見反映を行うよう法定されている（各第４条第４項、第６条第５
項）。 
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 運用、実態面では、行政からの一方的な説明会でなく、ワークショップなどの協働的な仕
組みが導入されている。東京外郭環状道路（世田谷区・練馬間）については、地域住民を含
む協議会を設置し、パブリックインボルブメント（ＰＩ）方式で、原点に戻り道路の必要性
の有無から議論されるほか、より地域を区切ったＰＩともいえる「意見を聴く会」が４０回
以上開催されるなど、積極的な取組みが行われてきた。 
また、事業横断的に住民参加のガイドラインを定めるものとして、国土交通省所管事業に
限られてはいるが、2003 年に、「公共事業の構想段階における住民参加手続きのガイドライ
ン」が定められ、事業計画決定時点に先立つ（いわば都市計画策定段階に先立つ）、事業者
が選択肢を一つに絞り込む検討段階における住民参加を促進することとされた。このガイ
ドラインは、2008 年に技術的検討等への言及も含む「公共事業の構想段階における計画策
定プロセスガイドライン」に発展的に継承されている。 
 
④ 都市計画制度における課題等 
このような他領域での制度、運用面での進化の中、都市計画法制においては、なお、例え
ば、以下のような課題があると考えられる。 
 ・公聴会の開催が義務づけられていない  
 ・都市計画案の縦覧期間が２週間と短い 
 ・意見書は都市計画審議会に提出されるものの、それへの応答が義務づけられていない 
このように、都市計画法制においては、発展の余地が指摘されながらも、都市計画の決定
過程への住民参加を促す土俵としての機能を拡充させてきている。 
簡略化すれば、都市計画法制における住民参加は、 
・土地の所有権等に制限を被る客体の権利保護の要請から、 
・地域のステークホルダーに都市計画という公法的規制を意識させる側面だけでなく、 
・幅広くまちづくりの計画過程、さらには実働過程へのより積極的な参画を誘う局面 
に変化してきている。つまり、まちづくりという公共的価値を持つ、正・負の外部性を持ち
得る領域に、公共的価値の担い手としての住民等の主体的参画を促進するための仕組みへ
と変容してきていると理解される。 
都市計画の提案制度は、わかりやすい例であろう。都市計画を提案する主体は、多くの場
合、その都市計画の案が決定された暁には、主体的役割を担うことが想定される。もちろん、
提案がそのまま都市計画になるわけでなく、都市計画の決定権を有する都道府県知事等の
検討、都市計画案の縦覧や都市計画審議会への付議などの手続きは必要とされ、一定の統制
の下にあることは当然ではある。しかし、提案制度により、飛躍的に主体的取組みが可能と
なることは確かであり、政府部門が独占してきた都市計画の決定権能の一部を、参加を超え
て民間主体に分与する仕組みともいえる。 
 これらの動きは、まちづくりに新しい公共の考え方を取り込む端緒とも位置づけ得る。 
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（３）まちづくりの主体としての住民、民間事業者等 
 直接的に、まちづくりの事業主体として、住民、民間事業者等に特別の地位を法律で与え
ている例がある。例えば、土地区画整理法（1954 年）、都市再開発法（1969 年）は、いず
れも、民間事業者による事業施行（個人施行）、地権者等による組合組織による事業施行（組
合施行）が可能である旨、規定している。 
土地区画整理法では、例えば、宅地について所有権等を有する者が、その宅地を含む一定
の土地について土地区画整理事業を行うための土地区画整理組合を、行政庁の認可を得て
設立することができる。組合は、土地の所有権の移動を内容とする換地計画を定め、換地処
分を行うことで、土地所有権の移転という私法上の法律効果を公法的作用により実現して
しまう。都市再開発法における市街地再開発の仕組みも、同様である。 
 これは、一定の公法上の統制、都市計画という公計画の統制の下で、民間主体の開発エネ
ルギーを誘導、発揮させようとするものである。 
 
（４）民間主体間の協定によるまちづくり 
 まちづくりの領域での、住民等の関わりは、そのほかに、建築基準法に根拠を有する建築
協定（1959 年）に端を発する流れが存在する。建築協定とは、優れた住宅地としての環境
や商業地としての利便性を有する地区について、土地所有権者や借地権者が、建築物の敷地
の最低限度（土地の細分化を防止）、建築物のセットバック（敷地の一定線以内に建築物を
おさめて、道路状空間を確保）、建築物の色彩・意匠（地域の印象を損なわない）などを、
相互に拘束しあうための私人間協定である。市町村長等の認可により、協定締結時以降に土
地所有権を取得した者にも、協定の内容遵守を求める効果（承継効）が法的に付与される（建
築基準法第 75 条）。 
これは、現在の市街地、まちの水準を上げるものでなく、下げないという意味では、消極
的という表現が宛てられるものだが、まちづくりへの住民の意思が先行し、それを政府部門
が後で認知する、という仕組みであり、前述の手続き的関与とは、性格を異にする。公法に
根拠を持ち、承継効という法的効果を与えられているが、本質的には、政府部門の媒介を必
要的な前提とはしない、民間主体の相互の契約であり、その意味では積極的という表現が充
てられてもいいという考え方もあろう。 
 建築協定に類似する仕組みは、緑地協定（都市緑地法第 50 条、1973 年）、景観協定（景
観法第 81 条、2004 年）、避難経路協定（密集市街地における防災街区の整備の促進に関す
る法律第 289 条、2007 年）、などに、趣旨、目的を相違させながら、展開を遂げてきてい
る。 
  
（５）政府部門と民間主体の間の交渉、契約的手法によるまちづくり 
ⅰ）さらに、民間事業者等は異なる位置づけの下で、都市計画、まちづくりの主体としての
役割を担っている。総合設計制度（建築基準法第 59 条の２、1976 年）は、民間主体が建築
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物の建築を行おうとする敷地に、一般的に公開される空地を提供する場合には、容積率の割
り増し措置が許可されることを認めるものである。これは、建築基準という規制を活用しつ
つ、容積率という不動産の収益性に直結する規制を緩和し、民間主体にインセンティブを与
えることで、まちづくりの重要な要素である、公開の空地（いわば小公園）を確保しようと
いうものであり、民間の建築行為を通じて公共的価値の増進をもたらしている。さらに、提
供された公開の空地は、市町村との協定等により、民間の建築主が管理することも多く、供
給・管理を通じて、まちの空間形成に民間主体が当事者的に参加している例となっている。
工夫した規制により、私益追求のエネルギーの一部を、公益の実現、公共サービスの増進に
転換しているともいえようか。特定街区制度（都市計画法第８条第１項第４号、1961 年）
は、都市計画の仕組みを活用しつつ、総合設計と同様の効果を得ようとする仕組みである。 
 
ⅱ）また、民間事業者の活動を、都市計画で受け止めようとする仕組みには、地区計画制度
の類型がある。民間主体の都市計画手続きへの参画面で述べたこととやや重複するが、地区
計画制度（1980 年）に関しては、特に、地権者の意見を聞く規定が措置された。その発展
形態である、再開発地区計画制度（都市再開発法、1988 年）では、通常の地区計画で定め
る計画事項のほか、いわゆる２号施設として、都市計画で単独に定める広域性等を備える道
路、公園等（都市計画施設）と、地区内で主に利用されるレベルの道路、公園等（地区施設）
の中間的な機能を果たす道路、公園等の公共施設の整備を計画内容とすることで、従前の用
途地域で認められている建築物の容積率、建ぺい率、高さ制限等が適用除外となり新たに再
開発地区計画で定めることができる（実質的な規制緩和が可能）とするものである。この際、
２号施設の整備を民間事業者が行うこととすれば、あるいは開発計画を地区環境の改善に
寄与するものとできれば、総合設計と同様に、私益追求のエネルギーを、公益の実現、公共
サービスの増進に振り向けていくことができる。 
 
ⅲ）総合設計制度をはじめとする、これらの制度は、民間事業者の具体的な開発・建築計画
を前提にしながら、運用される制度であるが、制度には、都市計画を定める地方公共団体と
民間事業者の間の協議を行うシステムは明示的には示されていない。しかし、その実態、本
質に着目すれば、これらの取組みは、都市計画決定、建築規制適用の土俵で、政府部門と民
間主体の実質的な交渉、取引によって、民間主体のエネルギーを良好なまちづくりに活用し
ようとするものといえる。 
なお、再開発地区計画制度は、再開発促進区制度（都市計画法第 12 条の 5 第 3 項、2002
年）に承継されているが、その基本的な性格、仕組みは継承されている。 
 
ⅳ）政府部門と民間主体が、契約的手法でまちづくりを行う仕組みには、前述の市民緑地制
度（都市緑地法第 55 条、1973 年）も該当する。私人の所有に係る土地の緑地としての整備
やベンチ等の施設整備を、地方公共団体が契約により引き受けるという、政府部門と民間主
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体の協働の制度例である。また、同じく都市緑地法に根拠がある管理協定（法第 24 条、1973
年）も、緑地保全地域など都市計画上の特別の位置づけを持つ地域内で、地方公共団体と土
地の所有者等が、緑地の管理を分担する協定制度であり、市民緑地契約と類似の制度である。 
 なお、都市計画体系ではないが、このアプローチは、2007 年の道路法改正による、道路
区域外の並木、街灯などの利便施設の管理協定制度（法第 48 条の 17 等、道路区域外の沿
道住民が所有する利便施設を、道路管理者が協定により、道路と一体的に管理）の創設にも
連なっている。 
 
ⅴ）法律に根拠を有するものではないが、地方公共団体の都市計画の現場では、いわゆる宅
地開発指導要綱に基づき、民間ディベロパーなどが宅地開発を行う際に、公園等の公共施設
の整備を求め、その地方公共団体への承継、あるいは民間ディベロパーの管理などについて、
協定が締結されるという実態は、しばしばみられる。これらは、過度な負担を民間主体に負
わせるという指摘が行われることもあるが、協定的手法の一環とみる考え方もあろう。 
同様に、法律等の根拠がないという意味で、任意的に、政府部門と民間主体が、公共施設
の管理について協定を締結し、高い水準の管理を維持しようとする例は多い。（東京都丸の
内地下歩行者専用道等）法制度によらずに、行政と民間が公共施設の管理について協定を
結び、高い水準の管理を維持しようとする例も多い。東京都の中心的なビジネス街である
丸の内の地下歩行者専用道は、民間の有限責任中間法人（丸の内パブリックスペースマネ
ジメント）が管理を行っている。この法人は、東京駅周辺の土地利用に関わりの深い東京
メトロ（株）や JR 東日本（株）、民間開発事業者などにより、2007 年に設立されたもの
であるが、地下歩行者専用道の所有者である東京都と協定を結び、東京の玄関口にふさわ
しい高い水準での維持管理が進められている。 
 
（６）都市再生推進法人制度の展開 
 都市再生推進法人とは、都市再生法に基づき、まちづくりを担う法人として市町村長が
指定するものであり、2007 年から運用が開始されている。都市開発に関する民間事業者に
対する情報提供、公共施設、駐車場等の整備・管理などの業務が法律に位置づけられ、主
体要件として、社団法人、財団法人、ＮＰＯ法人、まちづくり会社が法定されており、50
団体が指定（2018 年時点）されている。これらの主体は、都市再生法のスキームを活用し
て、道路占用許可を取得する、各種協定に参画し施設管理を行うほか、イベント実施など
まちづくりに貢献している。 
 この制度は、ＮＰＯ法人などをまちづくりの担い手として、公法の枠組みから積極的な
位置づけを与えようとするもので、新しい公共の考え方の都市法への反映の一類型と整理
される。 
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（７）エリアマネジメントの展開 
①  民間主体による自律的なまちづくりへの過程 
まちづくりを住民自身が推進する重要な仕組みとして、建築協定等を前述したが、こ 
れは、優れた住宅地等において、地権者達が敷地の最低面積や建築物の道からのセットバ
ック、建築物の色彩や意匠などを約束しあうもので、いわゆる私人間協定であり、同様の
仕組みは、緑地や避難経路などにも対象が拡大されてきている。これらはまちづくりへの
住民の意思が先行し、それを行政が後で認知する仕組みである。もともと民間相互の協定
は当事者しか拘束しないが、後で土地を取得した者にも適用されることになっており、よ
り住民の主体性を期待した仕組みといえる。 
 この節までに、都市計画、まちづくりの領域での政府部門と住民、開発事業者、ＮＰＯな
どの民間主体との関係に関わる制度を考察してきた。 
まず、都市計画の手続き面における受動的な参加から、能動的な参画への展開（都市計画
の提案制度等）がみられる。その後、民間主体間の協定により、地域の良好な環境を保全す
るための制度（建築協定等）が、枝を拡げてきている展開が整理された。 
また、民間主体を都市整備、まちづくりの主体として位置づけ、政府部門と民間主体間の
実質的な交渉を経て、民間主体の私益追求のエネルギーを、公益、公共的価値の増進に転換
する制度例（総合設計制度、再開発促進区制度等）が整理された。 
 都市計画、まちづくりが、外部性を有していること、公共的価値を実現していくという側
面があることに留意しつつ、民間主体の参画、協働は一層進められていくべきであろう。 
特に、契約的手法は、承継効という法律効果等により、施設の整備という一時点だけでな
く、その後長きに及ぶ管理段階でも有効なもので、今後のストック社会においては、一層そ
の有用性を高めると考えられる。また、今後、都市計画、まちづくりの領域で、民間主体の
参画、協働を進める際の視点として、政府部門が公共サービスの実施の有無や、その内容を
決定するという関係でなく、民間主体の発意をもとにした仕組みを工夫することは、 
 ・地域に密着したニーズをより的確に受け止めることができる 
 ・民間主体の発意をもとにすることで、過度な（ムダな）供給を抑制できる 
 ・さらには、財政事情が厳しい政府部門の負担を軽減することができる 
などの点でも、重要と考えられる。 
 
②  エリアマネジメントへの発展 
上記の視点もふまえて、展開されている政策が、エリアマネジメントと称される仕組みで
ある。 
エリアマネジメントとは、地域の住民、事業者等が、地域の環境や価値を維持・増大させ
る自発的な取組みであり、商業地、住宅地など地域特性に応じて、多様な活動が行われてい
る。総じて、再開発プロジェクトなどの一過性の活動というより，まちの美化・緑化、意匠
の統一や，公共的な施設の管理、イベントの開催など，まちのマネジメントを継続的に執行
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していることが多い。 
 エリアマネジメントは、一般には、地域性のある協議会、商店会、ＮＰＯ等の民間主体・
組織が、主体的に、地域の環境や地域価値の維持向上を図るために、公共的空間・施設の整
備・管理・運営を行う仕組みである。公共的価値の実現のために、民間主体が主体的に活動
を行う例であり、新しい公共の考え方の重要な発現と位置づけられる。 
 住宅地のエリアマネジメントでは、地区環境を良好に保つために、居住者が協力して行
政の定める都市計画よりも厳しい内容を地区の一戸建てに課すなどの取組みが行われて
いる。それらは前述の敷地の最低規模や道路境界からのセットバックを定めることなどの
他に、拘束性は弱いもののガイドラインとして、遊歩道を通行せざるを得ない車庫は設置
しない、ベランダ・テラス・窓の位置と方向は隣家の生活環境やプライバシーに配慮する、
敷地内の緑化を行う、生垣や透視性のあるフェンスを設置する、道路側の植栽を工夫する
等々、きめ細かい自主規制が実施されている。このような住民主導の取組みは、住宅地だ
けでなく商業地でも増えてきている。エリアマネジメントは、現場が先行している領域で
あるため、２つの事例から、エリアマネジメントと新しい公共の考え方の親和性を考察す
る。 
  
＜横浜市青葉美しが丘地区＞  
住宅地におけるエリアマネジメントの例として、青葉美しが丘地区を挙げる。青葉美しが
丘地区は、神奈川県横浜市の東急電鉄田園都市線たまプラーザ駅付近の、高質な住宅地であ
り、環境、利便あらゆる面に優れた郊外住宅地の典型の一つとして、随所で取り上げられて
きた地区でもある。宅地開発事業は、1960 年代に、東急電鉄による土地区画整理事業とし
て実施されたが、エリアマネジメントに至る取組みは、居住者有志による「美しが丘個人住
宅会」が 1972 年に建築協定を締結したことに始まる。建築協定は、1984 年、1994 年と対
象地区を拡大しながら更新され、都市計画の内容より厳しい用途制限（一戸建てに限定）、
敷地の最低規模（土地の細分化防止）、道路境界からのセットバック等を内容とし、街並み
環境の維持に大きく貢献した。 
1990 年代後半は、建築協定に参加しないアナ抜け地でマンション建設が計画され、建築
協定の効力が及ばないものの、建物・環境委員会と称する自治会内の組織（1994 年設立）
により、建物分割、建物位置、駐車場規模などの調整が行われ、奏功する事例もあった。し
かし、強制力がないゆえに、調整不調に終わる事例もあった。このような事態を打開するた
め、横浜市から派遣されたまちづくり専門家の支援の下、検討が重ねられ、2003 年には地
区計画が決定されるに至り、地区全体に拘束力が及ぶ街並み形成ルールが導入されること
となった。 
また、地区計画の内容にし切れなかった街並み形成ルールは、ガイドラインとして周知さ
れており、拘束性は弱いものの、自治会の委任を受けた街づくりアセス委員会（2004 年）
により運用されている。ガイドラインには、例えば、遊歩道を通行せざるを得ない車庫は設
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置しないこと、平均地盤面をあげる盛土は慎むこと、ベランダ、テラス、窓等の位置と方向
は、隣家の生活環境やプライバシーに配慮すること、敷地内の緑化や生垣・透視性のあるフ
ェンスの設置や道路側の植栽を工夫すること、など、土地利用、建築物の整備、用途、意匠・
形態、緑化その他多岐にわたる領域について、きめ細かい事項が連ねられている。 
このような取組みの成果として、質の高い、憧憬の対象となるような、住宅地の継承が確
保されている。 
計画開発地において、鉄道事業者、市のサポートを受けつつ、居住者有志の取組みが自治
会の良好なまちづくりの動きとなり、その発意により地区計画の策定に結実していること
は、新しい公共の一つの発現の仕方と位置づけられる。 
 
＜東京都中央区汐留地区＞ 
 商業地におけるエリアマネジメントの例として、汐留地区を挙げる。汐留地区は、旧国鉄
汐留貨物駅跡地からＪＲの浜松町駅に至るエリアであり、土地区画整理事業により、ビジネ
ス、商業、居住などの多様な都市機能の展開が図られている。 
1995 年に、土地区画整理事業の都市計画決定がされたタイミングで、汐留地区街づくり
協議会という任意団体が、民間事業者、地権者等により組織され、地区の価値を高める高質
なまちづくりを図ることとされた。協議会の主な活動として、公共施設のグレードアップ整
備、公共施設の維持管理、良好な街並みの形成の３つが挙げられる。高品質の公共施設とし
て、新橋駅から浜松町方面に至る歩行者デッキ、地下歩道等のネットワークが、公物である
道路と私有地により織り成すように形成されている。これらのネットワークは、協議会によ
り設立された中間法人（一般社団法人）である汐留シオサイト・タウンマネジメントにより、
清掃・維持、イベント開催、テナント管理など一括してマネジメントされている。 
地権者、民間事業者による任意団体として、高質なまちづくりに向けた活動が開始され、
その一部が中間法人によるマネジメントにつながっていることなどは、新しい公共の一つ
の現れと位置づけられる。 
  
③  エリアマネジメントと新しい公共 
 エリアマネジメントは、制度よりも実態が先行しており、多様な取組み例がある。また、
法定の計画・協定制度の活用、任意的な協定、外部専門家の支援など多様な手法が活用され
ている。特徴をまとめると以下のように整理される。すなわち、 
  ⅰ）比較的に小さい地理的範囲で、地域環境、地域防犯、地域介護、地域保育などのさ
まざまな領域について、高度で多様なニーズに応える取組み、 
 ⅱ）自治会や協議会、商店会、NPO、地元企業など多様な民間主体の発意と自主的な活
動、 
 ⅲ）地域のニーズに応えると同時に、地域の価値や魅力を高めるまちづくりの活動とし
ての関係者の共通認識、 
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 ⅳ）整備という一時点の行為でなく、管理・運営という継続的活動、 
である。これらの取組みによって、地域活性化とともに、土地や建物の資産価値の増大に
つながることも期待されている。 
 このようにみてくると、エリアマネジメントは、新しい公共の活動、あるいはそこに至
る成長、展開の背景と深い関わりがあることが理解できる。 
政府部門との関係は、取組みごとにまちまちであるが、主なものを例示すると、 
・地方公共団体から、公園等の公共施設の管理を受託する 
・地方公共団体から、資金面、技術面等の支援を受ける 
・地方公共団体から、道路や公園の占用許可を受ける  
 ・地方公共団体から、集会場その他の施設や用具の貸与を受ける 
 ・民間主体に整備された地区管理のルールが、地区計画等の内容とされる 
などが挙げられる。  
主体面は多様である。地権者の任意の集合、自治会、商店会、任意のまちづくり組織、住
宅団地では団地管理組合法人、ＮＰＯ、株式会社など、活動の態様に応じた主体が登場して
いる。 
 
④エリアマネジメントを促進する法整備 
 2009 年５月には、エリアマネジメント活動を行う主として民間主体間の協定制度、市町
村が認定したＮＰＯ等からの都市計画の提案制度の創設、まちづくり会社等への金融支援
を柱とした、都市再生特別措置法等の一部改正法案が成立した。 
 協定制度については、駅前を一つの典型的なエリアマネジメント空間と想定すれば、歩行
者デッキ、地下歩道、歩行者専用通路等のネットワークの整備・管理に関する協定を、まと
まった土地の所有者等が全員の合意により、締結することができ、市町村長の認可を得て、
協定締結後の土地譲受者にも協定の効力が及ぶこと（承継効）が、法定された。（都市再生
特別措置法第 45 条に規定する都市再生歩行者経路協定、法第 72 条の２に規定する都市再
生整備歩行者経路協定） 
 また、ＮＰＯ法人、公益法人のうち、市町村が定める都市再生計画に位置づけられた都市
開発事業を行う主体として、市町村長の指定を受けた法人（都市再生整備推進法人）は、地
区計画や市町村が都市計画決定権限を有する道路等の都市施設に関する都市計画の決定を
提案することができる、とされた。（法第 57 条の２） 
 本制度は、建築協定、緑地協定などの流れをくみつつ、近年の都市再生施策の中で、ニー
ズの高い歩行者ネットワークに限定した制度とされたものであるが、既存の制度では対応
しきれない領域をカバーするものである。また、市町村が都市再生施策の展開の必要を感じ
て、都市再生計画等を定める地区など特定の位置づけを持つ地区に限って、適用できるもの
として制度化されている。一般に都市計画関係制度の立ち上がりは、土地柄、必要性などに
特殊性を見いだして、限定適用型の制度として創設されるものであるが、一層の活用を通じ
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て、制度の一般化への取組みが期待される。2011 年に創設された都市利便増進協定制度等
は、この流れに沿うものとして位置づけられる。 
 
（８）本章のまとめ（自発的なまちづくりの促進に向けて） 
 本章を通して明らかになった点をはじめに設定した論点に沿ってまとめると、以下のよ
うに理解できる。 
 
①都市計画制度における政府部門と多様な主体との関係の変化、発展は、図表４―１、４－
２に示すように、①行政以外の主体参加の枠組み創成が、現行の都市計画法制定前後か
ら開始され、民間主体間の協定制度、民間活動を取り込む地区計画類型の制度構築が活
発に行われ、②住民、民間事業者の参加の仕組みの拡充期を経て、都市計画への要請、
提案制度、さらには都市再生推進法人制度のような民間主体を積極的にインボルブす
る、③住民参画等の枠組みの成熟期に至ってきたことと理解できる。  
  まちづくりの主体は、行政と民間との間に多様な組み合わせが見られ、まちづくりの
領域で新しい公共の活動が活発化していること、制度がそれを後押しするように拡充
が進んできたものと理解できる。とりわけ、民間主体間の協定制度との関わりが密接で
あることも明らかとなった。 
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図表４－１ 都市計画制度体系等における民間主体の参加・参画の制度経緯 
 
住民 NPOなど 民間事業者
1919 （旧）都市計画法
1954 土地区画整理法 個人施行、組合施行
1959 建築協定 民間主体間協定
公聴会
縦覧
関係権利者の意見書
の提出
都市計画審議会の議
1969 都市再開発法 個人施行、組合施行
1973 緑地協定制度 民間主体間協定
1976 総合設計制度 民間開発へのインセン
ティブによる公共性実
現
1980 地区計画 地区計画の案への地
権者意見
1988 再開発地区計画 地権者から市町 村等
への要請
民間開発へのインセン
ティブによる公共性実
現
1990 住宅地高度利用地区計画 同上 同上
1992 地区計画 同上を地区計画 一般
に拡大 同上
1995 市民緑地制度 地方公共団体と 住民
等との協働
1997 河川法 河川整備計画に関す
る公聴会等
1999 土地収用法 事業認定時の公聴会
開催の応諾義務
2000 まちづくり条例
2002 都市計画提案制度
2003 社会資本整備重点計画
2004 景観協定制度 私人間協定
2005 国土形成計画
2006 都市計画提案制度 UR、 まちづくり協議会
への拡大
2007 避難経路協定制度 民間主体間協定
2007 道路法 道路管理者と沿 道住
民の協働
2007 都市再生推進法人制度 担い手としての位置づ
けの明確化
2009 都市計画提案制度
②住民、民
間事業者
の参加の
仕組みの
拡充
年 法・制度・計画
参画の対象主体など
① 行 政 以
外 の 主 体
参 加 の 枠
組み創成
1968 （現行）都市計画法
③ 住 民 参
画 等 の 枠
組 み の 成
熟
条例による都市計画決定手続きの具体化
地権者、NPO等から市町村等への都市計画の提案、市町村
等に提案採否の判断義務
計画策定時のインターネット等による国民の意見反映
国民の意見反映、広域地方計画協議会の法定
都市再生推進法人への拡大
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図表 4-2 都市政策、まちづくりと新しい公共の関係 
 
 
②エリアマネジメントをはじめとする、まちづくりの領域で、新しい公共が活躍するこ
とには意義の認知があり、期待が高いことも明らかにされた。しかし、新しい公共の
活動領域は、公共領域と隣接していることもあり、必ずしも収益性が高いとはいえな
い場合が多々存在する。事例として東京駅近傍の丸の内エリアを取り上げると、そこ
に丸の内カフェという施設が開設されている。丸の内カフェは、誰もが自由に入退場
ができる休息とコミュニケーションの空間であり、図書の閲覧やインターネット利用
サービスを無料で提供する施設である。不特定多数の利用を排除しない、他の人が利
用中でも利用可能などの面で、公園と同じような公共施設としての性格を持ってい
る。この施設は、利用者に高度なサービスを提供し満足感を与えると同時にエリアの
イメージ向上などの効果を発揮している。 
 丸の内カフェの設置と運営の費用は、すべて民間事業者により賄うこととして始め
られたが、それが利用者のニーズに応えるものであるなら、より広い範囲に合理的な負
担を求めることも考えられる。丸の内カフェを念頭に置くと、アメリカの BID（Business 
Improvement District）のような強制的な費用徴収は直ちには難しい。しかし、新しい公
共の担い手が提供する特定のサービスについて潜在的な利用者の意向を汲み取りなが
ら、任意に費用負担を求めることは考えられる。サービスの受益は住宅地でも商業地で
も地権者に及ぶことが多く、サービスの費用はまず地権者に負担を求めやすいことは
確かである。しかし商業地ならそこで働くビジネスマン、買い物に訪れる主婦なども受
益者である。それら潜在的な受益者による自発的な寄付によるサービス供給を行う取
組みが可能であれば、利用者の選好とニーズに裏付けられた無駄のないサービス提供
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を、税金や利用料という手段に頼らずに行うことができることになる。 
これは一種の自発的な公共財供給システムである。このような仕組みには、自分が費
用を負担せず他人に負担してもらい、自分は無料で施設を利用するというフリーライ
ド（ただ乗り）の問題の解決など、現実に実行するとなると多くの課題がある。しかし
税金を基にした行政によるサービス提供や、純然たる寄付のみによるサービス提供と
は異なる新しい仕組みとして、考察する価値があるものと考えられる。 
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第５章 中心市街地問題の経緯とその対応 
 
（１）本章の目的 
 1980 年代後半から、地方都市を中心として、いわゆる中心市街地問題が語られることと
なった。これは、一言でいえば、モータリゼーションの進展、都市の基幹施設の郊外移転、
活発な郊外での商業開発等を背景として、駅前商店街にシンボライズされる旧来の中心市
街地が疲弊してきたことが、地域経営上の問題にとどまらず、政治問題化してきたことを指
す。国際的背景として、アメリカからの日本市場開放要求が存在したことも忘れてはならな
い。 
 そのこと自体は、消費者、生活者の行動様式や選好の変化に伴うもので、問題視するに当
たらないという見方も、一方では確固として存在する。また、中心市街地の疲弊自体が、高
齢化した商店主による事業努力の不十分さにあると捉える考え方もあろうし、何らかの対
応が必要だとしても消費者の選好に基づく変化である以上、有効な政策の立案は困難と考
える立場もあろう80。 
実際に、中心市街地の活性化を課題に掲げて、2000 年以後、逐次、開発規制の見直し、財
政措置など多面的な施策が講じられてきたが81、その効果は商店街の盛衰に関する限り目覚
ましいとは評価しがたい。 
 また、中心市街地については、高齢化の進展に伴い、医療・福祉機能の充実が期待され、
2010 年頃から政策立案サイドも視点の転換を図ってきた82。すなわち、中心市街地に求めら
れる機能は、環境に即して変化し得るということだと考えられる。 
 中心市街地とは、地域コミュニティのさまざまな活動、とりわけハレの活動が展開されて
きた場であることが多い。そこには、かつては、地域コミュニティを支える、あるいはそこ
に息吹く多様な主体、生産者、消費者、生活者が存在していた。そのような主体の活動が沈
滞してきたことが中心市街地の疲弊と関連していよう。また、地域コミュニティの一つの特
徴である相互扶助機能の低下も中心市街地の疲弊に関係していると考えられる。新しい公
共と地域コミュニティとの密接性を勘案すると、中心市街地の維持、再生あるいは、新たな
意味づけには、新しい公共に期待できる事柄があると考えられる。 
 本章は、このような視点に立って、中心市街地の疲弊に対応するためにどのような重要政
策、考え方の転換が起き、それらがいかに中心市街地に影響したのか明らかにすることを目
的とする。 
 なお、ここでの論点は、以下の２点である。 
 
                                                  
80 中小企業庁 新たな商店街政策の在り方検討会 中間取りまとめ 2017 
81 国土交通省 中心市街地再生のためのまちづくりのあり方に関する研究アドバイザリー会議
報告書 2005 
82 国土交通省 健康・医療・福祉のまちづくりの推進ガイドライン 2015 
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①中心市街地活性化政策にどのような変化が見られたか、明らかにすること。 
②中心市街地の役割自体の変化を明らかにすること。それが新しい公共といかなる関係が
生じたのか、明らかにすること。 
 
（２）中心市街地疲弊の背景 
 まず、中心市街地の疲弊はどのような背景の下、どのような過程を経て、深刻化していっ
たのを考察する。中心市街地とは、一般には都市の中心となる業務地区、商業地区を指し、
中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関する法律（以
下、中心市街地活性化法という。）では、その要件として、相当数の小売商業者が集積し、
及び都市機能が相当程度集積しており、その存在している市町村の中心としての役割を果
たしている市街地であること、等と規定している。以下、この中心市街地を、地方都市、中
小都市を念頭において考えてみたい。日本では、道路整備よりも鉄道整備が先行した地域が
多いという事情もあり、地方都市等では、駅前に商業市街地等が形成されることが、一つの
典型的なパターンであった。それら中心市街地の疲弊が 1990 年頃から、問題視され、序章
でも指摘したように、多くの事柄が、中心市街地の疲弊の背景として指摘されてきた。 
 1960 年代から始まった、モータリゼーション、車社会化が一つの背景であったことは疑
いがない（図表 5-1）。道路整備の進展と相まって急速に普及した自家用車は、消費者の日
常的な行動範囲を著しく拡大した。 
 
図表５－１ モータリゼーションの進展 
 
出典）国土交通省 中心市街地再生のためのまちづくりのあり方に関する研究アドバイザ
リー会議報告書資料編 2005 
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 同時に、中心市街地における用地取得難、相対的に高い地価は、大規模な小売商業施設の
郊外展開を促した。大規模な小売商業施設は、もともと郊外立地を目指していたわけではな
く、1980 年以前には、むしろ中心市街地に立地し83、既存中小小売商業者との共存が図られ
る例も多くみられた。 
 
図表５－２ 大規模商業施設の立地動向 
 
出典）国土交通省 中心市街地再生のためのまちづくりのあり方に関する研究アドバイザ
リー会議報告書資料編 2005 
 
また、モータリゼーションの進展は、自家用車に乗って出かけ、大きな駐車場に駐車して、
まとまった量の買い物を行うという購買様式を定着させていった。 
 また、地方自治体の庁舎、総合病院、図書館など、人の流動を増大させる公益施設の郊
外化も進展した。これもモータリゼーションを背景にした立地行動の一つである。 
  
                                                  
83 （社）日本ショッピングセンター協会資料 「店舗建設の動向について～大型店舗の動向を
中心に～」国土交通省まとめ 
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図表５－３ 公共公益施設の移転 
 
出典）国土交通省 中心市街地再生のためのまちづくりのあり方に関する研究アドバイザ  
リー会議報告書資料編 2005 
 
図表５－４ 病院の郊外立地の増加 
 
出典）国土交通省 中心市街地再生のためのまちづくりのあり方に関する研究アドバイザ  
リー会議報告書資料編 2005 
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 モータリゼーションは、さまざまな施設の立地に大きな影響を与え、それらは中心市街地
の疲弊に結果的に加担していったと指摘される。 
 諸施設が郊外化した典型的な地方都市の例として、秋田市を挙げることができる。秋田市
では、1960 年代の県庁、市役所の郊外移転に始まり、少し時間間隔があるものの 1990 年代
以後の県立図書館、総合病院の郊外移転、中心市街地での大規模小売商業施設の縮小・閉店、
郊外での大規模小売商業施設の相次ぐ出店が行われたが、それらにはいずれも都市計画面
からの計画性を見出すことはできず、中心市街地の疲弊をもたらしている。 
 
図表５－５ 秋田市の実態 
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図表５－６ 公共公益施設の移転動向の具体例 
 
出典）図表５－５，５－６いずれも国土交通省 中心市街地再生のためのまちづくりのあり
方に関する研究アドバイザリー会議報告書資料編 2005 
 
 もう一つの大きな構造要因は、地方都市で先行した人口減少があげられる。国土計画の章
で詳述したように、地方部から都市部への人口の流動は、地方部全般の沈滞化に直結してい
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ったが、中心市街地の疲弊にも大きな影響を与えた。とりわけ、商業市街地においては、商
圏内の人口減少は、すなわち売上高の減少につながるものであり、その影響には甚大なもの
があった。 
 中心市街地の商店街の努力不足の指摘が当を得ている場合も多いことも指摘されている。
阪上84は、商店街の店舗構成を消費者のニーズにあわせたものに見直すテナントミックス事
業の遅れや賃料の高止まりがもたらす空き店舗の増加、業種の多様性の低下、その商店街に
とっての異質な業種の出店などが商店街の魅力を失わせ、商店街を訪れる人の数が減少す
る結果となったと指摘する。 
 
（３）大規模小売店舗の立地規制の緩和 
 前述のような大規模小売店舗の立地の増加、とりわけ郊外部への立地の増加の背景には、
規制緩和の流れを一貫してみることができる。大規模小売店舗法の緩和、廃止の流れである。 
 大規模小売店舗法は、1973 年に制定されており、目的として、「消費者の利益の保護に
配慮しつつ、大規模小売店舗の事業活動を調整することにより、その周辺の中小小売業者の
事業活動の機会を適正に保護し、小売業の正常な発展を図ること」と規定した。目的規定が
明示するとおり、消費者の利益の保護に配慮と一定の留保をつけながらも、中小小売業者の
事業活動を保護するという、典型的な経済的規制を講じた法制であった。 
 規制対象として、第一種大規模小売店（店舗面積 3000 ㎡以上、特別区や指定都市におい
ては 6000 ㎡以上）、第二種大規模小売店（店舗面積 500 ㎡以上）の二種を掲げ、種別に応
じて、規制内容が異なるものの、開店日、店舗面積、閉店時刻、休業日数の項目について、
中小小売業者の事業機会の保護の観点から、調整が行われる。中小小売業者（立地ずみの大
規模小売店舗も含まれる）にとっては、自らの既得権益の確保につながる法制であった。こ
の法制の下で、1970 年代、1980 年代の大規模小売店舗の立地は、一部の例外年を除き年間
400 件までで推移していた。 
  
                                                  
84 阪上貴紀 大規模小売店舗に対する規制緩和と中心市街地の衰退 一橋経済学,3(2):117-
141 2009 
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図表５－７ 大規模商業施設の出店状況 
 
出典）国土交通省 中心市街地再生のためのまちづくりのあり方に関する研究アドバイザ  
リー会議報告書資料編 2005 
 
 しかし、この法制には、アメリカをはじめとする外国から、日本の市場を閉鎖的にしてい
る法制という観点から、批判の目が注がれることとなる。日米間の大きな貿易不均衡を課題
視するアメリカの要求により、1989 年から開始された日米構造協議では、日本市場の閉鎖
性、非関税障壁を、制度、慣習までをも含めたさまざまな面から課題視し、その改善が求め
られてきた。貯蓄投資バランスの改善のための公共投資の拡大、土地有効利用に向けた土地
税制の見直し、排他的取引慣行の是正、企業系列の透明化などの指摘事項の中に、流通構造
の是正として大規模小売店舗法の緩和が挙げられた。日本市場に進出しようとするアメリ
カ資本の大規模小売店舗の立地を阻害する要因と指摘され、トイザらスの出店問題85を日本
市場の閉鎖性の象徴とする戦術の妙もあり、また、いわゆる新自由主義に基づき国際社会が
規制緩和の波に洗われていた時期であったことも作用し、大規模小売店舗法は、1990 年以
後、累次の規制緩和86を重ねていくこととなる。例えば、1000 ㎡未満店舗の調整の原則不要
化、閉店時刻や年間休業日数の届出不要基準の緩和などであり、国法でなく地方自治体が独
自に法規制に上乗せしていた規制措置についても適正化と称する緩和、廃止が求められて
いった。この規制緩和の流れは、1900 年代の大規模小売店舗の立地件数の増加をもたらし
た。1990 年の 900 件超は例外的としても、年間 500 件を超える立地件数を数える年が出現
                                                  
85 トイザらスの出店問題の経緯についてアメリカ側から記述したものとして、 
https://store.hbr.org/product/toys-r-us-japan/796077?sku=796077-PDF-ENG 
86 この経緯については、林雅樹「我が国大規模店舗政策の変遷と現状」 レファレンス
2010.9、国立国会図書館調査及び立法考査局 に詳しい。 
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している。これらの立地は、先にみたように郊外部におけるものが相対的に多く、旧来の中
心市街地に打撃を与えたと考えられる。（前掲図表５－２参照） 
 累次の規制緩和の末に、大規模小売店舗法は、国際経済社会における批判の高まり、ＧＡ
ＴＳ第 16 条に規定する、サービス供給の数や事業量などの制限禁止への抵触の疑いなどか
ら、2000 年に廃止されるに至る。この廃止に際しては、経済的規制としての大規模小売店
舗法に代わって、大規模小売店舗が立地周辺に与える、交通渋滞、騒音、廃棄物問題などの
社会的問題の発生を回避することを目的として、いわゆる社会的規制法制として、大規模小
売店舗立地法が制定され（1998 年制定、2000 年施行）、その附則により、実質的に牽連性
があるとして大規模小売店舗法が廃止される法形式が採用された。 
 
図表５－８ 大規模小売店舗法と大規模小売店舗立地法の比較 
 
 大規模小売店舗法 大規模小売店舗立地法 
運用適用規模 第 1種大型小売店舗；店舗面積 3000 ㎡以上
（東京都特別区と政令指定都市は 6000 ㎡以
上） 
第 2種小売店舗：店舗面積 500 ㎡以上で第 1
種大型小売店舗以外のもの 
店舗面積 1000 ㎡超（都道府県、政令指定都市
はこの面積を超える基準を定めることができ
る） 
規制基準 経済的規制 社会的規制 
開店日時、売り場面積、閉店時間、休日日数 交通渋滞、駐車・駐輪、交通安全、騒音等の環
境への影響 
運用主体 国・都道府県 都道府県・政令指定都市 
手続きの時間 1 年以内 おおむね 1年以内 
出典）筆者ら作成 
 
（４）中心市街地政策の変化 
 前述の大規模小売店舗法の廃止、大規模小売店舗立地法の制定と同時期に、中心市街地を
活性化するための制度が講じられている。大規模小売店舗の立地への実質的な規制緩和に
対応して、中小小売業者側へのカウンターバランス的な政治的、政策的な配慮が行われた末
のものと見ることもできる。 
 1998 年に国会提出され成立した、中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活
性化の一体的推進に関する法律は、中心市街地における土地区画整理事業ほかの基盤整備
事業の促進と商業施設の整備などの施策を一体的に講じる、いわゆる支援的法制として誕
生している。同時に、都市計画法においても、用途規制を市町村の裁量でよりきめ細かく厳
格化等できる、特別用途地区制度の改善が講じられた。 
 1998 年の中心市街地活性化関連法案の施行によっても、2000 年代の中心市街地の疲弊
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に向けた危機感がやむことはなく、2005 年には、国土交通省に設けられた有識者会議87が、
報告書をまとめている。そこでは、都市計画・建築規制制度に関して、用途地域制度や開発
許可制度の緩やかさ、病院や社会福祉施設等の公益公共施設が開発許可の適用外となって
いることの問題、都市計画権限の多くが市町村に委ねられ広域的判断がなく開発が容認さ
れる傾向、などが指摘されている。さらに、人口減少時代にあって都市の低密度な拡散傾向
が続くと、中心市街地の空洞化の一層の進展、大規模小売店舗の地域間の取り合い、などが
懸念され、交通の観点からは公共交通の維持が困難となり、高齢者が暮らしにくい都市構造
となる、との指摘も行われた。 
 これを受けて、2006 年には、中心市街地の活性化関連法を拡充的に見直すとともに、都
市計画法の一部改正が行われ、床面積１万㎡超の店舗、映画館、アミューズメント施設、展
示場等の大規模集客施設や病院、福祉施設等の公共公益施設の立地に対する規制強化が行
われた。次章で、その政策について分析評価を進めることとするが、そのために必要な範囲
において、以下、都市計画法の見直しのポイントを挙げると下記のとおりである。 
① 従前の１２種の用途地域のうち、６種類の用途地域では、大規模小売店舗を含む大規模
集客施設が立地可能であったが、これを商業地域、準工業地域、近隣商業地域の３種類
の用途地域に限定。 
② 用途地域が指定されていない、いわゆる都市計画白地地域では、大規模集客施設は立地
不可 
③ ただし、規制強化される用途地域（第二種住居地域、準住居地域、工業地域）又は白地
地域では、用途緩和型の地区計画を定めれば、大規模集客施設の立地は可能 
④ 市街化調整区域において大規模開発であれば許可できるとしている基準を廃止。また、
病院、福祉施設、学校等も開発許可が必要 
⑤ 準都市計画区域について広く指定できるよう要件を見直し、指定権者を都道府県に変更 
 
この規制強化については、経済界から、賛否両論があった88。大規模小売店舗を展開する
企業の視点からは、日本チェーンストア協会のコメント等にみられるように、市街化区域に
おける全国一律の用途の純化は疑問、土地利用規制は地域の選択に任せるべきなどの声が
あがった。他方、中小小売事業者等を構成員に多数擁する日本商工会議所は、中心市街地の
商業機能を維持する観点から、用途規制の強化や郊外開発の抑制、施設立地に係る広域調整
メカニズムの必要性を指摘する声もあがった。広域調整の必要性の指摘は、研究者から89も
あがった。 
 
                                                  
87 国土交通省 中心市街地再生のためのまちづくりのあり方に関する研究アドバイザリー会議
報告書 2005 
88 日商等４団体 まちづくり推進のための新たな枠組みの構築に関する要望 2005 
 日本チェーンストア協会 都市計画制度等の見直しの与党合意に対するコメント 2005 
89 駒木伸比古 日本地理学会発表要旨集 2010s(0),66-66,2010. 
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図表５－９ 規制強化策への経済界の反応 
 
（５）都市政策と医療・福祉政策の連携重視への転換 
 都市政策に影響を及ぼす最大の要因はいうまでもなく人口動態である。全国人口は既に
減少に転じているが、人口減少と同時に進行する高齢化（特に高齢者の実数の増加）は都市
のありように大きな影響を与える。 
物的施設については、バリアフリー、ユニバーサルデザインの考え方の普遍化が求められ
るようになった。既に、駅へのエレベーター、エスカレーターの設置や、歩道の段差の切り
下げについては、法的枠組みも用いながら着実な進展がみられる。都市機能面でも、病院な
どの医療機能、介護施設や特別養護老人ホームなどの福祉機能の必要性は切実さを増して
きた。 
また、余暇時間の増大に伴い、図書館等などの文教機能にも、都市政策はより関心を深め
ていくことが求められるようになった。それらの施設・機能については、量的な充足の視点
が比較的重視されてきたが、都市の形や使い方が変わってくる中で、立地への配慮も大事に
なってきた。 
 中心市街地の活性化を図る上でも、商業機能のみでなく医療・福祉機能に目を向けること
が現実的である。中心市街地において、医療・福祉施設を計画的に配置し、質の高い居住機
能が提供され、さらに広場機能等も用意されれば、高齢者を始め市民が行き交える、集える、
語らい合える、これからの日本社会が必要とする空間を形成していくことができる。そのた
めにも、都市政策と医療・福祉政策、さらには文教政策の一部の連携がますます重要になっ
てくる。これは、道路、公園などの施設整備や都市開発事業、あるいは建築物の用途・容量
規制などを中心としてきた都市政策、都市計画が、視野を横に広げていくことに他ならない。 
実際に、政府における検討も 2010 年頃から、都市政策と医療・福祉政策の連携が多様に
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模索されてきた。例えば、2011 年には国土交通省都市局に設けられた有識者会議において、
健康・医療・福祉施設や交流の場の計画的な立地の促進について、「健康・医療・福祉政策
と連携した都市計画マスタープラン等の策定と、それに基づく施設の立地促進ための仕組
みが必要」、また、関連して「コミュニティ活動を支える仕組みづくりが必要」などの提言
90が行われた。このような検討は、2014 年には「健康・医療・福祉のまちづくりの推進ガイ
ドライン」91の地方公共団体への技術的助言としての発出などの政策につながってきた。現
在では、中心市街地政策と関係するコンパクトシティ政策に関して、国土交通省を中心に、
厚生労働省、総務省など多くの省庁の連携体制が整えられている。 
 高齢社会とは、換言すると、退職後に高齢者として生活する時間が長い社会、あるいは、
高齢期に患いを持ちながら生活する可能性が高い社会でもある。また、人間一人ひとりが、
企業などの働き場所の中でなく、地域で生活する時間が長くなる社会である。高齢社会を支
える特別養護老人ホームなどの施設供給に着目すると、地価負担力等の問題もあり、高齢者
の全てに求められる立地で対応することは困難である。施設介護から在宅介護への転換が
模索されている。終末医療（ターミナルケア）に関しても、病院でなく、自宅で看取られる
在宅医療の必要性が唱えられている。つまり、医療、介護、家庭などが連携した地域での包
括的なケアシステムの構築が求められ、政府からの施策提供などが行われている92。 
高齢者に限らず脳卒中などの疾患を患った後には、長期間のリハビリテーションが必要
となる。発症から程なく適度のリハビリに入ること、それを適切に継続することが、回復の
重要な要素であるが、リハビリの過程の全てを病院等の施設内でこなすことは難しい。病院
に近接する範囲で、ネットワーク化され、段差の排除などにも配慮の行き届いた街路や広場
機能があり、さらにそれらが時間消費を楽しくする要素に恵まれたものであれば、リハビリ
に有効な空間としても機能する。また、予防医学の観点からは、高齢者の身体活動量と健康
増進や疾病予防との関係の研究も実証的に進められている93。 
そのような配慮の行き届いたまちは、高齢者や病後の者だけでなく、誰にとっても安心で
安全なまちである。 
2006 年の都市計画法の改正により、医療施設等も開発に際して許可を要することとされ
た。中心市街地の空洞化の要因対策の一環として、病院等が中心市街地の用地確保難、地価
負担を回避し、郊外化していったことに、歯止めをかけようとするものである。郊外立地し
た病院には公共交通機関でのアクセス確保が十分でなく、クルマによる行き来を余儀なく
されている場合も多い。これは、都市計画と市場の対話の不足がもたらした一つの姿とも考
                                                  
90 国土交通省都市局 都市型コミュニティのあり方とまちづくり方策検討調査 2011 
91 国土交通省都市局 健康・医療・福祉のまちづくりの推進ガイドライン 2014 
92 国土交通省ＨＰに、地域包括ケアシステムの政府支援策、ガイドライン等が一覧整理されて
いる。 
http://www.mlit.go.jp/toshi/city_plan/toshi_city_plan_tk_000024.html 
93 （株）つくばウェルネスリサーチの研究によれば、新潟県見附市で行われている大規模健康
づくり事業では、継続的に運動を実施する高齢者群は、実施しない群と比較して年間約 10 万
円医療費が少ないという結果が示されている。 
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えられる。 
また、安心で安全なまちは、いわゆるハード施設だけで成り立つものではない。医療・介
護に携わる専門職だけでなく、行政では手が届きにくいとしてもなお公共性の高い日常の
見守り、配食サービスなどをカバーするＮＰＯなどの多様な担い手、コミュニティの互助、
共助などが見られる94ようになった。長野県は、長い平均寿命、平均在院日数と老人医療費
の抑制を実現95しているが、保健指導員という独自制度で強化されたコミュニティシステム
によって支えられている。 
高齢化社会に対応する中で、都市政策、都市計画には、その視点を、行政が自ら執行する、
あるいは都市計画というリジッドな手法により実効を担保していく領域から、市民、ＮＰＯ
などの多様な担い手の活動を誘導する領域へと幅を広げていくことが求められてきた。 
 
図表５－10 後期高齢者単位当たり病床数と医療費の関係 
  
出典）（一社）中央政策研究所 都道府県医療費目標設定に向けての提言（後期高齢者医療
費） 平成 26 年 7 月 
 
（６）本章のまとめ（中心市街地の意義の再定義） 
本章では、中心市街地問題への対応について議論した。論点として掲げた点に沿って本章
                                                  
94 奥野信宏・栗田卓也 新しい公共を担う人々びと 岩波書店 2010 
奥野信宏・栗田卓也 都市に生きる新しい公共 岩波書店 2012 等に実例が示されてい
る。 
95 長野県ＨＰ https://ace.nagano.jp/topic/1131  
宮崎忠明 健康長寿の長野県 日本人間ドック学会、Vol17-4、pp7-11 2003 
等に詳しい。 
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のまとめを行う。 
 
①中心市街地政策は、駅前商店会などに代表される商業機能が争点となってきたところか
ら、2010 年頃から、高齢化等の人口動態を反映し、都市政策と医療・福祉政策との連
携が深められてきた。 
中心市街地は、小売商業機能以外に、業務機能、居住機能、福祉機能、医療機能、文
化機能など多様な機能で構成されるが、商業空間依存という従前の中心市街地の形に拘
らず、福祉施設や文教施設の集積など、商業以外の観点から中心市街地を考えることの
重要性が大きくなってきたことが明らかとなった。 
②中心市街地は、まちの顔である、祭りなどの伝統文化の継承の舞台であるという指摘も
されてきた。効率性の観点からは、その価値は軽視されがちである。しかし、地域が個
性を競い合う時代になればなるほど、まちの顔、伝統、文化の継承の場としての中心市
街地の重要性は、効率性の視点を離れて認識されてきた。欧米では、中心市街地でクル
マが排除された広場的空間に人々が集っていることが報告されている。その空間には、
シンボル的な広場、教会、ホールなどの建築物が存在し、中心市街地がコミュニティを
支える空間として維持されている。我が国では、中心市街地の疲弊に歯止めがかからな
かったことは、日本人自身の生活様式、生活実感の中に中心市街地が明確な位置を占め
ていなかった、と考えることもできる。日本が高齢社会に転じていく中で、コミュニテ
ィの醸成空間としての中心市街地、高齢者を始め市民が生き生きと歩く空間としての
中心市街地は、新たな位置づけが必要であり、その葛藤が 1980 年代から創成されてき
たものと理解できる。 
コミュニティの核の一つとなる中心市街地には、多様な担い手が、新たな視点から、
多様な機能を持ちこんできた。高齢者に地域での再度の活躍の場所を作る、孫世代に高
齢世代が経験を語り継ぐ場所を作るなどの営みを、新しい公共の担い手が展開していく
場としても相応しいと考えられる。 
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第１部のまとめ（と第２部への足がかり） 
 
 第１部では、第１章から第４章において、人口減少、高齢化、財政制約など厳しい社会経
済情勢の中で、我が国におけるまちづくりに際する新しい公共の考え方の重要性、有効性
が、その検討過程とともに示された。 
 第５章では、政策議論において注目を集めてきた中心市街地政策を振り返り、過度に商業
機能に依存することなく、高齢化などの人口動態を踏まえて、医療・福祉などの機能を重視
することの必要性や政策転換の実際が整理された。さらに、中心市街地が多様性を増すほ
ど、それを支える担い手も多様性が求められ、新しい公共の考え方とも親和性を増すことが
示唆された。 
また、中心市街地政策に関して、講じられた都市計画規制については、経済界中心に賛否
両論があったことが示された。これは、商業機会を奪い合う大規模事業者と中小事業者の利
害対立として捉えられるが、都市計画規制について、立場を異にすることで評価が異なり得
ることを強く示唆するものであった。 
このため、第６章においては、規制強化策について工学、経済学という異なるアカデミズ
ムの視点を対称させつつ評価分析を行い、政策へのインプリケーションの共有を図る。 
また、第７章においては、中心市街地等で新しい公共の担い手が活動していく際に克服す
べき代表的課題としての資金調達問題について、寄付によることの実効性等を社会実験に
よりつつ考察することで、この点での政策へのインプリケーションを導出する。 
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第２部 中心市街地の活性化に向けた実際 
 
第６章 中心市街地に係る規制強化策の考察 
 
（１）本章の目的 
第５章でみてきたとおり、中心市街地に関する政策としては、1998 年に中心市街地活性
化法の制定等が行われているが、中心市街地の活性化はなお依然として大きな政策課題で
あり続け、都市計画法、中心市街地活性化法などの制度改正が 2006 年の国会で成立してい
る。中心市街地の疲弊に関連して都市計画規制の強化について、多くの利害関係者が立場を
異にし、その是非は長らく議論の俎上におかれてきた。 
 この問題に対するアカデミズムの考え方は一様ではない。都市工学を始めとした工学の
側からは、例えば中心部への来街者の減少、空き店舗の発生等を理由として、政策的介入が
支持される96ことが多い。経済学は、市場を通じた調整の結果として上記のような事象が生
じたとしても、それ自体を直ちに問題視すべきでないという立場97に立つ。本章は、上記の
ようにアカデミズムにおいて異なる立場があり得る政策課題について、政策決定プロセス
を検証し、有効な政策立案のためのインンプリケーションを得ることを目的とする。 
 
本章の論点は、以下の 2点である。 
①工学、経済学双方の立場からの中心市街地問題への視座の相違を明らかにすること 
②中心市街地活性化政策の評価から政策インプリケーションを導出すること  
 
（２）中心市街地に関する制度改正の企画立案プロセス  
1995 年の WTO「サービスの貿易に関する一般協定」の発効を受けた、大規模小売店舗の郊
外立地に関連する政策の検討における政策立案者による中心市街地問題の最大公約数的な
理解は、前章でみたように以下のように解される。 
・これまでの市街地整備のうち、大規模商業施設に着目すると、1990 年以後、大店法の規
制緩和などにより、郊外部への進出が活発化し交通渋滞等の、環境問題が引き起こされた。 
・特に地方都市では、郊外部の開発等は既成中心市街地の商業集積の低下、居住人口や来街
者の減少、空き店舗の発生を引き起こした。 
・これらの傾向は、モータリゼーションの進展と郊外部でのバイパス整備、中心市街地での
駐車場不足、消費者需要の変化への中心市街地側の対応に立ち遅れにより加速された。 
                                                  
96 野口和男 中心市街地衰退化の要因と対策 区画整理 2006 年 7 月 
  小林敏樹、水口俊典 公益施設整備の多様性からみた中心市街地活性化に関する研究 2000
年度第 35 回日本都市計画学会学術研究論文集 
97 中川雅之 都市住宅政策の経済分析 日本評論社 2003 
  黒川和美 大規模集積施設の郊外立地規制（改正都市計画法）についてのエコノミストの考
え方 日本不動産学会誌第 20 巻第 2 号 2006・9 
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政策の企画立案過程においては、主として中心市街地の中小小売業者にとっての「政治的
に認識しやすい問題」を矛盾なく説明しうるというシナリオが選択され、政策として、「郊
外部等での大規模商業施設等の立地の抑制」、「中心市街地への政策資源の投入」という政策
が採用されている。前者は、都市計画法による市街化区域と市街化調整区域の線引き、開
発許可、用途地域の指定等であるし、2006 年の都市計画法改正による規制強化もその脈絡
にある。後者として、中心市街地活性化法に基づき、インフラ整備、アーケード等の施設整
備への支援、アドバイザー派遣などが行われている。 
このような個別問題への直接的な対処を優先するアプローチは、政治的に認識しやすい
問題の解決には非常に有効である反面、他の消費者の便益に与える総体的な影響や個々の
事象間の相互作用に関しては、あまり関心が払われない可能性がある。 
さらに、2006 年国会で成立した都市計画法、中心市街地活性化法の制度改正は、大規模
商業施設の規制を強化することにより、1998 年の制度創設によっても解決できなかった個
別問題への対応を強化している。そのアプローチのスタイルには、コンパクトシティを目指
すという政策ミッションを念頭においた郊外化の抑制の方向性が見いだされる。 
 
（３）中心市街地に関する工学、経済学からの各々の捉え方  
①工学の見地からの中心市街地問題の捉え方 
 工学の見地からは、 
ⅰ人口、商業、公益施設の郊外化、 消費者の行動空間の拡大、 駐車場不足など中心市街
地へのアクセス条件の不十分さ等を要因として、 
ⅱ中心市街地の商業機能、居住機能等の空洞化が生じ、 
ⅲその結果、都市の顔、アイデンティティの喪失、複合的な都市空間の喪失、過度な車依
存社会、インフラ等の既存ストックの活用度の低下、高齢者等の生活環境悪化などの問
題が発生している 
という指摘98が行われることが多い。ⅰ～ⅲの事象を、政策対応を要すると認識することの
背景には、特に近年の、コンパクトシティという稠密に人口、諸機能が集積した都市が、望
ましいとの考え方への広範な支持と関係があると考えられる。この立場からは、対応策とし
て、都市のマスタープランの策定、これを通じた地域の合意形成、中心市街地への人口・諸
機能の誘導、郊外部の大規模商業施設・公益施設の立地抑制策等が主張99される。ただし、
                                                  
98 稲田和美 地方都市における地域構造の変化と中心市街地の活性化方策-水戸市を事例とし
て- 都市住宅学 15 号 1996 AUTUMN   
 小林重敬 中心市街地と都市居住 都市住宅学 25 号 1999 SPRING  
99 海道清信 コンパクトシティ論と中心市街地再生-英国での議論およびドイツ都市との比較
から- 都市計画第 48 巻第 3 号 1999 
 室田篤利 地方都市における都心部空洞化と立地特性に関する研究 運輸政策研究 Vol.6 
No.1 2003 Spring 
野口和男 中心市街地衰退化の要因と対策 区画整理 2006 年 7 月  
小林敏樹、水口俊典 公益施設の移転立地動向・跡地利用の実態と中心市街地活性化に向け
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大西100のように「中心商店街の活性化は市街地全体の活性化のひとつの手段であるが、消費
者の利便性を下げてまで、政策的に推進する正当性があるわけではない」とする指摘もある。
つまり、工学の見地からの中心市街地問題は、必ずしも解が一つではないと言える。 
 
②経済学の見地からの中心市街地問題の捉え方 
 経済学の見地からは、均衡状態にある都市構造は資源配分の観点から効率性が確保され
ており、分配上の問題を抱えるケース、外部性が発生しているケース以外は、原則的に公的
なセクターは関与すべきでないという立場101に立つ。中心市街地問題を郊外化の一つのプロ
セスと捉えれば、単心型都市モデル、ティブーモデル、エッジシティモデルの 3つの仮説に
よる説明を行うことが可能である。 
単心型都市モデルは、交通コストの低下に伴い郊外化が進展することを予想する。所得上
昇の影響は住宅需要の所得弾力性と機会費用との相対関係によって決定されるが、実証的
には郊外化をもたらすとされることが多い。ティブーモデルは、中心部の治安、行政サービ
ス水準などが郊外に比して劣悪な場合、郊外化が進展することを予想する。Henderson and 
Mitra102によって示されたエッジシティモデルは、戦略的に郊外部に業務地区、商業地区を
形成するデベロッパーの行動が、都市構造を大きく変えることを示している。佐々木ら103は、
このエッジシティモデルを用いてわが国の中心市街地の空洞化に経済学的な説明を与えて
いる。 
経済学による土地利用の決定は、商業者、居住者が各立地点の土地に関して支払ってもよ
い最大限の価格（付け値）を有しており、オークションにかけられた土地に対して最高の価
格を提示したものが落札し、土地利用が決定するという構造をとっている。立地点ごとに各
主体の付け値を結んだものを付け値曲線といい、エッジ指定モデルは戦略的なディベロッ
パーによる郊外開発が、既存の中心業務地区を中心とした構造の付け値曲線に変化を与え
ることを、そのエッセンスとしている。具体的には、ディベロッパーが戦略的に既存都市の
郊外部で開発を行い、新しい業務地区を形成した場合、エッジシティへの通勤の方が交通費
用を節約できる家計と、それらの者に合成財を供給する商業者により、エッジシティの住宅
地と商業地が形成される。このため CBD（中心業務市街地）に通う家計の付け値曲線及び CBD
の商業セクターの付け値曲線は、家計、商業機能が一部エッジシティに奪われることを通じ
て下方にシフトし、都心の一部の商業地では住宅地への土地利用転換が必要になる。 
一般に商業用途から住宅用途へ転換する場合には、従前商業建築物の撤去、新規居住用建
                                                  
たその整備の方向性-中心市街地活性化担当部局へのアンケート調査から- 日本都市計画学
会都市計画論文集 No.40-3  2005 年 10 月 
100 大西隆 中心市街地問題の構造と活性化の課題 都市問題第 89 巻第 10 号 1998 
101 金本良嗣 都市経済学 東洋経済新報社 2000 
 土居丈朗 入門公共経済学 日本評論社 2002 
102 Henderson,J.V. and A.Mitra “The New Urban Landscape:Developers and Edge Cities,” 
Regional Science and Urban Economics. 34:2, pp207-229  1999 
103 佐々木公明・張陽 エッジシティの形成と都心の空洞化 都市問題研究第 51 巻第 5号 1999 
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築物の新設、建築物の使用変更などのハード面でのコストが発生するものと考えられる。ま
た、従前の商業地としての地代から居住地としての地代への下方修正を、地主が受け入れる
ための時間コストなども想定される（以下、土地利用転換コストという）。その場合、住宅
地の付け値曲線はそのコスト分だけ下方にシフトし、農業地代を下回って負の値を示すケ
ースも想定される。このようなケースにおいては、一部の中心部の商業地域では、住宅地へ
の転換が進まず未利用のまま放置されることとなる。 
 
 
図表６－１ エッジシティのモデル図 
 
 
 
 なお、近年のタワーマンションの都市中心部への立地動向をエッジシティモデルとの関
係で考察しておくこととする。タワーマンションは、居住用途であり図表６－１中の家計
の付け値曲線に影響するものである。タワーマンションは単位面積当たりの土地への居住
密度が高いことから建築費の増加分を考慮しても、一戸建て等に比して地価負担力が高
い、すなわち家計の付け値曲線を上方にシフトさせる要因（図中①の上方移動）と考えら
れる。加えて、近年の都市中心部における百貨店の撤退に象徴されるような商業の空洞化
は、企業の付け値曲線を下方にシフトさせていると考えられる。したがって、企業の付け
値曲線と家計の付け値曲線の交点は、従前より中心部にシフト（図中②の交点の左方移
動）することになる、このような複合的な要因により、都市中心部での土地利用の変化が
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説明されることとなる。また、合成付け値曲線を上方シフトさせることは、空閑地を生じ
させる可能性も減じる（図中③の上方移動）こととなる。しかしながら、この点も含め、
エッジシティモデルの妥当性は継続的に検証されることが必要と考えられる。 
 
 
図表６－２ エッジシティのモデル図（タワーマンションの立地を考慮） 
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（４）中心市街地問題への工学、経済学アプローチの対比  
①総体的なアプローチの対比 
 浅見104が指摘するように、工学のアプローチは、市民的価値観、専門家間の議論などから、
あるべき都市像に照らして、対象事象を問題視すべきか否かを決定する。そして、「問題が
ある限り」その事象を解消、緩和することが必要とされ、現場で受容可能な対応策が検討さ
れる。この学問的特徴を反映して、分析手法としては、個別の地区の実態に着目して、即地
的な要因、対応策等を検討していくアプローチをとっているものが多い。 
一方、経済学のアプローチは、社会全体の経済厚生を最大化することに関心が振り向けら
れ、ある事象が特定のグループの経済厚生を引き下げても、全体の経済厚生が上がっている
場合、個別問題に対処して、全体の厚生水準を下げることは避けるべきと考える。 
このように採用しているアプローチが異なるにも関わらず、工学上の中心市街地問題の
解釈と経済学のエッジシティモデルは似たシナリオに基づいている。しかし、その政策的な
インプリケーションは大きく異なる。工学は、都心部での商業機能の低下、居住者の減少と
いう現象に対して政策的な関与を行うことに比較的寛容だが、経済学は慎重である場合が
多い。それは、工学的アプローチの、「コンパクトシティなどのあるべき都市の像に比較し
て問題を抽出しよう」とする側面については、経済学が①そもそも、消費者の選好や企業の
収益構造について不完全な情報しかない公共部門が望ましい都市構造を事前に示すことに、
非常に懐疑的な立場に立っていること、加えて工学的アプローチの「個別の都市問題を解決
しようとする側面」についても、②都市構造は多数の参加者の非常に複雑な相互作用により
形成されているため、郊外化の要因の特定には慎重さが必要との立場に立っていること、③
郊外化の原因が特定されたとしても、個別問題を解決するために、外部性や分配上の問題が
明確な場合以外の強い介入は、消費者の経済厚生が低下する可能性があるとする立場に立
っていること、に起因している。このため、経済学的なアプローチに立脚して政策の企画立
案を行うとする立場からは、②に関する実証的な検証を経た後に、外部性や分配上の問題を
特定した必要最小限で的確な介入を行うことを求めようとする。 
 
②都市全体の経済厚生に関する解釈の対比 
人口、商業、公益施設の外延化として整理されている事象が都市全体の経済厚生にもたら
す影響を評価しようとする試みは、工学の見地からはあまり明示的には取り上げられず、む
しろ、都市計画決定手続きやマスタープラン策定手続きなどの合意プロセスを経ることを
重視する。しかし、これらの行政上のプロセスは、参加者が限定されていること、十分に科
学的な資料が提供されているか、など、都市住民の選好を問う仕組みとしては問題を抱えて
いるとの指摘も行われる。 
 経済学の見地からは、都市住民の選好を問う仕組みとして都市計画などのプロセスより
                                                  
104 浅見泰史 住宅政策における市場と計画 岩田規久男・八田達夫編『住宅の経済学』  
日本経済新聞社 1997 
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は、市場を通じて表明された結果の方が、信頼がおけるという立場に立つ。このため、人口、
商業の外延化・郊外立地は、交通技術の進展などの新しい環境下で、家計や企業が新たな最
適化を行い、土地市場等での調整を経て新しい均衡が実現したものであり、それ自体が直ち
に問題視されることはない、とする。エッジシティの建設に伴って中心部から業務機能、商
業機能が奪われることになっても、佐々木らのシミュレーションにおいて、社会厚生は、広
い範囲の想定に対してプラスであるとの結論を得ている。但し、土地利用転換コストを理由
とする遊休地の発生、分配上の問題が生じている場合などについては、政策的な介入が支持
されることがある。例えば前者については、公的セクターが介入することで、不完全情報や
協調の失敗などを是正することができる場合が想定される。後者については、中心部に低所
得者などが取り残され郊外の就業機会にアクセスできない問題が米国で指摘されている。 
 なお、郊外部の大規模商業施設の立地に伴う、周辺の道路の交通渋滞、騒音の発生などの
問題も都市全体の厚生水準を左右する要素である。工学の見地からは、住民の周辺環境を良
好に維持、改善するために、事業者側の負担による措置、公共主体による基盤整備、事業活
動の規制等が必要とされる。大規模小売店舗立地法では、大規模商業施設の立地に際して、
周辺環境への影響評価と商業施設立地者による対応の義務づけが行われた。経済学の、外部
性への対処のために求められる政策的対応も、この点については工学側からの提案と大き
な相違はない。 
他方、都市構造に関する直接的な介入を行おうとする場合、個別問題が存在するから政策
的介入が支持されるというロジックについては、経済学の立場からは、都市構造への介入を
何らかの理由で手段として採用せざるを得ないとしても、それが支持されるのは、郊外化が
もたらしている各種のデメリットが消費者の利便性の向上などを凌駕している場合に限ら
れる、とする。このような判断には、郊外開発がもたらしている外部性や分配問題などの問
題の特定化と量的な評価、それが都市全体の厚生水準にもたらしている影響の評価という
慎重なプロセスが求められよう。その場合の政策の選択肢としても、それをもたらしている
モータリゼーションや個別の開発行為に関する外部性の内部化（開発に起因する交通処理
に要するインフラ整備の開発者負担等）などの手法との対比が検討されるべきと考える。 
 
（５）中心市街地問題をもたらす要因についての実証分析 
①中心都市からの郊外化に関する実証分析 
（データ） 
 都市の中心部と郊外の相対的な人口配分を議論する場合、行政界としての都市ではなく、
経済的に一体性を有する複数の市町村の都市圏の概念が必要になるが、本研究では中心都
市の定義による結果の変動を避けるため、既に提唱されている都市圏概念のうち最も緩や
かな日経産業消費研究所のものを採用している。これは、中心都市に明確な定義を与えず、
通勤・通学者の 10％以上を吸収しているという、市町村間の結びつきのみに着目して都市
圏を定義したものである。全国で 762 の都市圏を認識することができるが、本研究ではその
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うち都市圏人口が 15 万人以上の 187 の都市圏を採用している。 
この都市圏を基に、1990～2000 年の人口、課税所得額、地方公共団体の財政力指数、乗
用車保有台数などについては｢民力 2001｣（朝日新聞社）、刑法犯認知件数などについては「統
計でみる市区町村の姿」（総務省統計局）の市町村別データを、都市圏の中心都市と郊外に
再分類することでデータを作成している。図表６－３にあるように、米国と同様郊外部での
人口増加数が多く、わが国においても都市圏レベルでの郊外化が進展していることがわか
る。 
 
図表６－３ 中心都市・郊外の人口増加数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（実証モデルを用いた推計） 
本節では、全国の 187 都市圏を対象に、中心都市と周辺都市間の郊外化について、1995
年、2000 年のデータを用いた実証分析を行っている。なお同時性を回避するために説明変
数は 1期前のものを用いている。 
 用いた変数の諸元は、図表６－４に記述している。高齢者人口比率、若年人口比率は自然
増減をコントロールするために用いている。単心型都市モデルに関連する変数として、中心
都市所得水準、中心都市乗用車保有台数、ティブーモデルについては、小売業総商店数、中
心都市財政力指数、刑法犯認知件数、エッジシティモデルについては郊外大規模小売店舗床
面積を採用している。 
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図表６－４ 変数の内容 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（推定結果） 
 推定結果が図表６－５に整理されている。中心都市の地域環境を、小売業総商店数と財政
力指数でコントロールしたものをモデル１、これに刑法犯認知件数を加えたものをモデル
２として示している。 
高齢者比率については、概ね予想と整合的で有意な推定結果が得られている。通常郊外化
の要因として取り上げられることの多い、所得水準及び交通コストのうち、所得水準につい
ては全ての推定結果について、負で有意な係数が得られている。この結果は、所得水準の上
昇が機会費用を増加させる効果が大きく、集中化を推進することを示している。しかし、こ
れは大きな集積を有する中心都市ほど生産性が高く所得が高いという、逆の因果関係に基
づくものである可能性もある。一方、モータリゼーションの進展を示す一人当たり乗用車保
有台数に関しては、全てのケースにおいて有意な正の係数を得ている。この結果は、理論の
予想及び米国での推定結果と整合的である。 
コミュニティの選好に関連するものとして、小売業総商店数について有意な負の係数が
得られている。このことは商業機能が高いほど居住者も集中していることを示唆している。
しかし、将来の行政負担を代理する財政力指数については、有意な係数が得られていない。
刑法犯認知件数などネガティブな地域環境も有意な係数が得られていない。 
大規模商業施設に関しては、有意な係数が得られていない。データからは大規模商業施設
の立地が、中心都市、郊外というレベルに関する都市構造には、有意な影響を与えていない
変数名 変数の内容 (3)式に関して
予想される符号
Pop（人口比） 中心都市の人口／都市圏の人口
（国勢調査（総務省））
Area（面積比） 2000年の中心都市の面積／2000年の都市圏の面積
（都道府県市町村別面積調（国土交通省））
高齢者比率 中心都市の65歳以上人口／都市圏の65歳以上人口 >0
（住民基本台帳人口要覧（総務省））
若年者比率 中心都市の２４歳以下人口／都市圏の24歳以下人口 <0
（住民基本台帳人口要覧（総務省））
中心都市所得水準 中心都市の一人当たり課税対象所得額／都市圏の一人当たり課税所得額 >0
(市町村課税状況等調（総務省））
中心都市乗用車保有台数 中心都市の一人当り乗用自動車保有台数／都市圏の一人当り乗用車保有台数 >0
（車種別自動車保有車両数月報（国土交通省））
都市圏乗用車保有台数 都市圏の一人当たり乗用自動車保有台数 >0
（車種別自動車保有車両数月報（国土交通省））
小売業総商店数 中心都市の小売業総商店数／都市圏の小売業総商店数
（商業統計表（経済産業省）
中心都市財政力指数 中心都市の財政力指数 <0
（民力2004（朝日新聞社））
刑法犯認知件数 中心都市の一人当たり刑法犯認知件数 >0
（統計でみる市区町村の姿（総務省））
郊外大規模小売店舗床面積 ln(郊外都市における大規模小売店舗床面積) >0
（国土交通省調）
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ことが示されている。 
 
図表６－５ 都市圏郊外化の推定：被説明変数 In(PoP)/In(Area) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑤ 中心市街地の衰退に関する実証分析 
前節では中心都市の人口を対象としていたのに対して、精度を上げるために、本節におい
ては、いわゆる中心市街地問題として認識される中心都市の中心部での人口減少に関する
分析を加える。ここで中心部の人口として、中心市街地活性化地区を含む 3k ㎡四方の人口
を用いている。データは三大都市圏以外、政令指定都市以外の人口 20 万人以上都市につい
て、中心部人口を整理した国土交通省資料を使用している。モータリゼーションの進展度合
いについて、図表６－５と同様に都市圏の一人当たり乗用車保有台数を用いたものをモデ
ル１、中心都市の一人当たり乗用車保有台数の都市圏全体の数値に対する比率を用いたも
のを、モデル２として推定を行った。前節の推定との相違点は、この他、ⅰ中心部の地域環
境をコントロールする財政力指数、刑法犯認知件数については、中心市街地のデータが得ら
れなかったため、使用していないこと、ⅱ高齢者人口比率、若年者人口比率及び小売業総商
店数については、ここでは、土地利用転換費用を代理するものとして用いていること、があ
げられる。 
図表６－６に報告されている 1995 年の推定結果では、殆どの変数が有意でない中、唯一
　　　1995年 　　　2000年
       モデル１ 　　　モデル２ 　　　　モデル１ 　　　モデル２
高齢者比率(-1期) 1.0892 * 0.9520 1.1586 ** 1.2165 **
(0.5925) (0.6477) (0.5383) (0.5433)
若年者比率(-1期） -0.7843 ** -0.6717 -0.5602 -0.5162
(0.3873) (0.4181) (0.3767) (0.3808)
中心市所得水準(-1期） -1.0055 ** -1.1927 ** -1.1069 ** -1.1341 **
(0.4496) (0.4993) (0.5000) (0.5016)
都市圏乗用車保有台数(-1期） 0.9040 ** 0.8941 * 0.6208 ** 0.6656 **
(0.4198) (0.4572) (0.3086) (0.3136)
小売業総商店数(-1期） -1.9355 *** -1.9004 *** -2.1974 *** -2.3069 ***
(0.4396) (0.4801) (0.4300) (0.4500)
中心都市財政力指数(-1期） -0.0707 -0.0783 0.0056 -0.0095
(0.0660) (0.0733) (0.0712) (0.0735)
刑法犯認知件数（-1期） -2.7854 2.7250
(4.1544) (3.2618)
郊外大規模小売店舗床面積(-1期 -0.0017 -0.0017 -0.0048 -0.0075
(0.0106) (0.0118) (0.0097) (0.0102)
土地比率の逆数 -0.2686 *** -0.2633 *** -0.2658 *** -0.2659 ***
(0.0238) (0.0118) (0.0219) (0.0220)
定数項 2.1759 *** 2.4203 *** 2.2450 *** 2.2662 ***
(0.5386) (0.5848) (0.5675) (0.5687)
修正済決定係数 0.7012 0.6844 0.7215 0.7208
F値 37.96 28.71 47.95 42.60
サンプル数 127 116 146 146
注）*、*＊、*＊＊はそれぞれ10％、5％、1％水準で有意であることを示す。
 83 
 
有意で整合的な係数が推定されているのは、中心市街地の面積比率の逆数である。 
これに対して、2000 年の推定結果は、モータリゼーションの進展を代理する変数である
乗用車保有台数が、モデル１においてもモデル２においても、10％水準ではあるものの、有
意に推定されている。また、郊外に立地した大規模小売店舗の床面積については、正で有意
な係数が推定されている。エッジシティモデルが予想するように、交通コストの低下と郊外
におけるビジネス・商業集積の形成が中心市街地の人口減少を招いているという仮説がデ
ータによって支持されている。その他の変数については有意な結果は得られていない。 
 
 
図表６－６ 中心市街地人口の推定：被説明変数 In(PoP)/In(Area) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（６）政策の概括的評価と政策の立案・運用へのインプリケーション 
 （５）の実証分析では、 
・ 広域的な郊外化に、交通コストの低下など、単一都心モデルが予想するプロセスが作用
していること、高齢化の進展などの人口要因、商業機能の集積が影響していることが示
唆されたものの、大規模商業施設の立地はこのレベルの郊外化に影響を与えていない 
・ 一方、中心市街地という、より狭い地域を対象とした郊外化に関しては、大規模商業施
設の郊外立地がその都市圏のモータリゼーションの進展とともに、1990 年代後半から
影響を与えるようになった 
という結果が得られた。 
　　　1995年 　　　2000年
       モデル１ 　　　モデル２ 　　　　モデル１ 　　　モデル２
高齢者比率(-1期) 0.1137 0.1532 0.3414 0.4145
(0.3171) (0.3270) (0.2895) (0.3008)
若年者比率(-1期） 0.2249 0.1554 0.1842 0.0999
(0.2689) (0.2621) (0.2626) (0.2549)
中心市所得水準(-1期） 0.1374 0.1314 0.0659 0.0594
(0.0898) (0.0963) (0.0766) (0.0803)
中心市乗用車保有台数（-1期） 0.3650 0.4274 *
(0.3085) (0.2416)
都市圏乗用車保有台数(-1期） 0.4428 0.5216 *
(0.3379) (0.2786)
小売業総商店数(-1期） -0.3270 -0.2989 -0.4986 -0.4905
(0.3108) (0.3080) (0.3142) (0.3162)
郊外大規模小売店舗床面積(-1期 0.0025 0.0026 0.0054 ** 0.0057 **
(0.0022) (0.0022) (0.0027) (0.0027)
土地比率の逆数 -1.5536 *** -1.5564 *** -1.5488 *** -1.5476 ***
(0.4370) (0.4442) (0.4229) (0.4261)
定数項 -0.1239 -0.0956 -0.1454 -0.1005
(0.1892) (0.1847) (0.1904) (0.1843)
修正済決定係数 0.4155 0.4104 0.4597 0.4543
F値 5.26 5.18 6.10 6.00
サンプル数 43 43 43 43
注）*、*＊、*＊＊はそれぞれ10％、5％、1％水準で有意であることを示す。
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つまり、大規模商業施設の郊外立地は、①中心都市・周辺都市関係に影響を与えていない
が、②中心都市の中で特定の地域に影響を与えている。佐々木らのいうエッジシティの形成
が中心市街地問題を引き起こすプロセスは、①多くの場合都市圏全体の厚生水準の上昇を
伴っている可能性が高いこと、②エッジシティの建設そのものが中心市街地の衰退をもた
らすのではなく、土地利用転換を妨げる土地利用転換コストの存在が原因となっていたこ
と、に特徴があった。このような結果を基に以下では、これまで議論の対象となってきた政
策的な方向性について、異なるアカデミズムの立場を明らかにしつつ、整理する。 
 
① 中心市街地の活性化を目的とした商業振興施策 
中心市街地の商業振興を図るために、アーケード補助などのハード施策、アドバイザー派
遣・人材育成などのソフト施策が実施されてきている。この政策は、工学の見地に限らず対
症療法的に支持される場合が多いが、経済学の見地からは、生産性の低い地域をそのまま残
す可能性が大きいため、商業機能の収縮時に求められる激変緩和措置に限定するなどの対
応が適切であるとされる。 
 
② 中心市街地の活性化を目的とした住宅等への支援 
 工学の見地からは、中心市街地の活性化に商業機能が大きな役割を果たすとしても、商業
機能は中心市街地機能の一部にすぎず、居住をはじめとした様々な機能を複合的に抱え込
む空間を評価する立場も多い（大西、佐藤105）。 
経済学的にも、中心市街地の土地利用転換について、公的セクターの介入によって協調の
失敗などを緩和することにつながり、土地利用転換コストを軽減できるのであれば、政策介
入に一定の支持を与えることができる。また中心市街地に高齢者が取り残され、分配上問題
とされる側面があるならば、高齢者に配意したまちづくりを中心部で展開することは、都市
の郊外化に伴う衝撃を緩和する意味でも有効であろう。 
一方で、中心市街地の高い地代期待が土地利用転換を妨げている場合があるが、この期待
は、過去の再開発事業などによる中心市街地への政策資源の投入によって醸成されている
可能性があり、これ以上の政策資源の投入は行わないなどの公的セクターのコミットメン
トの限界を明らかにすることで、期待地代の引き下げを誘導することが有効である。 
 
③ 郊外部への大規模商業施設の立地抑制 
 工学の見地からは、郊外開発抑制の方向性は、商業施設に限らず是認されることが多い。
特に人口減少時代への突入、都市への人口集中の減速といった環境変化の下で、川上106のよ
うに「中心市街地の活性化のためには、（中略）郊外開発や街路整備の抑制やコントロール
                                                  
105 佐藤滋 生活空間としての中心街－商店街を核とした新しいまちづくり－ 都市問題第 89
巻第 10 号 1998 
106 川上光彦 中心市街地の再生は本当に必要か？可能か？ 都市計画 220 号 1999 
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と組み合わせていく必要がある」とする主張が強い。 
経済学の見地からは、大規模商業施設の立地により、社会厚生が増大するのかどうかとい
う点に着目することとなる。実際に社会厚生を測定することはかなり困難であるものの、
佐々木らはシミュレーションにより、多くの場合エッジシティの形成に伴い都市住民の社
会厚生は増大することを示している。また、Anas,Arnotto,Small（1998）107は、中心市街地
の活性化を図るために開発を中心部に限定すると、新規のビジネスや居住者から、中心部の
従前からの地主に対する再分配が生じてしまう可能性を指摘している。郊外での開発を規
制によって制限する場合には、商業者間の競争のような市場で解決される問題に介入する
べきではない、さらに、一般的にあるべき都市構造のような規範的な議論を持ち込むのでは
なく、その開発がもたらす開発者が負担しないコストを勘案した場合に、その開発が是認さ
れるべきかというシンプルな問題に開発の是非は帰着されるべきであろうとされる。 
 
（７）本章のまとめ 
本章で議論した点を、論点に従って整理する。 
 
① 工学、経済学双方の立場からの中心市街地問題への視座は、前者があるべき都市像に
照らして対象事象を問題視すべきか否かというスタンスに立脚しているのに対し、後
者が全体の厚生水準を下げることは避けるべきとするスタンスの相違がある。そのた
め、2006 年の都市計画法等の改正に関して、具体的な政策手段において評価が異なる
ことが明らかとなった。 
②中心市街地活性化政策の評価を通して、政策立案・執行の過程で、ある立場から留保す
べき点があり得ることが明らかとなった。実際の政策立案に当たっては、偏ることなく
多面的、学際的な検討が行われることが重要であることが改めて認識され、また、政策
の正当性をエビデンスに基づき立証していくことの重要性も示唆される実証分析とな
った。  
  
                                                  
107 Anas.A, R.Arnott and K.A.Small “Urban Spatial Structure.” Jounal of Economic 
Literature. Vol.XXXVI, pp1426-1463  1998 
 86 
 
＜第６章補論＞ 
 本章（５）で用いた実証モデルは、Grubb(1982)108のモデルを基本的に採用している。中
心都市の都市圏全体に対する人口比によって郊外化を測定するが、この場合中心都市の地
理的な規模をコントロールすることが必要になる。このため、 





tc
cc
tc
cc
area
area
pop
pop
                     （1） 
という関数を前提として郊外化を測定することとする。(1)式で pop は人口、area は面積で
あり、cc や tc はそれぞれ中心都市、都市圏全体を表している。  は郊外化のインデック
スであり、中心都市が面積比よりも大きな人口比を持つ通常の都市圏においては、 1 で
ある。このパラメータが増加して１に近づいた場合郊外化を、減少した場合中心都市への集
中を示すこととなる。ここで Pop を中心都市の人口比、Area を面積比とし、β をいくつか
の独立変数の関数とした場合、(1)式は 
   ii XAreakPop 0*                     (2) 
のように変形することができる。さらに両辺の対数をとって面積比の対数値で除すること
によって本研究で用いる推定式を得ることができる。 
   ii XAreakAreaPop 0lnlnlnln                (3) 
 
  
                                                  
108 Grubb,W.N. “The Flight to the Suburbs of Population and Employment, 1960-1970, 
“Journal of Urban Economics,” 11 pp348-369 
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第７章 中心市街地におけるエリアマネジメントのための多様な資金の確保 
 
（１）本章の目的 
消費者や地域特有の選好をきめ細かに吸い上げることのできる主体として、エリアマネ
ジメント組織という新しい公共主体によるまちづくりに大きな期待が寄せられていること
は、第４章で既述したとおりである。エリアマネジメントについては、多様な活動が行わ
れていることに対応し、その財源調達も多様である。 
住宅地では、取組みによる最大の受益者である住民により、相当程度の負担が賄われて
いる場合が少なからず存在する。商業地では、財源調達は地域の事業者、地権者等による
ことが多いと考えられるが、商業地は地区外からの訪問者が多く、エリアマネジメント活
動による受益者の幅が広いことを考えると、負担もより広い範囲に求めることに合理性が
見いだされる場合もある。 
本章では、商業地における取組みを念頭におき議論を進めるが、その際、大丸有エリアマ
ネジメント協会という、大手町，丸の内，有楽町地区のソフトなまちづくり活動を行ってい
る組織により運営される丸の内カフェを題材とする。これは、本章のインプリケーションが
非常に広い受益者の存在する「まちのマネジメント活動」に向けられていることを意味する。 
受益が広い地域に及ぶ商業地におけるエリアマネジメント組織の活動については、①資
金の継続性や安定性という観点においてリスクはないか、②組織の運営にあたって地域を
訪れる消費者や地場の企業特有のきめの細かい選好を反映することのできる仕組みが確保
されているか、などの点において課題がある。 
これらのエリアマネジメント組織による公共的な活動については、「便益を及ぼす範囲が
限定される公共財の供給は，該当地域の住民の選好についてより多くの情報を有する主体
に担わせたほうが効率的」という分権化定理として知られる命題と、寄付によって公共財を
供給するシステムを扱う自発的公共財供給問題が密接に関係している。そもそもこのよう
なエリアマネジメント組織が誕生したのも、きめの細かい住民の選好に合致した、「まちづ
くり」や「まちの運営」を実施したいという、地域の関係者の要請が背景にある。このこと
は、分権化定理の要請に従い、地域の関係者の意見をストレートに反映できる街区単位の地
方政府の実現を目指した動きとして位置づけることも可能である。しかし、徴税システムの
規模の経済を活用できない、このような政府は通常存在しない。このためこれらの組織は、
強制徴収権を伴う税による財源調達を行うのではなく、寄付などの自主的な貢献に頼った
財源調達を行うことになる。つまり、この種のエリアマネジメントのフィージビリティは、
通常の税などを財源とする公共財の供給システム以外の、たとえば寄付等を財源とした自
発的公共財供給システムをうまく働かせることができるかという点が重要である。 
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しかし、経済学の既存研究などで明らかにされているように、寄付等による公共財供給は、
全く供給されることがない、あるいは、過少にしか供給されることがないとされる109ことが
通常である。このため、どのような寄付の集め方（ファンドレイジング）をすることが、ス
ムースな財源調達につながるかという知見を蓄積することは重要であろう。 
このような観点からの先行研究としては，List and Lucking-Reiley(2002)が，University 
of Central Florida での Center for Environmental Policy Analysis に対する実際のファ
ンドレイジングの機会を捉えた実験を行っている．具体的には、この研究は、シードマネー
と呼ばれる米国で一般的に認識されているファンドレイジングの効果を理論的、実証的に
検証している。シードマネーとは、ファンドレイジングの際に、いきなり寄付の公募を始め
る前に、大口寄付者から目標額の一定割合以上の寄付を確保してから、オープンな寄付に移
行するという経験則である。この研究では、その結果、シードマネーが寄付額を増やし、ゼ
ロの寄付者を減らすという効果が観察されており、シードマネーは、ゼロのナッシュ均衡解
の出現を防止するという観点から有効であることを示している。しかし，この実験では実際
の基金造成をとらえた自然フィールド実験(natural field experiment)であったため、繰
り返すことができず、実験参加者の学習効果などを反映させることができなかった。このた
め、筆者達は仮想的な状況の下で、支払意思額を繰返し尋ねる CVM110に類似した手法を採用
することで、シードマネーの効果を実験的に確認することとした。 
本章は、上記実験を中心に、自発的な公共財供給システムの実現性を高めるための制度設
計のあり方を明らかにすることを目的とする。特に米国で寄付による財源調達（ファンドレ
イジング）の実務において用いられているシードマネーと呼ばれる手法の効果を検証し、そ
の政策への反映を検討することとする。 
 
なお、本章における論点は、以下の 2つである。 
①自発的公共財供給システムがいかに政策的要請に応えられるか、明らかにすること 
②自発的公共財供給システムの課題を明らかにすること 
 
  
（２） 自発的公共財供給システムの問題 
① 自発的公共財供給システム 
これまでにも、寄付によって公共財を供給する自発的公共財供給システムについては、
Warr111など多くの理論的考察、実験による検証が積み重ねられてきた。自発的公共財供給シ
                                                  
109 James Andreoni “Toward a Theory of Charitable Fund-Raising” Journal of Political 
Economy vol.106 no.6, pp1186-1213  1998 
 常木淳 公共経済学 新世社 2002 
110 仮想市場評価法(Contingent Valuation Method)，アンケートなどを利用して支払意思額を
尋ねることで，環境財などの存在価値，非利用価値を把握する手法． 
111 Warr, Peter G. “Pareto Optimal Redistribution and Private Charity” Journal of Public 
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ステムについて先行研究で得られている知見は、以下のようなものとなる。 
他人の寄付額を所与として、効用最大化を行うナッシュ均衡行動をとるものとすれば、消
費者は自らの限界代替率を公共財の限界費用に一致させるまで、公共財を需要する。そして、
それを実現するために必要な寄付を行う。この時に、与えられた他人の寄付額に応じて、決
定した自らの寄付額をプロットすることで、反応曲線を描くことができ、社会の構成員の反
応曲線が交差する点でナッシュ均衡を得ることができる。しかし、こうして得られるナッシ
ュ均衡は、 
個人 1の限界代替率＝個人 2の限界代替率＝‥‥ 
＝公共財の限界費用 
が成立しており、これは公共財の最適供給条件であるサミュエルソン条件 
 個人 1の限界代替率＋個人 2の限界代替率＋‥‥ 
＝公共財の限界費用 
と異なるため、過小な公共財供給がもたらされる。 
 さらに Andreoni(1998)112においては、公共財に十分に大きな最小供給単位が存在する場
合、正の水準のナッシュ均衡のみならず、ゼロ水準のナッシュ均衡が存在することが明らか
にされている。最小供給単位が存在しない場合には、サミュエルソン条件からみれば過小な
ものであっても、まがりなりにも正の公共財供給が実現するのに、最小供給単位が存在する
場合にはゼロ水準の公共財水準がもたらされる可能性がある。 
 
② シードマネー 
このようなゼロ水準のナッシュ均衡の出現は、寄付の対象となる公共財の最小供給単位
の大きさを縮小することで回避できる。そしてこのことは、少なくともパレート改善的であ
る。前述のとおり、米国では、当初から住民一般を対象とした寄付を募るのではなく、ある
一定割合の寄付額を集めた後に住民一般からの寄付を募ることが、寄付額を増やすことが
経験的に知られている。この当初用意しておく資金であるシードマネーを供給するという
行為は、ゼロ水準の均衡を避けることにあるものと解釈することができる。また、米国では
連邦政府のチャレンジグラントや州政府のマッチングファンドのような、寄付を促進する
ための公的制度も充実している。 
そもそもエリアマネジメント組織が扱っているような、街区単位の公共財供給といった
きめの細かい対応を、選挙によって意思決定を行う既存の公共部門が行うことは不可能で
                                                  
Economics. Vol.19 pp131-138  1982 
112 James Andreoni “Toward a Theory of Charitable Fund-Raising” Journal of Political 
Economy vol.106 no.6, pp1186-1213  1998 
 Andreoni のポイントは、公共財の最小供給単位が存在し、それが十分に大きな場合は、一
人の者が単独で公共財供給の意思決定を行うことができないため、複数者間の協調が必要に
なる。他者がフリーライドする戦略を選択した場合には、自分もフリーライドする選択が最
適な反応になり、協調の失敗により公共財が供給されないという状態が生み出される場合が
あるとするもの。 
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ある。これを勘案すれば、シードマネーのような仕組みを活用して、地域的に極めて限定さ
れた公共財の供給を促進することは、わが国のまちづくりの制度設計において重要な意味
を有する。 
シードマネーの効果を実証した先行研究としては、List and Lucking-Reiley(2002)113が、
中央フロリダ大学環境政策分析センター設立に関して、ファンドレイジングの機会を捉え
た実験を行っている。その結果、シードマネーが寄付額を増やし、ゼロの寄付者を減らすと
いう効果が観察されている。しかし、この実験では実際の基金造成をとらえた自然フィール
ド実験(natural field experiment)であったため、繰り返すことができず、実験参加者の学
習効果などを反映させることができなかった。また、この実験では、「理論的にはシードマ
ネーはゼロ回答（不参加者）を減らし、小額の寄付を増加することが予想されるにもかかわ
らず、大きな額の寄付者もまんべんなく増加させ、寄付者の平均寄附額を増加させた」とい
う、必ずしも理論の予想と整合的でない結果も得られている。このため、仮想的な状況の下
で、支払意思額を繰返し尋ねる CVM（contingent valuation method）114に類似した手法を
採用することで、シードマネーの効果を実験的に確認することとした。 
 
（３）丸の内カフェを用いたフィールド実験 
① 丸の内カフェ実験の目的 
丸の内カフェは、誰でも自由に出入りができる他、本、パソコンの貸し出し等のサービス
を無料で受けることのできるコミュニケーションスペースである。この財の特性は、大丸有
地区に通勤しているビジネスマンや、買い物のためにこの地域に良くアクセスする人々に
とっては、公共財として提供されている公園などと類似した特徴を持っている。つまり、利
用にあたっての排除性、競合性が低いという公共財の特性を有している。しかし、この程度
の小さな地区レベルのきめ細かな利用者の選好を汲み取り、サービス供給を担える小さな
単位の政府組織は存在しない。したがって、現在、特定の資金負担力のある民間主体の実質
的 100％負担によりこのカフェは維持、運営されている。この施設の供給は、明らかに利用
者の厚生水準を改善しているが、公共財が需要される地域全てにこのような民間事業者が
存在するとは考えにくい。このため、より広い範囲の民間主体から資金調達を図る仕組みを
検討することは有意義である。 
これから述べる実験では、ⅰ特定の公共財供給への需要が費用を上回ることを確認しつ
つ、ⅱ予め調達されるシードマネーを呼び水に受益者の負担を募り、ⅲ民間主体による自発
的な公共財供給を目指す、というシステムが現実に機能するかを確認する。このシステムは、
顕示された特定公共財への需要をもとに、消費者自身により公共財供給の判断が行われる
                                                  
113 John A.List and David Lucking-Reiley “The Effects of Seed Money and Refunds on 
Charitable Giving: Experimental Evidence form a University Capital Campaign” Journal 
of Public Economy vol.110 no.1, pp215-233  2002 
114 仮想市場評価法であり、アンケートなどを利用して支払意思額を尋ねることで、環境財な
どの存在価値、非利用価値を把握する手法。 
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だけでなく、費用が受益者中心に賄われる、という特徴を備えている。 
このような公共財供給の仕組みは、政府組織が対応しきれない領域をカバーできる可能
性があるほか、公共財供給に自らの負担を想起しがたい財政錯覚の低減効果も有している。
公共部門による公共財供給は，首長自身が選挙で選出される他，議会の統制を通じて，住民
の選好を反映する仕組みが備わっているが、従来システムは地域的、個別的な選好に応えら
れない限界に直面している。さらに、多数争点がパッケージ化される選挙において、特定財
についての個別選択の機会は与えられない。本研究で念頭に置く個別公共財供給を寄付に
よって供給するシステムは、これら問題の解消にも資する。 
 このような問題意識の下、アンケート調査により「丸の内カフェの維持・運営費を捻出す
るための基金を設置し、実際の管理・運営をエリアマネジメント組織が担う仕組み」のフィ
ージビリティを検証した。その際同時に、シードマネーの有無が集められる寄付額にどのよ
うなインパクトをもたらすかという点を分析することで、寄付を促進するための有効な制
度的検討を行うこととした。 
 
② 実験の実施方法  
 2006 年 3 月、「丸の内カフェという財の必要性，規模をこの地区の就業者などの関係者が
判断し、それらの人々の負担により運営されるシステムの有効性」を検討するフィールド実
験を行い、その中でシードマネーの効果を検証した。 
 アンケートは、2006 年 2～3月にかけて以下のような方法により実施されている。 
ⅰ）丸の内カフェの広報メールに告知し応募してきた 400 名、丸の内カフェの利用者 100
名、千代田区、中央区勤務の 32000 名からランダムに抽出してきた 2694 名を対象に下記の
ようなインターネットアンケートを実施した115。 
 ・シードマネー（アンケート実施時に既に確保されている最低必要額の 50％）の有無 
 ・支払意思額の決定方法（１回で決定するルール及び３回の平均で決定するルール116） 
によって区分された４つのグループに対象者をランダムに分類する。以下では、この４つの 
                                                  
115 アンケートは楽天リサーチパネルに登録している、１都３県の勤務者 168459 人に対して、
スクリーニング調査を行い回答が可能とした 32000 人から、ランダムに千代田区勤務者 1531
人、中央区 1163 人を抽出してアンケートを実施している。インターネットパネルに登録して
いるサンプルには偏りがあるという指摘は、インターネットアンケートを使用した先行研究
でも行われている。実際、今回のアンケート回答者の男性比率は 58.9％であるのに対して、
「事業所・企業統計調査報告」（総務省統計局）によれば、千代田区・中央区の従業者の男性
比率は 65.9％と、代表しようとしている母集団よりも男性比率が低いものとなっている。つ
まり、大きなものではないが一定の偏りが今回の生じている可能性がある。このため、後述
の実証分析などでは性別、年齢などのサンプルの個人属性をコントロールすることとしてい
る。 
116 ３回繰り返すパターン３及び４については、３回回答を求めてその平均で確定することを告
げた上で、２回目の回答に当たっては１回目の寄付の結果、３回目の回答においては２回目
の結果を告げた上で、回答を求めている。このため、回答者は不完全ではあるが、反応曲線
に従った対応を行っているとみなすことができる。 
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グループを、 
 
パターン 1：シードマネーがない環境下で寄付を行い、一回の回答のみ求められるグル
ープ 
パターン 2：シードマネーがある環境下で寄付を行い、一回の回答のみ求められるグル
ープ 
パターン３：シードマネーがない環境下で寄付を行い、三回の回答を求められるグルー
プ 
パターン４：シードマネーがある環境下で寄付を行い、三回の回答を求められるグルー
プ 
と呼ぶ。 
ⅱ）その際には、特定企業の 100％負担により運営されている体制が維持困難となった場合、 
「丸の内カフェの維持・運営費を捻出するための基金を設置し、具体的な基金の管理、運用 
は NPO または上記特定企業が担うという仕組み」のフィージビリティを検証した。被験者に 
たいして共通に与えられた仮想的な状況としては、 
・ 最低限、1500 万円程度の基金があれば最低限の規模で 1年間維持することができる。何
らかのショックがあって現行体制が維持困難となった場合でも、この暫定的な維持期間
を経て新しい運営体制へ移行することになるので、とりあえずこの規模の基金があれば、
経済情勢の変化があっても丸の内カフェが消滅するリスクは大きく減少することにな
る。最低限の規模としては 20 坪弱を想定しているが、これは 85 万円程度の基金を追加
することで一坪単位の規模追加が可能となる。 
・ 寄付見込み額が 1500 万円に達しない場合、経済情勢の変化等に伴い丸の内カフェは消
滅する可能性が生ずる117。またこの基金は平常時においては、基金の果実を丸の内カフ
ェのサービス向上に使用する。 
などが与えられている。 
ⅲ）異なるグループの対象者に対して、そのグループのルールに従って、支払意思額を尋ね 
るというインターネットアンケートを実施した。その際アンケートの対象者は実際には約 
3000 人であるが、「アンケートは、丸の内カフェの利用者を始めとした関係者 16000 人の 
方に依頼している」というフィクションの下アンケートは行われ118、最終的に 2281 名から 
回答を得た。 
                                                  
117 この最低額に達しない場合、集められた寄付は変換される。つまり Provision Point 
Mechanism と呼ばれる手法が採用されている。 
118 この措置は、ゲームの被験者数が個々の支払意思額に影響を与えることが先行研究で指摘さ
れている中で、現実的な環境の下で丸の内カフェに対する支払意思額を把握するというフィ
ールド実験上の必要性に応えるために、とられたものである。ただし、回答者の総数も含め
仮想的な環境の下で支払意思額を答えてもらうことを予め告げて、それを了解した者だけに
アンケートの参加、回答を求めている。 
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その際、ファンドレイジング手法の相違が支払意思額にどのようなインパクトをもたら
すかという点を検討することで、有効な寄付制度の設計を検討した。このため対象者を、シ
ードマネーの有無、支払意思額の決定方法が異なるグループにランダムに振り分け、それぞ
れに対して、支払意思額をアンケートで尋ねるという手法をとっている。（図表７－１）。 
 
図表７－１ 丸の内カフェに関するフィールド実験の構造 
 
（４）実験結果 
①記述データ 
（全体の傾向） 
 アンケートの問の主要なものについて、回答者数とその回答内容ごとの寄付口数の傾向
を示す。 
丸の内カフェの認知に関する問いを設けているが、全体の 40％程度が認知しており、寄
付額は一口 1000 円の口数で認知者が 10.5 口、非認知者が 11.2 口とむしろ非認知者の寄付
額が多い結果が得られている(図表７－２－１)。図表７－２－２で認知者の丸の内カフェ
の評価、図表７－２－３で非認知者の評価が記述されているが、認知者において「非常に評
価」と「まあまあ評価」している者が全体の約 70％、丸の内カフェの内容の説明書を読ん
だ非認知者においても約 80％となっている。そしてこれらのカテゴリーの回答者は比較的
高い寄付口数を申告している。つまり、個人が直接「知らなくても」、「実績があり」、「その
内容に関する説明が丁寧に行われている」場合には、高い評価を受けることが可能であり、
その評価を反映した資金調達を行うことが可能であることが示唆されている。このような
意味において寄付制度のコミュニケーションに関する設計は、その資金調達に大きな影響
を与える。 
 次に図表７－２－４においては、丸の内カフェの利用回数毎の人数と寄付口数が整理さ
対　象　者
　　　　　　パターン１
・寄附額が最低供給値を上
  回った場合に初めて供給
・１回の回答で決定
・シードマネーなし
　　　　パターン２
・寄附額が最低供給値を上
  回った場合に初めて供給
・１回の回答で決定
・シードマネー50%
　　　　　パターン3
・寄附額が最低供給値を上
  回った場合に初めて供給
・３回回答の平均値で決定
・シードマネーなし
　　　　　パターン4
・寄附額が最低供給値を上
  回った場合に初めて供給
・３回回答の平均値で決定
・シードマネー50%
　
　
　
　
　
　
実
　
　
験
　
　
者
属性把握
ランダムアサ
インメント
データ分析
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れている。ここで興味深いのは、「ほとんど毎日利用する」という回答者以外は、利用頻度
に概ね応じて寄付額が大きくなっている点である。「ほとんど毎日利用する」という回答者
は、負担ゼロで利用できる、つまりフリーライドできるので利用回数が頻繁になっている可
能性もある。 
 図表７－２－５においては年齢、図表７－２－６、図表７－２－７においては過去の寄付
の実績と、他の目的に対する寄付の傾向を尋ねる回答と、丸の内カフェに対する寄付口数の
関係が整理されている。高齢者の寄付額が多いのと、過去に大きな寄付を行い、他の寄付に
ついても大きな額を表明する者が、丸の内カフェについても概ね大きな寄付を表明してい
る。しかし、「過去に最も高額の寄付を行い、慈善団体に対して最も多く寄付を表明した者
が、最も高い寄付を丸の内カフェに行うわけではない」などその関係は必ずしも明らかでは
ない。 
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図表７－２ フィールド実験の質問項目と回答 
   
 
（シードマネーの効果） 
Andreoni の予測はシードマネーがある場合には、寄付を行わない者が減少することから、
総寄付額が増加するというものであった。この予測は、List and Lucking-Reiley の自然フ
ィールド実験で確認されている。この結果は、シードマネーがゼロ回答者を減らす、寄付を
行う者の平均寄付額を上昇させるという 2つのルートからもたらされた。しかし、後者の寄
付を行った者の平均寄付額を上昇させるというメカニズムは Andreoni モデルには備わって
いない。List and Lucking-Reiley では、シードマネーの存在がそのファンドの信頼性に関
するシグナルとなっている可能性があること、規範的な寄付額に関する情報を発信する役
割を担っていること、などの説明が加えられているが、その理由は必ずしも明らかではない。 
上記の点に着目して丸の内カフェの実験の結果を図表７－３によって記述する。パター
表１-1 「あなたは丸の内カフェを知っていますか？」
知っている 知らない
人数 925 1356
寄付口数 10.5 11.2
表1-2　「あなたは丸の内カフェに対してどのような評価を持っていますか？」
（丸の内カフェの認知者に対して行った問）
非常に評価 まあまあ評価 どちらでもない あまり評価できない 全く評価できない
人数 176 453 279 11 6
寄付口数 14.9 10.4 8.6 1.2 3.3
表1-3　「あなたは丸の内カフェに対してどのような評価を持っていますか？」
（丸の内カフェの非認知者に対して、説明を加えて行った問）
非常に評価 まあまあ評価 どちらでもない あまり評価できない 全く評価できない
人数 401 664 254 31 6
寄付口数 10.3 13 9.3 4.6 6.3
表1-4　「あなたは丸の内カフェをどのくらい利用しますか？」
（丸の内カフェの認知者に対して行った問）
ほとんど毎日 週に数回 月に数回 年に数回 利用したことはない
人数 17 86 191 270 359
寄付口数 8.5 18.2 18.2 8 6.2
表1-5　「あなたの年齢をお答え下さい」
10、20台 30台 40台 50台 60台以上
人数 490 868 693 217 13
寄付口数 10.2 10.2 10.7 11.2 42.7
表1-6　「あなたはこれまでに1回あたりどの位の寄付を行ったことがありますか？」
10万円以上 １万円程度 1000円程度 1000円未満 寄付はほとんどしない
人数 74 289 459 614 845
寄付口数 14.3 21.1 16.4 3.8 8.7
表1-7　「あなたの所得の5分の1の所得の人に寄付している有名な慈善団体から寄付の依頼が
　　　きたとします。あなたは、毎月あなたの所得の何％までならその慈善団体に寄付しても良い
　　　ですか。」
20％まで 10％まで 5％まで 2%まで 寄付しない
人数 739 111 23 4 1403
寄付口数 13.4 18.3 10.4 11.8 10
図表７－２－１「あなたは丸の内カフェを知っていますか」 
図表７－２－２「あなたは丸の内カフェにどのような評価をもっていますか」（認知者） 
図表７－２－３「あなたは丸の内カフェにどのような評価をもっていますか」（非認知者） 
図表７－２－４「あなたは丸の内カフェをどのくらい利用しますか」（認知者） 
図表７－２－５「あなたの年齢をお答えください」 
図表７－２－６「あなたはこれまでに１回あたりどの位の寄付を行ったことがありますか」 
図表７－２－７「あなたの所得の５分の１の所得の人に寄付している有名な慈善団体から寄付の依頼
があったとき、毎月あなたの所得の何％までならその慈善団体に寄付しますか。」 
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ン１、２、３、４のそれぞれの回答者数が、346、368、665、720 とばらついているため119、
寄付総額ではなく、各グループの総寄付額を回答者数で除した一人当たり寄付額の比較を
行う。パターン１、２においても、パターン３，４においても、1回目の寄付額はシードマ
ネーがあるグループの方が小さいという結果がもたらされている。しかし、同じ実験が 3回
繰り返されるパターン３、パターン４の 2 回目と 3 回目においては、シードマネーがある
パターン４において大きな値がもたらされるようになる。つまり List and Lucking-Reiley
の実験と同様の結果は、実験の回数を重ねることで初めて得られている。同様の傾向が寄付
を行った者の寄付口数についても観察される。（図表７－３の最後の表） 
 
  
                                                  
119 このばらつきは、パターン１及びパターン２は１回の回答を求め、パターン３及び４は３
回の回答を求めるため、回答の途中で脱落する者を見込んで、パターン１及びパターン２に
対してはそれぞれ約 500 人に対して、パターン３及びパターン４に対しては約 1050 人に対し
て配信を行ったことに起因する。しかし、この配信数に対する有効回答の比率は 64～73％と
大きな相違はなく、性別、年齢などに関する大きな偏りも観察されないため、このこと自体
がアンケートの信頼性に大きな影響を与えるものではない。 
 97 
 
図表７－１（再掲） 丸の内カフェに関するフィールド実験の構造 
 
 
 
 
図表７－３ 丸の内カフェ実験の結果（記述データ） 
 
 
  
対　象　者
　　　　　　パターン１
・寄附額が最低供給値を上
  回った場合に初めて供給
・１回の回答で決定
・シードマネーなし
　　　　パターン２
・寄附額が最低供給値を上
  回った場合に初めて供給
・１回の回答で決定
・シードマネー50%
　　　　　パターン3
・寄附額が最低供給値を上
  回った場合に初めて供給
・３回回答の平均値で決定
・シードマネーなし
　　　　　パターン4
・寄附額が最低供給値を上
  回った場合に初めて供給
・３回回答の平均値で決定
・シードマネー50%
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　　　　全ての参加者の単純平均（寄付額合計／参加者）　単位：口数
1回目 1回目 2回目 3回目
パターン１ 11.33 パターン３ 11.76 10.79 7.99
パターン２ 9.35 パターン４ 10.83 13.37 11.37
　　　　0回答率（(0回答であった者＋無回答であった者)／参加者)
1回目 1回目 2回目 3回目
パターン１ 0.3815 パターン３ 0.3985 0.4094 0.4029
パターン２ 0.3179 パターン４ 0.4181 0.3871 0.3437
　　　　寄付を行った者の平均（寄付額合計／寄付を表明した者）　単位：口数
1回目 1回目 2回目 3回目
パターン１ 18.32 パターン３ 19.56 18.27 13.39
パターン２ 13.71 パターン４ 18.61 21.82 17.35
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次に、寄付を行わなかった者の割合（以下、ゼロ回答率という）に着目する（図表７－４）。
パターン３、４の 1回目の結果を除けば、シードマネーのあるパターン２、４のゼロ回答率
がパターン１、３のものを下回っている。つまりパターン３、４の 1回目を除き、List and 
Lucking-Reiley(2002)の実験と同様に、シードマネーは寄付への参加率を上昇させている120。 
 
図表７－４ シードマネーの有無によるゼロ回答の出現率 
 
 
 
②参加率、寄付額の実証分析 
記述データでは先行研究で示された、ⅰ)シードマネーは寄付への参加率を上昇させる、
ⅱ）シードマネーは一人当たりの寄付額を上昇させる、という結果が実験の回数を重ねるこ
とによって概ね得られるようになった。これを、被験者の属性等を制御した計量分析によっ
て確認する。まずゼロ回答率について、プロビットモデル121で推定した結果が図表７－５と
して示されている。 
                                                  
120 この実験では、他の寄付者の行動が被験者の寄付行動にどのような影響を与えるかという
様子見的な行動の有無、変化に主眼を置き、２回目、３回目の寄付についての意向を尋ねる際
に、平均寄付口数、寄付総額の情報を与えている。なお、１回目の支払意思額総額が 1700 万円
を超えていたため、さらに寄付に参加しようという強い誘因を与えられなかった可能性がある
ことなどは、今後の実務において確認をしていくべき点と考えられる。 
121 本節で用いたプロビットモデルは、下記のとおりである。 
 
は被験者 iがゼロ回答の時に 1をとり、それ以外の寄付額であれば 0をとるインデックス、
はシードマネーがある場合に 1をとり、それ以外の場合は 0をとるダミー変数、 は被験者
i へのアンケート結果を基にした丸の内カフェの認知度、性別、年齢、職業、年収などの属性、
は同時に把握された、被験者 i のこれまでの寄付額、仮説的な状況下での慈善団体への寄付
の意思などに関する属性である。 
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 図表７－５では、シードマネーはパターン 1、2の 1回目、パターン 3、4の 3回目で有意
な負の係数を示している122。シードマネーが 0回答の出現率を引き下げるという、理論的に
予想される結果が、パターン１、２においては最初から、パターン３、４においては実験回
数を重ねることにより観察されている。パターン３、４については、3回の実験の平均で最
終的な寄付額を決めるという設定を行っているので、当初他人の行動の「様子見」が行われ
ている可能性がある。このことを勘案すれば、被験者の他の属性をコントロールしても、概
ね理論の予想と整合的な結果が得られていると解釈することができる。 
 
次にシードマネーが寄付者の一人当たり寄付額に対して与える影響を、モデルを用いて
実証的に分析する。 
 図表７－６にあるように、シードマネーが寄付額の大きさに有意な影響を与えるのは、パ
ターン３、４の第 3回目だけである。List and Lucking-Reiley(2002)において観察された、
シードマネーが寄付者の寄付額を増大させるという事実は、丸の内カフェ実験においては
やや弱い支持しか与えられていない。なお、丸の内カフェの認知、年齢などは有意な係数が
得られていないが、丸の内カフェの評価や慈善団体への寄付意思額は、予想と整合的な有意
な係数が得られている。 
  
                                                  
122 パターン３、４の２回目でも負の符号が推定されているが、有意ではない。 
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図表７－５ ゼロ回答行動の実証分析（被説明変数＝不参加の時に１をとるダミー変数） 
 
 
  
. パターン 1,2 パターン 3,4 パターン 3,4 パターン 3,4
説明変数 (1回目） （2回目） （3回目）
シードマネーダミー -0.2468** 0.01885 -0.1288 -0.2132**
（シードマネー有=1) (0.1040) (0.0717) (0.0821) (0.0851)
丸の内カフェの認知 -0.1894* -0.2401*** -0.2503*** -0.1023
（知っている＝1、知らない＝0) (0.1126) (0.0799) (0.0899) (0.0921)
丸の内カフェの評価 0.3835*** 0.3834*** 0.4069*** 0.3825***
（高い評価ほど小さな数値） (0.0689) (0.0501) (0.0575) (0.0588)
性別 0.0561 -0.0280 0.0540 0.1303
（男性＝１、女性＝0） (0.1140) (0.0799) (0.0898) (0.0935)
年齢 -0.0379 -0.0917** -0.0833* -0.0834*
(加齢に伴って大きな数値） (0.0569) (0.0422) (0.0481) (0.0498)
収入 -2.83e-8** -1.88e-8** -1.28e-8 -1.09e-8
（収入が高いほど大きな数値） (1.40e-8) (9.52e-9) (1.18e-8) (1.21e-9)
慈善団体に対する寄付の意志 -0.6414*** -0.4676*** -0.4380*** -0.4185***
（多くの寄付ほど高い数値） (0.0943) (0.0610) (0.0696) (0.0717)
定数項 0.0670 0.0768 -0.0595 -0.1536
(0.2736) (0.1849) (0.2128) (0.2216)
サンプル数 701 1344 1040 977
Psued R2 0.1105 0.0816 0.0793 0.0750
注１）下段括弧内の数値は標準偏差
注２）***、**、*はそれぞれ、1％、５％、10％水準で有意
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図表７－６ 寄付額の実証分析（被説明変数＝寄付口数） 
 
  
パターン 1,2 パターン 3,4 パターン 3,4 パターン 3,4
説明変数 (1回目） （2回目） （3回目）
シードマネーダミー 2.3847 -1.6407 7.8987 10.8047**
（シードマネー有=1) (4.3999) (4.0953) (5.0405) (4.4094)
丸の内カフェの認知 3.5279 4.6693 10.6818* 5.9092
（知っている＝1、知らない＝0) (4.6877) (4.5117) (5.4761) (4.7687)
丸の内カフェの評価 -5.4324* -17.0109*** -17.8172*** -15.7150***
（高い評価ほど小さな数値） (2.9178) (2.9019) (3.5741) (3.1200)
性別 -3.7646 0.1362 3.3456 -4.9398
（男性＝１、女性＝0） (4.7972) (4.5716) (5.5349) (4.8360)
年齢 3.3769 4.0510* 5.1884* 4.2284
(加齢に伴って大きな数値） (2.3202) (2.3890) (2.9689) (2.5909)
収入 7.05e-7 3.92e-7 1.34e-6* 9.73e-7
（収入が高いほど大きな数値） (5.75e-7) (5.00e-7) (7.08e-7) (6.15e-7)
慈善団体に対する寄付の意志 13.0460*** 17.9423*** 15.7326*** 16.3361***
（多くの寄付ほど高い数値） (3.4098) (3.1715) (3.8865) (3.3912)
定数項 -27.3970** -20.5125* -31.7811** -25.0631**
(11.2416) (10.5210) (13.1469) (11.4588)
サンプル数 701 1344 1040 977
Psued R2 0.0048 0.0078 0.0793 0.0750
注１）下段括弧内の数値は標準偏差
注２）***、**、*はそれぞれ、1％、５％、10％水準で有意
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③ 寄付額の分布 
図表７－７には寄付額分布が描かれている。 
 
図表７－７ 寄付額分布の記述 
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List and Lucking-Reiley においては、シードマネー有のケースとなしのケースで、全て
の寄付額のランクにおいてシードマネー有の方が大きな値を示していた。この点について
は、理論の予想はシードマネーはゼロ回答率を減少させるものの、被験者の効用関数に影
響を与えて主体的均衡を変えるものではないから、寄附に参加しなかった者が少額の寄付
を行うことを予想していた。つまり、理論と必ずしも整合的でない実験結果と受け止めら
れていた。 
今回の実験結果では（図表７－７）、1 回で結果を確定するパターン１、２において、ゼ
ロ回答率がパターン１が大きく、パターン２が小さい点、0～５口という小額寄付の割合が
パターン２において大きくなっているという点は理論の予想と整合的である。一方パター
ン３、４の１回目においては、逆の結果、少なくとも明確な結果が得られていない。しかし
3回目の結果は理論の予想と整合的である。ここには掲載していないが、パターン３、４の
２回目の結果も理論と整合的である。3回の平均で結果を確定させるパターン３、４におい
ては、学習効果によって後の回数において理論と整合的な結果が得られるようになってい
ると考えることができる。 
 
（４）実験結果と導出される課題 
 本章のこれまでの分析では、以下のことが確認された。 
① シードマネーは、「ゼロの寄付者を減少させる」一方で、「平均寄付額に与える影響は極
めて弱い」。また、シードマネーは「小口寄付を増やす効果がある」。これらの観察事実
は理論の予想と整合的である。 
② 実験を重ねるにつれて、理論の予想と整合的な結果が得られる。つまり学習効果がある。 
③ 消費者の所得、過去の寄付の経験、丸の内カフェへの評価などの属性が、寄付の有無、
寄付額に大きな影響を及ぼす。 
 エリアマネジメントが、今後質の高いまちづくりを実現する観点から、有益であり有効で
あることは、大きな理解がえられつつある。特に、商業地では受益者が広い範囲に及ぶこと
もあり、受益と負担の関係の明確化の意義も含めて、資金調達に工夫を施すことが有効であ
る。 
一方で、エリアマネジメント組織のほとんどが、資金調達の困難性を抱えている現状から、
いくつかの公的セクターは特定のエリアマネジメント組織に何らかの認知を与えた上で、
補助，融資を行うという施策を講じようとしている。これらの施策はサミュエルソン条件を
満たすような最適な状態を実現するものではない。しかし、これまで全く供給できなかった
街区レベルの公共財が供給されるなど、現状に比べればパレート改善的な結果をもたらす
可能性が高い。 
 本章は、これらのエリアマネジメント組織に対して、シードマネーの供給という新しい支
援のプログラムを提案するものであるが、下記のような課題の検討が今後求められる。 
① シードマネーの供給による公共財の供給に際しては、公的部門が直接に供給する場合に
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比して、財供給の必要性について厳密な判断を行う必要がない。一定のシードマネーを
供給して、ゼロ供給というもう一つのナッシュ均衡を回避できる地方公共財のみを支援
の対象とし、供給に失敗するケースについては、シードマネーの返還を求めればよい。
公共財供給に市場規律を働かせうるこのような仕組みは、これまでの支援よりも効率的
であろう。具体的なシードマネー供給の規模、必要最低限の採択手法、公民の役割分担
などの検討が望まれる。 
② 実験では公共財への寄付に関して学習効果が存在し、回数を重ねるにつれ、理論の予想
によりそっていくことが確認された。これは、中長期的な視点から理論が予想するよう
な結果が自然に実現すると解釈することも可能だが、事前により多くの情報を消費者に
提供することで、消費者の合理的な行動を促すことの可能性を示唆するものととらえる
べきであろう。プロジェクト、組織に関する情報提供や消費者とのコミュニケーション
のあり方に関する議論が進むことを期待する。 
 
（５）本章のまとめ（政策インプリケーション） 
 これまでに、多様な主体が公共財供給を担うことの意義を議論した上で、シードマネーと
いうそれらの主体の資金調達の成否を握る手法の効果の検証を行ってきた。本章を通して
明らかになったこを以下にまとめる。 
 
①これまでの議論を制度設計あるいは政策に活用する場合の方向性等を整理すると、自発
的公共財供給は、以下のような政策的要請に応えるものと整理される。 
1） より細分化され高度化、多様化した地域、利用者の需要へのきめ細かい対応 
2） 受益者による便益の評価を通じた非効率な公共財供給の歯止め 
 また、副次的な意義として、NPO、ボランティア団体の活動への参画を通じた個々人の
やりがい、満足度の向上なども期待される。 
本章では、多様な民間主体による公共財供給の一態様として位置付けられるものを取り
上げてきた。このような取り組みは、市場、受益者が直接に関与し効率的に公共財を供給
するもので、行政中心に形成されてきた公共空間、公共財供給市場の厚みを増すものとな
りえる。 
実定法の領域では、1998 年に非営利活動を行う団体への法人格付与等を行う NPO 法（特
定非営利活動促進法）が制定された後、逐次、NPO への寄付税制その他の支援制度の充実
が図られている。 
②公共財の供給の判断を民間主体に委ねつつ、その資金調達を、公共部門によるシードマネ
ー供給で支援しようとする場合の実務上の課題は、 
1）行政からのシードマネーの供給は、それがなければ供給されないケースに限定す
べきだが、現在の政策技術でそれを明確にすることは容易ではない。現実的な対処
案として、実験的な手法により寄付への参加率を向上させるシードマネー割合に関
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する最低水準を公共財の種別に把握し、民間側に自己調達の困難性の立証を求めた
上で、最低限の割合のシードマネーに対するマッチング義務を課す、等の仕組みを
考案することが考えられる。 
  ここで、大きな課題であり続ける空き店舗の活用を例に、具体的にシードマネー
の応用可能性を考察する。空き店舗の活用にあたり、そのまま商業店舗として活用
するにせよ、宿泊施設として転用するにせよ、資本投下が必要となる。空き店舗が
有効活用されると、街並みの連続性が回復する、交流人口が増大するなどの外部性
を発揮することが期待される。したがって、空き店舗の有効活用は、地域コミュニ
ティの構成員等が少なからず関心を持つ事項ではあるが、それだけで必要な資本が
調達されることは期待しがたい。しかしながら、地域コミュニティが自発的な資金
拠出（寄付）を行う集合意思を形成したときに、市町村などの政府部門が合わせ支
援を行うということは現実性を有し、市町村が一定額の合わせ支援を予め表明して
おくことは一種のシードマネー供給と同様の効果を有すると考えられる。さいたま
市は、独自のマッチングファンド支援制度を有し、市民からの寄付と同額の市の拠
出を行うことで、ファンドを形成し、まちづくりなどの分野の事業助成を行ってい
る。さいたま市は、市民からの寄付と同額の市の拠出を行うことを表明しており、
シードマネーを先に提供しているものではないが、寄付者側からみると寄付額に比
例した公的拠出を見込めるという点で、シードマネー的効果を発揮していると評価
し得る。この運用に当たり、地域コミュニティなどの空き店舗の有効活用に関する
ステイクホルダーの寄付参加を高めるために、寄付の調達状況、調達目標に対する
達成度などを途中公表するなど本実験の成果の活用が考えられる。 
2）また、公共財供給に関しシードマネーを行政が提供する場合について、支援対象の
特定の仕方が課題となる。対象を厳格に限定すると、市場の選好に敏感に応えるとの
所期の意図が達成されない。一方、対象が無限定であると納税者の理解が得にくい。
この点、政府部内の政策評価手続き等も経て、採択手続き、結果等の情報を公開し、
納税者の理解が得られるよう事例を蓄積していくことが求められる。 
 
 本章でフィールド実験の対象とした丸の内カフェは、図表７－８においては、図示したよ
うな位置にあると考えられ、このような取り組みが活発になることは、下部の楕円領域の拡
張につながるものである。必要に応じ政策とのパートナーシップも行いながら、このような
取り組みを拡大していくことは、地域社会の豊かさの向上につながるものと考えられる。 
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図表７－８ 公共性の差異と担い手の関係（丸の内カフェへの拡張） 
 
 
公共財の供給の判断を民間主体に委ねつつ、その資金調達を、公共部門によるシードマネ
ー供給で支援しようとする場合、以上のような実務上の課題が解決される必要があり、今後
の政策的展開に向けた議論が進むことが期待される。 
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第８章 中心市街地等でのコミュニティ空間の形成と公共性 
 
（１）本章の目的 
 第５章においては、中心市街地の新しい役割として、高齢社会におけるコミュニティ空間
の視点を提示した。コミュニティ空間とは、行政から一方的に提供されるのでなく、地域共
同体、コミュニティの構成員が自発的に構築していくことが、ニーズの充足、維持管理の容
易性などの観点から望ましいと考えられる。関連して、第７章では、実証研究に基づき中心
市街地等に関する多様な主体からの資金調達について政策インプリケーションを導出した。 
 本章は、都市利便増進協定制度と都市計画における公共性の関係を明らかにすることを
目的とする。 
具体的には、以下の２点を論点とする。 
 
①中心市街地を都市のコモンズ空間として再構築していくことの意味を明らかにすること 
②地域住民、地元企業などの民間の活力も生かしながら整備・管理していくための協定制度
の意義を、都市法側からの法学的視点、円滑な合意形成に資するメカニズムから明らか
にすること 
 
（２）都市のコミュニティとコモンズ空間の関係 
 都市におけるコミュニティの希薄化は広く指摘されている。そこで、まず、都市における
コミュニティとその活動のための空間の関係について議論する。 
 
① 都市におけるコミュニティ重要性の背景 
まず、近年の都市部におけるコミュニティ重要性の背景についてまとめておく。かつての
都市への人口集中は、農村社会の地域の共同生活に土着的に否応なく取り込まれるという
コミュニティの窮屈さを避ける面があった。農村社会のコミュニティは全人格的な関わり
を求めがちであったため、若者を中心に煩わしいと感じる人も多かったとされている123。 
 都市部では、企業社会が疑似コミュニティ機能を果たしてきたので、地域コミュニティと
の関わりや必要性は意識されることがなかった。しかし、長い経済の停滞などもあり企業が
コミュニティ機能を今後も果たすことは難しく、個々人の社会における孤立性は強く意識
されるようになってきてたと言われている124。 
                                                  
123 奥野信宏・栗田卓也 都市に生きる新しい公共 岩波書店 2012 
国民生活審議会調査部会コミュニティ問題小委員会 コミュニティ －－生活の場における
人間性の回復－－ 昭和 44 年 9 月 29 日  
124 総務省 今後の都市部におけるコミュニティのあり方に関する研究会報告書 2014 
奥野信宏・栗田卓也 新しい公共を担う人びと 岩波書店 2010 
赤枝尚樹 都市は人間関係をどのように変えるのか－コミュニティ喪失論・存続論・変容
論の対比から－ 社会学評論第 62 巻第 2 号 2011 
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 都市における地域コミュニティは、以下の特徴がある。 
定年退職人口は、地域で過ごす時間が長くなるため、第５章で論じた地域包括ケアのよう
な不可避的な捉え方に加えて、第２章で論じた豊かさの再定義の観点が関係する。こうした
地域に回帰した定年退職者等は、①地域の公共的な活動に活躍の場、②ＮＰＯ法人（特定非
営利活動法人）などを設立して実質的な起業を果たす例が散見される。 
上記２つの定年退職人口の過ごす場は、かつての農村コミュニティとは異質なものとい
える。その理由は、①かつての企業戦士である高齢者層を含めて自立した自律した個人が、
相互に目的や認識を共有しながら結びついていること、②常に全人格的な関わりを求めら
れるのでなく、部分人格的に、場所を選び、複数のコミュニティに属することができること、
③私的関係だけでなく外部関係に自覚的で、公共生活、公共空間への貢献を厭わないこと、
という農村コミュニティには存在しなかったものが求められている。 
 こうした新しいタイプのコミュニティは、ＮＰＯ法人、住民組織、商店会、まちづくり会
社などの、いわゆる新しい公共の多様な担い手、機能によることが多くなっている。そのた
め、新しい公共の自主的な取組みを支える枠組みとして 2011 年の都市再生特別措置法（以
下、都市再生法という。）の改正によって創設された都市利便増進協定制度125について、8－
（3）で議論する。 
 
② 都市空間の公共性 
次に、都市におけるコミュニティ空間について考える。都市空間は、主に行政により供
給される道路、公園などの公共施設（公的空間）と、主に民間主体により整備される建築
物群（私的空間）である。これら空間のルールを提供してきたのが、都市計画法や建築基
準法などの法体系である。 
 しかし、公的空間と私的空間の二分論は、都市空間の実態を正確には説明しない。とりわ
け、都市開発諸制度によりつくられた私的空間は、特に都市部の中心市街地に多く存在する。
たとえば、歩道上空地として整備された空間を、歩行者が民有地として意識することがない
こと、建築物のバックヤードが開放空間として公園的に利用され、昼休みにビジネスパーソ
ンたちが民有地で弁当を開いていること、民間建築物内に設けられたアトリウムが、東日本
大震災発災当日の帰宅困難者の宿泊、休憩スペースとして提供されたことなど。つまり、都
市部における私的空間は、準公共的な空間として機能していると理解できる。 
 
 一方、行政が提供する公的空間は、量、質とも、本来の行政の役割のあり方、厳しい財政
事情などを考え合わせると、決して高い水準にあるとは言えない。したがって、地域住民、
ＮＰＯ法人、地元企業など多様なまちづくりを担う新しい公共の担い手たちの上質な空間
形成への取組みは、より一層重要なものとなってくる。それらのあり方は、増大する人口の
収容のための居住空間の形成、都市の骨格となる道路、公園などの整備に関心が高い都市計
                                                  
125 都市再生法第 72 条の 3 以下に規定されている。 
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画法などの公法的な規制、行政により主導される取組みとは異なるものである。 
 
③ 都市のコモンズ空間 
都市利便増進協定制度は、都市の多様な公共性に関わる施設を、地域住民等が共同管理 
するための仕組みである。それに関連するコモンズという概念から、協定制度の位置づけを
考えてみたい。 
 コモンズとは、法学、経済学、社会学、政治学など様々な学術サイドからアプローチされ
る概念であるが、そもそもの議論の発端は、川、湖、山林、森林、海洋資源、牧草地などの
共有資源（common-pool resources）にあると考えられている。これらの資源は、所有権か
らみると、公共に属するもの、私人に属するものなど多様であるが、利用面、管理面に着目
すると、地域的限定など何らかの枠組みにより限定された構成員による共同性に特徴126が
ある。コモンズは、それらの（自然）資源の共同管理の枠組み、あるいは共同管理の対象と
される資源、財を指す語として用いられる。 
 例えば、山林は豊かな自然空間、河川の安全性の向上、木材資源の供給、食材の供給、Ｃ
Ｏ２の吸収など多様な恩恵を人間社会にもたらしてきた。その山林は、周辺住民が、木材の
伐採、薪の採取、野草やキノコなどの食材の採取などを行い、共同管理している実態が多数
見られる。これは、日本社会において慣習的に育まれてきた実態であるが、民法においては
用益物権の一類型である入会権として法定（入会原野を共同で所有し利用する権利につき
民法第 263 条、利用のみする権利につき第 294 条）されている。入会権は、共同管理する
ことを法律上の権利として認めるものであり、その制度の下で慣習的にルール形成されて
きたという場合もあろう。 
しかし、ルールのないコモンズ（共同管理の対象となる資源、財の意）は適切に管理する
ことができない事態に直面することがある。 
ある牧草地を想定して説明を行う。牧草地に複数の酪農家が家畜を放牧してい
る。家畜１頭当たりの収益が確保されるのであれば、どの酪農家も自分の利益を最
大化しようとして、家畜の頭数を増やす誘惑に駆られる。家畜の数が牧草地のキャ
パシティに達しない限りにおいては、自分の家畜数を増やすどの酪農家もメリッ
トを得ることができる。いわば利用において競合性がない。しかし、牧草地の牧草
の再生産力は有限であるため、家畜の総数が一定限度を超えたところで、牧草地は
消滅の危機にさらされ、全ての酪農家がデメリットを被る。いわゆるコモンズの悲
劇である。 
このコモンズの悲劇は、主として、牧草地の共同管理のルールが存在せず、誰でもが放牧
でき、自分の家畜を増やすことができるというオープンアクセス（排除性がない）に起因し
                                                  
126 コモンズには、大気などのグローバルコモンズという概念もあるが、本研究では、本文中に
挙げたようなローカルコモンズに限定して論を展開する。 
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ている。この問題解決方法は大きくは２つの選択肢がある。 
一つは、その牧草地を私有化（市場化）して、利用できる者を限定してしまうことであり、
いま一つは牧草地を公有化（政府）して利用できる者を限定することである。特に、資源、
財の性質から考えて、競合性が高いものは、排除性を高めて、つまり私有化して問題解決し
てきた例が実際には多い。コモンズの考え方は、私有化という市場依存、公有化という政府
依存の方法に加えて、共同管理という第３の選択肢を提供するものと位置付けられる。公有
化と比較した場合の第３の選択肢の利点としては、協定に参加する地域の利害関係者に空
間管理を委ねることで、公有管理する場合の情報の非対称性を克服して、地域住民等の選好
をより明確に利用に反映することができる。私有化に比した場合には、オープンアクセスが
確保されやすく都市空間のあり様として望ましい場合が多い。 
都市空間のコモンズとしての共同管理が円滑に行われるためには、地域住民の側の態度
にも変化が求められる。自身の公共的活動に自覚的であり、その互酬の意味合いを理解して
いることが重要となる。都市にコモンズの考え方が馴染む空間が多く形成されていくため
には、そのような市民の増大が不可欠であるし、また、形成されたコモンズ空間が自覚的市
民を増大させていくという循環的な関係にあるとも考えられる。社会の信頼関係、互酬の規
範、ネットワークなどの概念から説明されることが多いソーシャルキャピタル127（社会関係
資本、social capital）とも密接な関係を有する。 
 日本社会における中心市街地の位置づけ、あるいは中心市街地政策が商業面にやや傾斜
しすぎてきたところ、そのあり様が変化してきたことが、第５章で示された。第５章のまと
めで示されたような中心市街地像は、都市におけるコモンズ（空間）と評価することができ
る。 
 以上、都市部における空間には準公共的なものが多く存在し、だからこそ、運営において
私有化でも公有化でもない、共同管理の重要度の増しているといえる。 
 
（３）2011 年都市再生特別措置法の改正による都市利便増進協定制度 
 これまで議論してきたことを踏まえ、都市再生特別措置法の改正により創設された都市
利便増進協定制度が、共同管理と地域コミュニティの育成に寄与する仕組みになっている
のか、明らかにする。 
 
①都市利便増進協定制度の概要 
 本節では、都市再生法の 2011 年改正により創設された新たな民間主体間の協定制度であ
る都市利便増進協定制度について考察する。 
 都市再生法は、2002 年に制定された今日の都市法制の重要な一翼を成す法制度である。
                                                  
127 ソーシャルキャピタル（社会関係資本）に関する３つの概念については、ロバート・パッ
トナム著、河田潤一訳「哲学する民主主義－伝統と改革の市民的構造－」（ＮＴＴ出版、2001
年）を参照した。 
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制度創設当初は、大都市部を中心として建築物の容積率等の規制緩和、金融支援などの手法
により、大規模都市開発プロジェクトを誘導するなど、民間活力の活用を通じて、国際競争
力の低下が懸念されていた都市の再生、ひいてはバブル崩壊後の経済の活性化を目論んだ
ものである。都市計画法が、土地利用に関する規制を敷くことにより、計画的な都市整備を、
長期的視点から受動的、漸進的に誘導しようとするものであるのに対し、都市再生法は、よ
り積極的な面を備えている。（図表８－１） 
 都市再生法は、2004 年の改正により、「全国都市再生～稚内から石垣まで～」を標語とし
て、市町村等のまちづくりに要する経費に対する国からの交付金の交付を主な政策手段と
する措置が追加されたことで、大都市、地方都市を通じた都市再生の主要法制度の位置を持
つに至った。 
 その後も数次にわたる法改正が行われたが、2011 年の通常国会での改正においては、改
めて都市の国際競争力の低下に対応した都市の緊急整備制度の拡充として、金融支援手法
の抜本的再編、規制緩和メニューの追加などが行われたことと合わせて、全国の都市の魅力
の向上を図るために、まちづくりへの多様な民間主体の参画を誘導する制度拡充が行われ
た。 
そのまちづくりへの民間主体の参画誘導手法として、道路占用許可制度の柔軟化措置と
ともに、都市の賑わい・交流の創出のための民間主体間の協定制度として都市利便増進協定
制度が創設された。 
 この協定制度は、例えば、都市の中心部などでの賑わい・交流の場（広場、緑地空間など）
等について、地域住民などが自主的な管理を行うことを誘導しようとしている。まちづくり、
地域活性化に意欲を持つ地域住民などが、活用度の低い中心部の空間地などを自主的に管
理し、オープンカフェやフリーマーケットを開催するなどの独自の取組みを展開すること
は、中心部への人的流動を増加させることを通じて、経済の活性化にもつながると同時に、
まちに必要なコミュニティ空間を形成することにもつながる。まちづくりが民間主体の参
画により行われることは、まちづくりへの参加者の満足度の向上にも直結する。 
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図表８－１ 都市計画法と都市再生特別措置法 
 
 
出典）学習院法務研究第 5 号（2012 年 3 月） 栗田、堤 
 
 都市利便増進協定の協定締結者は、協定対象区域内の一団の土地の所有者等又は都市再
生整備推進法人（市町村長が指定したＮＰＯ、まちづくり会社、一般社団・財団法人）とさ
れている（都市再生法第 72 条の 3 第 1 項）。 
また、協定事項は、都市再生法第 72 条の 3 第 2 項により、 
・協定の目的となる都市利便増進施設（広場、街灯、並木その他の都市の居住者その他の者
の利便の増進に寄与する施設等であって国土交通省令128で定めるもの（都市再生法第 46
条第 13 項）） 
・都市利便増進施設の一体的な整備又は管理の方法 
・都市利便増進施設の一体的な整備又は管理に要する費用の負担の方法 
・都市利便増進協定の有効期間 
などと法定されている。 
 
②都市利便増進協定制度の特徴とこれまでの協定制度の相違 
 都市利便増進協定制度の特徴は、これまでの協定制度と対比させてみた場合に、３点ある
と指摘できる。 
 第１点目は、法目的の広さとそれに伴う協定対象の幅の広さである。建築協定は良好な住
宅地としての環境の維持増進を目的とし、建築物の高さ等を協定事項としている。都市利便
増進協定は、街の賑わい・交流の創出を主な政策目的として与えられて検討されたものだが、
                                                  
128 国土交通省令により規定されている都市利便増進施設は、広場、街灯、並木のほか、道
路、ベンチ、備蓄倉庫などである。 
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法律に目的を明記することをしていない。また、協定対象は、広場、公園、道路、食事施設、
アーケード、ベンチ、備蓄倉庫、街灯、並木などの都市利便増進施設と幅広く、さらに協定
事項は、都市利便増進施設の一体的な整備又は管理の方法等と定めるにとどめ、協定締結者
が柔軟に協定内容を定めていくことができる仕組みとしている。すわなち、協定制度の活用
主体に、自由な発想が求められ多様な運用が委ねられている。 
 第２点目は、協定締結に際しての合意要件の相違である。建築協定等のこれまでの都市法
領域における民間主体間の協定制度の多くは、協定対象区域内の地権者等の全員の合意を
協定締結の要件として法定してきている。都市利便増進協定は、それらとは異なり、協定対
象区域内の一団の土地の区域の土地所有者等の相当部分が都市利便増進協定に参加するこ
とを要件として法定するにとどめ（都市再生法第 72 条の 4 第 1 項第 1 号）、全員合意を要
件としていない。これは、後述するように、法理論的には協定制度の目的の公共性の評価に
関係していると解されるが、実態上は、協定締結がより円滑に行われることを可能にするこ
とが期待されている。 
この点については、協定に参加しない者が協定締結の効果、便益を受ける、いわゆるフリ
ーライダー問題が予想される。協定の実行には外部性が存在することに伴う問題であり、コ
モンズの理論に即すれば、オープンアクセス（排除性のなさ）に関連する問題である。都市
空間の準公共空間としての共同管理は不特定多数者に開かれていることが望ましい場合が
多いと考えられ、都市と農村等とで大きく相違する点と考えられる。山林資源の共同利用や
農村集落の維持などを考えると、受益者は一定範囲に限定される場合が多く、フリーライド
や過剰消費を何らかのルールによって抑制することは必要である場合が多い。しかし、都市
空間は、そもそもオープンな空間であり、協定区域内の協定への非参加者がフリーライド的
に受益することがあるとしても、そのような可能性は、都市を訪れる者に広くあてはまる。
そのため、都市空間のフリーライダー問題は中心的論点に据える必要はないこと、仮に課題
視するとしても、協定への参入、退出をある程度緩やかにしておくことで、都市空間の利用
の選好をより敏感に把握することに利点がある。 
なお、制度運用上、協定締結に要する土地所有者等の相当数の合意の場合の相当数は、お
よそ協定区域内の土地所有者等の８割程度と説明されている。 
 第３点目は、協定締結の法律効果の相違である。建築協定等の法律効果が承継効にあるこ
とは前述したとおりであるが、その効果は、法理論的には全員合意の下での協定締結を要件
とすることから得られている。全員合意を協定締結要件としていない都市利便増進協定締
結の法律効果129は、それらとは異なり、民間都市開発に関する専門機関からの支援が得られ
ること（都市再生法第 72 条の 7）、都市の美観風致を維持するための樹木の保全に関する法
                                                  
129ここに述べた法律効果は、都市利便増進協定に対する市町村長の認定により得られるもので
ある。この認定は、当該協定の内容が適法・適正なものであることを確認する事実行為的な
性格のものであり、処分性を有するものではないため、行政不服審査法に基づく不服申立て
や行政事件訴訟法に基づく抗告訴訟の対象とはならないものと解される。 
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律の特例が措置されること（都市再生法第 72 条の 8）、に存する。都市利便増進協定制度が
都市空間の質向上を図るものと位置づけた上であっても、承継効がない中で、どのように協
定の実効性を確保していくかは一つの課題である。その点に関し、協定内容として、協定当
事者に土地所有権等の譲渡時には、譲受者に対し協定内容を伝達することを求めることを
約する、などの方策が考えられる。 
 このように、都市利便増進協定制度は、これまでの都市法領域における協定制度とは大き
く色合いを異にしている。これは、民間主体のまちづくりへの誘導に際して、合意が得られ
るところから都市空間の共同管理を始めることが現実的な対応と考えられたことによるも
のである。都市利便増進協定制度とこれまでの民間主体間の協定制度を例示的に対比させ
ると、図表８－２のとおりである。 
なお、都市利便増進協定は、民間主体間の協定として制度創設されているが、普通財産の
所有者としての行政主体と民間主体が協定を結ぶことも視野に捉えられている。例えば、遊
休状態にある普通財産を都心部に所有する市町村と住民団体が、その遊休地をイベント空
間、コミュニティ空間としての広場として住民団体が管理する内容の協定を締結するなど
の場合である。その場合には、行政サイドには、管理コストの低減など財政面でのプラス効
果が期待される。この場合の地方自治体は、行政権能を行使する主体でなく、遊休状態にあ
る土地を所有する地権者という。 
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図表８－２ 都市利便増進協定と都市再生歩行者経路協定の相違点 
 
 都市利便増進協定  都市再生歩行者経路協定  
締 結 主
体  
都市再生整備計画の区域内における
土地所有者等（例えば、地域住民、都
市再生整備推進法人、まちづくり会社
等）  
都市再生緊急整備地域内の土地所有
者等（例えば、地域住民、地元企業等） 
認定・ 
認 可 主
体  
市町村  市町村  
対象物  多様な施設を対象（広場、街灯、並木、
道路、ベンチ、備蓄倉庫など） 
協定対象施設を特定  
認 定 要
件  
・土地所有者等の相当部分が協定に参
加していること。  
・都市利便増進施設の一体的な整備又
は管理の方法及びこれらに要する
費用負担の方法が適切であり、か
つ、都市再生整備計画に適合するも
のであること。 
・協定の変更・廃止の手続、協定の有
効期間等が適切なものであること。 
・協定の内容が法令に違反するもので
ないこと。 
・申請手続が法令に違反しないこと。 
・土地又は建築物等の利用を不当に
制限するものでないこと。  
・協定区域の境界が明確に定められ
ていること、協定に違反した場合の
措置が不当に重い負担を課するも
のでないこと等の基準に適合する
ものであること。 
・当該都市再生緊急整備地域の地域
整備方針に適合するものであるこ
と。  
・全員合意がなければ協定は締結で
きない。 
承継効  × ○ 
 出典）学習院法務研究第 5 号（2012 年 3 月） 栗田、堤 
 
③都市利便増進協定制度の特徴に由来する締結メカニズムの検証 
 従来の協定制度と比較した場合の都市利便増進協定制度の最大の特徴は、協定締結の要
件として、協定区域内の土地所有者等の全員合意を要件とするか、相当数の者の合意で足り
るものとするか、にあるが、この点は協定締結に至るまでのメカニズムに影響すると予想さ
れる。 
ⅰ）従来の全員合意型の協定制度においては、協定締結への動機を持つ（すなわち地域の利
便増進等を通じて、地域の魅力増大、価値増進を図ろうとする）者（動機者、複数の場合も
ある）は、協定予定区域内に反対者が存在する場合には、全員合意を目指して、反対者に対
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して協定への参加を呼び掛けることが予想される。その場合、動機者は反対者への説得につ
いて、説得の準備、説得時間の確保など種々の交渉コストを負担することになる。建築協定
を例にとれば、締結に数年を要することも珍しくないとされている。交渉コストがかからな
い、情報完全性、合意の強制可能性などの条件が備わっている、などの仮定が充足されてい
て、当事者間の交渉によってパレート的な最適条件が実現するというコースの定理が成立
する場合は、現実世界で必ずしも多いとは考え難い。したがって、その説得は常に奏功する
とは限らず、結果としてコスト負担だけが残るという事態を強いられることもありえよう
し、一部反対者が非加入のままで穴あき状態の協定が締結されることもある。 
他方、協定対象区域に何らかの社会規範、それに準じたものが共有されていたり、コミュ
ニティが固定的かつ閉鎖的で容易に脱退することができないような場合には、説得が成功
して、コストを協定内の地権者等で分担できることも考えられる。全員合意型の協定制度は、
そのような場合には有効であろう。 
比較検証の意味から、上述のような固定的・閉鎖的などの条件を有さない協定対象区域に
おいて、動機者の反対者への働きかけが強力であるとき、かつ、反対者が何らかの理由でど
うしても協定に合意できない場合では、地方自治体等の仲介、支援策の提供などの関与があ
っても、まだ合意に至らない場合、反対者には、協定予定区域内の土地の権利を、区域内の
動機者や区域外で協定に合意できる者に譲渡しようとする誘因が生じよう。区域内の動機
者に譲渡できる場合もあろう。しかし、地方部のあまり土地の権利移転等の取引活動が活発
に行われていないような場所、あるいは住宅としての所有が安定しているような場所、すな
わち協定区域内の土地取引市場が成立しないような場合においては、反対者の土地の権利
移転は実現せず、結果として協定が締結されない、あるいは反対者の土地を協定区域に組み
込むことができないで、協定締結過程は不首尾に終了する。つまり、協定制度は、その目的
いかんによっては、相隣関係の範囲内（近隣外部性が及ぶ範囲内）での合意が得られるかど
うかに依存しているといえ、従来型の協定制度には、良好な居住環境の維持などは典型的に
近隣外部性が及ぶ範囲内での事象を対象としてきたものが多い。 
 
ⅱ）新協定制度は都市空間、中心市街地などで締結されることが期待されていることから、
新協定制度の締結に至るメカニズムを考察する。協定締結の動機者が、反対者に対して協定
への参加を呼び掛けることもあろうし、その場合、動機者は反対者への説得について、説得
の準備、説得時間の確保など種々のコストを負担することは、全員合意型協定の場合と同じ
である。反対者がいても、新協定は全員合意を要件としていないため、反対者が少数（およ
そ２割程度）にとどまる限り、協定締結は可能である。しかし、反対者が多数存在する場合
には、相隣関係の範囲で合意を目指す従来型の協定制度とは異なる協定締結経路が考えら
れる。 
 都市の中心市街地での協定締結を構想する場合、まとまりのある空間を共同管理してイ
ベントを行う、洒落た街路樹、街灯を置く、ベンチを置く、などの取組みによって、土地の
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魅力、価値を高めようとする動機者が存在し、他方で反対者が存在する事態の克服に、市場
機能を用いることが有効な場合があると考えられる。中心市街地においては、そのアイデア
が合理性を有する限り、それに賛意を表する者（潜在的な協定合意者）は、区域外にも存在
するであろうし、土地取引市場が成立していれば、反対者と潜在的な協定合意者で土地所有
権等の移転が成立し、協定締結の要件を満たすことができる。これは、静的な相隣関係に依
存するのでなく、市場機能を用いた動的な経路といえる。 
 もちろん、この経路は、従来型の協定締結に際しても成り立つことがあり、その効果は協
定締結を目論む場所次第とも考えられる。しかし、従来の協定のように、良好な居住環境の
形成、災害時の避難経路の形成などのように目的を限定的に捉えず、新協定制度が都市の利
便向上という多様な目的設定を許容しているために、より区域外の関心を高め土地取引の
成立を容易にしているというポイントは重要と考えられる。新協定制度の特徴である目的
設定や協定事項の多様性は、全員合意要件の不採用という第一の特徴とあいまって、協定締
結の経路において市場機能を有効に活用することを目指したものと位置づけられる。 
 また、区域外から協定に合意しようという意思を持って、土地所有権等を取得する者が相
当数存在すると仮定できれば、協定の法律効果として承継効を備えることの意味は減ずる。 
 
ⅲ）上記の協定制度の比較論議からは、次のことが指摘できる。新協定制度に関し、都市の
オープンアクセス性、フリーライダーとの関係について前節（４）で考察したが、新協定制
度は、市場機能によってフリーライダー問題を克服しようとしているともいえる。と同時に、
都市のオープンアクセス性を前提として構築された新協定制度は、主な従来の協定制度と
異なり、近隣外部性の内部化や、その負担の均てん化を目指しているというよりも、より広
域的な地理的、人的範囲に及ぶ外部性に関心が向けられていると考えるべきものである。 
 また、ⅰで述べた問題から、協定対象区域内の構成員の変更ができないが、なお協定締結
を目指す場合には、既存制度では地区計画等の活用を志向することもあろう。地区計画制度
は、一定の手続きは都市計画法に規定されているが、地権者等の全員合意を要する制度とし
ては構成されていない。例えば、建築協定に比して、建築物に関する規制内容はある程度画
一的にならざるを得ない面はあるが、都市整備に有効で活用事例も多い行政的、公法的規制
である。 
地区計画制度との対照から考えると、新協定制度は、行政的規制に依存しない方途の選択
肢を提供しているものであり、都市空間の自主的管理の層を厚くしていくことに寄与する
と考えられる。 
 
④都市利便増進協定制度による取引コストの低減（地方自治体の土地活用） 
 新協定制度の効用を、地方自治体が自らコミュニティ空間を供用しようとする場合との、
取引コストの比較の観点から論じる。地方自治体が空間供用を行おうとする場合には、どの
ような空間にするニーズがあるのか、需要者はどのような層でどこに分布しているのか、管
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理のあり方をどう考えるか、などの情報収集が必要となる。この情報収集に要する時間や費
用は、空間供用を行う場合の取引コストとなる。 
 新協定制度を活用する場合においては、民間側の協定締結者が主体的に、それらニーズの
把握を行った上で、協定締結に臨むこととなることが想定されるため、地方自治体側が負担
せざるを得なかったであろう取引コストが低減される。地域自治的な枠組みに由来する効
果といえる。 
 
（４）本章のまとめ（都市利便増進協定制度と都市計画における公共性の関係） 
本章は、都市利便増進協定制度とそれまでの協定制度との対照が、法理的、市場的視点な
どから考察され、協定制度の円滑な締結可能性を高めていることを示した。 
 
本章を通して明らかになった点は、以下の 2 点である。 
①都市住民は、高齢化の進展も相まって、農村コミュニティとは異なるタイプのコミュニテ
ィを形成していること。そして、都市には準公共空間が存在し、その運営には、公でも
民でもない、共同管理が求められること、その主体としての都市型コミュニティが必要
であることが明らかとなった。 
②都市利便増進施設は、広場、道路、ベンチ、備蓄倉庫など幅広く、この協定制度は、それ
ら都市を構成する施設を地域住民等が共同管理することを目的としている。その一つ一
つの施設は、都市計画で決定されるべきものとは異なっていた。 
都市利便増進協定制度と都市計画における公共性の関係について、最後にまとめてお
くと、都市計画制度に求められるものの変化は、都市計画制度が実現していくべき公共
性のとらえ方にも変化をもたらす。日本社会が成熟化してきた中で、公共的な役割を担
う主体が多様化していることとも関係して、都市計画制度に求められるものは幅を広げ
ている。 
人口増大、都市集中期には、住宅地を大量供給する、生産活動や通勤に必要な交通施
設の整備という社会の枠組みに大きな影響を与える都市の骨格形成が都市計画に求めら
れた。そのためには、必要性・重要性について異論のない共通認識が存在し、正の外部
性が及ぶ範囲も大きい、画一的で価値立証も容易な公共性を実現していくための制度が、
まずもって求められた。 
その結果は、居住人口の収容、移動手段や物流手段の確保などに結実しているが、幹
線道路に面した大きな区画、細街路しか存在せず小画地の木造住宅が密集する防災性に
劣る市街地など、質の面で課題の大きな市街地が形成された。 
今後のまちづくりは、既成市街地において、部分的、修復的、即地的、漸進的に、ま
ちの質を上げていく作業が比重を増す。それも、安全性・防災性を高める、近隣環境的
な快適性を高める、など公共性を実現していく作業であることに変わりはない。空き地
の活用もその範疇に属する。しかし、その場合の公共性は、人口増大期に前提とされた
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公共性とは質を異にする。都市計画における公共性を経済学でいうところの正の外部性
と近い概念ととらえると、修復的なまちづくりによる外部性（公共性）が及ぶ範囲は比
較的小さい。人口増大期の都市計画に求められる公共性より低位にあるという意味では
ないことは断りつつも、ここでは対照上、人口増大期に実現しようとした公共性を大き
な公共性、修復的作業で実現していく公共性を小さな公共性と称しておく。今後の中心
市街地を含むまちづくりにおいて、重要な視点と考えられる。 
 
 以上をまとめると、図表 8-3 のように理解することができる。農村の準公共空間、公共空
間に比較して、都市の準公共空間は、その管理での共同管理に期待されるものが大きいもの
の、今後、都市利便増進協定制度の活用を含め、さらなる公共性の範囲の拡大が期待される。 
 
図表 8-3 コミュニティ空間と公共性の関係 
 
 
第２部のまとめ 
 第２部では、実証分析をもとにして、中心市街地に関する規制、活性化策を多様なアカデ
ミズムの視点から考察するとともに、中心市街地等でのエリアマネジメントにおける資金
調達に関してシードマネーの効果を実証的に考察した。 
中心市街地政策については、人口減少などの大きな潮流に即した土地利用転換を促して
いく方向での政策の意味合いが説明されるとともに、大規模商業施設の郊外立地規制につ
いては、アカデミズムの立場により視点を異にすることが明らかにされた。しかしながら、
現実の地方行政の現場においては無策であることは、ローカル・ポリティクスの観点からも
なかなか許容されがたい。そのような中、実際の政策立案に当たっては、偏ることなく多面
的、学際的な検討が行われることが重要であることが改めて認識され、また、政策の正当性
をエビデンスに基づき立証していくことの重要性が示されたものと位置づけられる。個々
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の都市の成立経緯、現状等を勘案して、個々の利害関係者にとっての厚生、全体の厚生など
の観点も極力取り込んだ十分に科学的な資料の提示と十分な関係者間の協議を経て、都市
ごとの将来像を合意するプロセスの意義は、経済学、工学双方から評価がされるものと考え
る。 
また、中心市街地等におけるシードマネーを活用した資金調達については、本文で触れた
とおりのシードマネー効果が予想されているが、実証実験実施時の 2006 年以来、エリアマ
ネジメントは活性化しているものの、寄付等による事例は限定的と考えられる。しかしなが
ら、その後の金融技術の進展等を背景としてクラウドファンディングなどを活用した地域
活性化事例は増加している。地域活性化に活用可能な交付金等の財政支援メニューは多様
化しており、それらを活用することで実質的なシードマネー効果を得つつ、多様な資金を地
域に呼び込むという手法などは有用な手法とも考えられる。政策現場での多彩な工夫を行
う際の参考となる実証分析であると考える。 
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おわりに 
 
（１）研究のまとめ 
  
 本研究は、序論で述べたとおり、日本における公共性概念の変遷を踏まえて、社会経済情
勢が変化する中で、国土計画、まちづくりにおいて公民連携政策がいかに拡充され、変化し
ていったのか、その中で「新しい公共」がいかに誕生し役割が確立していったのか明らかに
し、さらに中心市街地の政策のあり方を考察することから、多様な民間主体が公共領域で活
動するための政策、制度、及び必要資金を含む自立性のあり方を明らかにすることを目的と
している。本研究を結ぶに当たり、まず、研究で明らかになった点をまとめる。 
第１章では、公共という語が、歴史的にタテの関係の表現として用いられた経緯を踏まえ
つつ、用水路の管理などが地域共同作業、ヨコの関係によっていた社会実態を、長期的視点
から振り返り、公共領域の作為が政府への委託に変質してきたことが明らかにされた。さら
に、地域コミュニティの崩壊、市場機構の弱点の顕在化への対処として、今日的な地域コミ
ュニティの意義、公共領域を支える民間の担い手、すなわち新しい公共の意義が示された。 
第２章では、1980 年代以後、新しい公共という考え方が、公共サービスの供給サイド、
公共サービスの消費者・受益者サイド、人口減少等に伴う地域サイドの事情などを背景とし
て進展してきたことが明らかにされた。特に、新しい公共の考え方が、地域ニーズに的確に
対処するための社会的な仕組みを構築していくための基礎的考え方になりえることが示さ
れ、さらに、新しい公共の活動は、その担い手一人一人の豊かさを高めることの可能性が明
らかにされた。 
 第３章では、新しい公共の考え方について、国土計画での位置づけ（2008 年閣議決定の
国土形成計画では新たな公と称された）が、その背景とともに考察された。地域社会の持
続可能性、自立性の確保を目指し、政府部門の役割とされてきた領域で多様な非政府主体
が活動を展開する実態に着眼しつつ、国土計画の検討過程で新たな公の考え方が不可避的
に導入されてきたこと、多様な民間主体が公共的役割を果たすことで個人の豊かさが増大
するという意味合いにおいて新たな公の捉え方の転換が図られたことが、公共の側の視点
から明らかにされた。 
第４章では、都市計画制度等の制度改正の流れを振り返り、①行政以外の主体参加の枠
組み創成、②住民、民間事業者の参加の仕組みの拡充、③住民参画等の枠組みの成熟、が
着実に進められてたきたことが示された。すなわち、まちづくりの主体については、行政
と民間との間に多様な組み合わせが見られ、まちづくりの領域で新しい公共の活動が活発
化していることなどが明らかとされ、さらに、近年活発に展開されているエリアマネジメ
ントなどのまちづくりの領域で、新しい公共が活躍することの意義、期待が示された。 
第５章では、視点を中心市街地政策に転じ、商業機能を主な争点として政策論議が行われ
てきた経緯を踏まえ、2010 年頃から、都市政策と医療・福祉政策との連携が深められてき
 122 
 
た経緯等が明らかにされ、さらに、高齢化等が進展する中で、中心市街地を、小売商業機能
に偏重せず、居住機能、福祉機能、医療機能、文化機能など多様な機能で構成される、コミ
ュニティ空間との視点から捉えることの重要性が明らかにされた。 
第６章では、中心市街地の活性化に関連して講じられた、大規模商業施設の郊外立地規制
などを内容とする 2006 年の都市計画法等の改正に関して、工学的、経済学の立場から、規
制強化策には評価が異なる可能性が示された。他方、中心市街地の土地利用転換促進など必
要性の認識が共有される政策領域が存在することも示され、実際の政策立案に当たっては、
多面的、学際的な検討が行われることや、政策の正当性をエビデンスに基づき立証していく
ことの重要性が示唆された。 
 第７章では、民間主体による自発的なエリアマネジメントが、質の高いまちづくりに有効
であるとされるところ、自発的公共財供給に際するシードマネーについて、ゼロの寄付者の
減少効果があることなどが、丸の内カフェでのフィールド実験によって確認された。その上
で、行政からの一種のシードマネー供給ともいえるマッチングシステムの運営などへの反
映、納税者理解を得るための手続き等の重要性などの政策インプリケーションが示された。 
第８章では、都市のコミュニティ空間形成に資するものとして制度化された都市利便増
進協定制度（2011 年都市再生法改正により創設）と、従来の協定制度が詳細に対照される
と同時に、法理的、市場的視点等から考察され、新協定制度の法制度的特徴が円滑な協定締
結可能性を高めていることが示された。また、幹線道路等に比して外部性が及ぶ範囲が比較
的小さいコミュニティレベルの公共性の実現が今後重要性を増していくことが論じられた。 
  
（２）結論 
 研究を通して明らかになった点から、本研究の結論としては、以下の点が重要と考える。 
 
① 多様な主体のまちづくりへの参画の重要性 
 1968 年に制定された都市計画法は、基本的に人口増大と都市集中に対応するための法制
であった。人口集中に伴う旺盛な住宅地や業務市街地などの開発を、道路、下水道、公園な
どの社会資本の供給とのバランスを維持しながら、どのようにコントロールしていくのか、
その答えがいわゆる線引き制度（市街化区域と市街化調整区域の区分制度）に基づく開発規
制である。以来、政府部門による規制と市場部門との対立的構図が続き、都市計画制度は、
市場の都市開発圧力に押され続けることとなる。1990 年代の郊外の大規模商業施設に関す
る規制緩和は 2000 年の大店法の廃止に至る経緯は前述したが、2006 年の郊外の大規模商
業施設の出店への規制強化は、改めての都市開発市場への政府部門への介入であった。 
 このように、まちづくり、都市計画は、市場と政府の関係に腐心し、市場と政府という２
つのプレーヤーを想定しながら、制度、政策を講じてきたが、地域住民、ＮＰＯ法人、商工
会などの地域に利害関係を持つ民間主体によるまちづくりは、積極性、多様性を増して各所
で展開され、それらを視野に入れた政策も幅、深さ両面から拡充されてきた。本研究では、
 123 
 
2012 年頃までの時期を中心に、国土計画の議論を契機としながら、多様な民間主体が政策
に位置づけられてきた経緯、意義を広範な視点から考察したが、この動きは、今後ますます
重要性を増していくと考えられる。 
 
② 中心市街地のコミュニティ空間、コモンズ空間としての認知の必要性 
中心市街地については、商業機能に偏ることなく、多機能なコミュニティ空間、コモンズ
空間として再編すること、また、その実現には多様な民間主体が公共性を担い活動すること
が必要である。これまでは、経済の産業化の進展に伴い私的財の領域が拡大してきたが、例
えば、経済構造の変化が進む中で進展すると見込まれるシェア・エコノミーは、コモンズ領
域の相対的拡張につながる可能性がある。クラブ財とコモンズとの準公共財的な共通性を
念頭に置くと、進行中の経済構造の変化は、新しい公共と親和性の高いコモンズ的世界を拡
大させていく可能性が高いと考えられ（図表Ａ）、かかる政策領域に従来以上に目を向ける
ことが有意義と考えられる。 
 本研究が扱った時期以後、国の都市政策においても、各所で制度等への反映が行われて
きている。例えば、2018 年常会で成立した都市再生特別措置法等の一部改正は、新しい公
共の考え方と通底するコモンズの考え方を法制的に体現する事項130を含んでいる。さらに、
住民団体や商店街組合などを都市計画協力団体として指定し、都市計画の決定や変更の提
案を行うことができる仕組みを創設131したことも、新しい公共の考え方を踏まえたものと
して挙げることができる。 
 この領域は実態が先行しており、政策はその実態を上手に後押しするものでなくてはな
らない。したがって、地域社会の実態を注視しながら、政策の充実を試みることが重要で
ある。 
 
③ セルフガバナンスを推進する政策の必要性 
日本の都市、中心市街地が直面する多様な課題を解決するに当たっては、多様な担い手に
よる自立的、自律的な整備、経営のあり方が求められている。このような自立的、自律的な
都市の整備、経営への動きは、人口の増大、移動が激しく、都市化が進展する中で、行政へ
の委任が進んできた都市の経営を、再度、地域社会、市民・住民側に取り戻す、self-
governance の動きと位置づけることができる。ソーシャル・キャピタルに富み、特に互酬
性への認識の高い地域社会は、自立的、自律的な地域経営が円滑に進む土壌に恵まれている
と考えられる。このような視点に支えられ、実際の政策立案に当たっては、多面的、学際的
な検討が行われることや、政策の正当性をエビデンスに基づき立証していくことの重要性
が、本研究で示された。実際の政策立案の過程で考慮されるべき事柄を示すものと考えられ、
                                                  
130 改正後の都市再生特別措置法第 109 条の 2等に規定する立地誘導促進施設協定のことであ
る。 
131 改正後の都市計画法第 75 条の 5等に規定する都市計画協力団体制度のことである。 
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視野を拡大しつつ一層の政策の充実が図られることが望まれる。 
 
本研究では、上述のとおり、結論として３点の重要性、必要性を明らかにしたところであ
る。これらのポイントは、特に、政策、制度を構築していく上でも意識されるべき事柄と考
えられ、本研究は、特に第５章以後において政策決定の視点を踏まえたものとなっている。
そこでは、政策形成、制度整備に当たり、異なる立場の調整が、政策、制度が地域社会に受
容されていくために不可欠であることが示唆されている。政策、制度を整えていく背景等に
ついての一定の共通理解、政策、制度を投入していくべき必要性がある現場への共通認識、
導入する政策、制度の必要性、妥当性についての説得性、などが、ますます求められること
になると考えられ、異なるアカデミズム関係者、政策形成に関わる意思決定者などの一層の
知的交流が重要になってくるものと認識される。特に、政策立案を担う側の者にあっては、
課題とされる事柄への対応を急ぐ必要性に迫られる場合も多いと考えられるところ、多様
な意見に偏りなく耳を傾け、論理、データ等を整えて異なる立場にある者への説得性を備え
るような努力が従来に増して求められる。 
 
 
図表Ａ 資源の属性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典）学習院法務研究第 5 号（2012 年 3 月） 栗田、堤 
 
 本研究の最後に、図表Ａをもとに将来を展望すれば、図表Ａの４つの象限を空間的な要
素で例示すると、公共財は道路、堤防など、私的財は住宅を含む大半の市場供給財、コモ
資源の属性 
競合性 (rivalness) 
高 低
低
  
  
（ローカル）コモンズ 
（共同管理） 
公共財 クラブ財 
私的財 
排除性 
 (excludability) 
高 
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ンズ空間は公開空地など、クラブ財的空間は共同住宅の共用庭、集会所などが典型例と考
えられ、また、コモンズ空間とクラブ財は、公共経済学でいう準公共財132の概念と近似す
る133。 
 特に、本論文で注目しているコモンズ空間、クラブ財的空間について、市場、政府、そ
れを補完する新しい公共の担い手の役割分担を構想すると図表Ｂのごとくとなる。各主体
がこのような役割を相互に自認する中で、より主体性を高めていくことが、豊かな地域社
会の構築に資するものと考えられる。 
 
図表Ｂ コモンズ空間とクラブ財的空間の活用における課題例 
 
 関係主体の役割分担 
公共的空間の種類 個人、企業等（市場） 地域コミュニティ（新
しい公共） 
政府部門 
コモンズ空間（公開空
地など） 
協定などへの参加 
整備、管理への主体的
参画 
協定等によるバインド 
整備、管理の引き受け 
制度の提供 
外部性に応じた支援 
場合により協働 
クラブ財的空間（共用
庭、集会所など） 
積極的供給 
公開性の向上 
整備、管理の引き受け 外部性に応じた支援 
出典）筆者作成 
 
 このようなコモンズ空間とクラブ財的空間について、市場、政府とそれらを補完する新
しい公共の担い手の役割分担を、領域ごとに異なる役割の大きさも考慮しつつ図表Ｃに提
示する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
                                                  
132 飯田経夫・山田浩之編 社会資本の経済学 有斐閣 1976 
133 （財）日本住宅総合センター 居住環境における新しい共同空間 調査研究レポート 第 2
章 平成 5 年 10 月を参照し、コモンズ、クラブ財の典型例を挙げている。 
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図表Ｃ コモンズ空間とクラブ財的空間での役割分担 
 
 
 
 また、本研究では、全編を通じて、図表Ｄに改めて示すような楕円領域、すなわち新し
い公共の領域の拡張の重要性について明らかにしてきた。これらの領域に関しては、日本
社会の成熟に伴い、図中全方向に向かって自律的な取り組みが進むことが期待される。他
方、本研究では、後半各章でとりあげたように、シードマネー、マッチングファンド、協
定制度などの政策支援の充実によって、領域拡張が一層図られることも期待される。政策
形成を含めて、広い関係者の協働により豊かな地域社会が形成され得ることを強調して、
本研究を閉じることとしたい。 
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図表Ｄ 公共性の差異と担い手の関係 
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